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はじめに

この調査は、農林水産省の国別農業農村開発情報収集調査費で実施されたものであり、昭和63年度

のフィリピン共和国以来、タイ王国、バングラデイシュ人民共和国、インドネシア共和国、パキスタ

ン・イスラム共和国、ダイエトナム社会主義共和国そして中華人民共和国と続いた。第7年次目、第

8番目の対象国としてミャンマー連邦が選定されたものである。農林水産省の予算の趣旨は、近年に

おける国際情勢と開発途上国の急激な態様の変化に対して、わが国ODA、なかんずく農業農村開発分

野において新たな対処方針を必要とするか否か等について基本的事項を検討し、今後の協力の効果的

実施と推進に寄与したいとするものであった。

従って、従来の対象国は、政変・天災あるいは社会経済情勢の変化等のトピックが突起となって選

定されてきているが、ミャンマー連邦については、将来に備えての実態調査が主眼目として選定され

ている。

そのため、調査は、第一次調査に於て対象国関係諸機関あるいは関係国際機関等の実務者レベルを

中心として聞き取りを行い、若干の現地調査を補完的に実施し、それらの取りまとめの結果を第二次

調査に於て確認・整理する方法が取られた。

報告書の取りまとめほ、農林水産省担当官の意向により、はじめてミャンマー連邦に接する農業農

村開発関係技術者が、その概要を把握し易いように、極めて基礎的情報をも収録するよう留意すると

ともに、予算の趣旨である調査時点に於ける現地状況と各機関担当者意向等を忠実に記録し、調査団

としての考え方を付加して編集した。

今回、この調査の実施と取りまとめに当たっては、農林水産省の船野前海外土地改技術室長、藤森

現室長並びに新保海外技術班長に終始ご指導頂き、また、現地では、駐ミャンマー連邦日本国大使館

の田島大使、小田野公使、内田一等書記官、特に増尾二等書記官に大変お世話になり、JICAの吉田所

長、ITCの梶原リーダー、FAOの桂専門家あるいは会員・賛助会員の在ミャンマー各支店長、ミャン

マー政府関係各機関の皆様方から貴重なお話を伺えたことに対して、改めて厚く感謝申し上げ、報告

書のはじめとしたい。

社団法人　海外農業開発コンサルタンツ協会

会　長　　岡　部　三　郎



図　ミャンマー連邦位置図



図　ミャンマー連邦全図



要約並びに提案

ミャンマー連邦は、東アジア地域西端の東経920　～1020、北緯100　～280　に位置し、東西約1000k山

南北約2000kmと南北に細長く、国土面積約67．7万適とわが国の1．8倍、人口約4千2百万人とわが国

の3分の1の国である。

周囲は、東部をタイ、ラオス、中国に、北部西部をインド、バングラデシュに国境を接し、南はベ

ンガル湾、マルタバン湾に面している。民族は60％をビルマ族が占める外はカレン族、カチン族、シ

ャン族等の小数民族よりなり、公用語としてミャンマー語を使用するが、小数民族は固有の言語を有

している。

気候は完全にモンスーン型である。通常5月頃印度洋に発生するモンスーンは、南西風をミャン

マーを縦断するアラカン山脈、ペグ一山脈、テナセリム山脈に突当らせ、その西側に多量の雨を降ら

せて雨季に入る。従って、一般には、暑季を2月下旬～5月中旬、雨季を5月下旬～10月中旬、涼季

を10月下旬～2月中旬とする季にわけて考えており、年平均として、気温27℃・湿度74％・降水量25

00mm内外である。

産業を就業人口比率で較べてみれば、農業65．55％、畜産・水産・林業3．50％、鉱・工業・電力7．0

8％、建設・通信・運輸3．66％、社会・行政7．66％、商業その他11．83％となっており、農業が圧倒的に

基幹産業となっている。

土地利用状況としては、国土面積67．7万kdの内訳は、耕作農地813万ha、休閑農地195万ha、耕作可

能耕地836万ha、森林3，245万ha、その他1，681万haとなっており、農家戸数4，393，200戸の戸当たり平

均経営面横は約1．8haであり、作物60種類以上の中で、米、落花生、ゴマが全播種面横の70％を占めて

いる。

政治的には、ミャンマー連邦は1948年に英連邦外共和国として独立し、議会制民主主義制度を導入

したが、1962年には国軍のクーデターにより社会主義計画党（BSPP）が誕生、1党独裁体制とビルマ

社会主義政策が推進された。その後、社会主義経済政策の破綻により、1987年には国連による

L．L．D．C．協定がなされ、1988年には再び国軍のクーデタTにより国家法律秩序回復評議会（SLORC）

政権が誕生し、社会主義経済政策が放棄され開放化政策へと転換した。1990年には、復数政党制によ

る総選挙が実施され、アウン・サン・スー・チー女史の率いる国民民主連盟（NLD）が圧勝したが、

民政移管への経緯は不透明のまま推移して今日に至っている。

国際的にほ、BSPPのネ・ウィン政権以来、ミャンマp政府は非同盟厳正中立主義を基本路線とし

て踏襲し、国際紛争への関与を回避してきたが、1988年の騒乱後の処理状況等から欧米諸国との関係

は冷却してゆき、その一方で、中国との関係は一層の緊密化を加え、ASEAN諸国との交流も活発化
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していった。

わが国との関係は、政府間のみならず国民各層における交流を通じて伝統的な友好関係にあった。

それは、1986年までの間に、岸、池田、佐藤、田中、福田各総理の訪緬等要人の往来がしきりであり、

1988年までの同国の援助受取総額の70％強をわが国のODAが占めていたことでも明らかである。

しかし、1988年の騒乱並びにクーデター後、誕生したSLORC政権との間に正常な政府関係が存在

しなかったため、対緬ODAは全面停止となり、1989年の新政府承認により、漸く継続案件並びに緊急

的人道的案件についてのみODAは再開されている。

その後、わが国政府では、わが国との緊密な関係と援助ニーズの大きさ等から、再びミャンマーが

援助重点国として位置づけられるように、ODA大綱・原則に沿う形で、一日も早く同国の民主化と人

権状況改善がはかられ、民政移管への不透明な情況が拭払されるよう不断の努力が払われており、そ

の成果も除々に現れているように見受けられる。

調査団は、諸情況が改善され同国に対する限定的停止経済援助政策が全面的に見直されることを希

望し、その場合の農業農村開発分野についての基本的な考え方を摸索する目的でミャンマー国に入り、

国際機関、駐緬日本国各機関、協会会員各事務所、ミャンマー政府関係機関等を訪問しお話を伺い、

現地踏査を実施した。

調査団のこの国における印象は、豊かな自然環境、恵まれた気候風土、清潔な街、伝統を重んじ国

有の文化を伝承する農村、人々は人情味あふれ法規を順守し、かつてわが国の供与した施設等は充分

に保守管理されており、そこに学ぶ研修生も活気に満ちており、古き良き日本を彷彿とさせる何とも

好感のもてる国ということであった。

調査団の結論は、ミャンマー政府が、国内総生産の50％を占め、労働人口の65％を抱えている農業

を、環境産業とともに経済開発の中心に据えて同国の発展を図る方針は正しいということである。

その理由は、戦後のわが国の経験や経済浮揚を果しつつある東南アジア諸国の事例からも明らかな

ように、農業は、あらゆる産業の底支えとなり、景気変動のクッション効果を果しつつ、食糧の安定

供給等による民生安定の要件を満たし、それ自身が産業として成果する性格のものであるからである。

足腰の強い強靭な農業が育成され、主要作物の安定的生産が達成されると、漸次、果樹、園芸、畜

産、内水面漁業、蚕糸、花弁、林産、と多様化し、農林産加工、農村工業、そして段階的に本格的な

二・三次産業に移行し、経済全体として均衡ある発展をとげてゆく姿を想定することが、ミャンマー

国発展浮上の近道であることを考えれば、その基盤となる農業と農村の開発は、当然のこととして首

肯される。

調査団は、そのために必要な措置として2つの側面があると考えた。1つはソフト的な側面のもの

であり、極めて高度な社会経済政策・制度・組織・人材養成・環境保護・文化財保護等のものから、

極めて基礎的な調査・研究・基礎資料の収集整理・住民意向把握等々に至るまでのものである。今1
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つはハード的側面のものであって、決定的に欠険している社会基礎インフラをはじめとして、生産・

流通・生活に係る諸施設の整備である。

これらは、両側面夫々相まって機能しなければ、しばしば、実効の上がらぬこととなるが、一応、

区分して列記すると次のように考えられる。

ソフト的側面のものとして、

・国家社会経済発展計画等、長期見透しと目標設定による上位計画を策定する。

・土地利用計画・流通改善計画・土地改良長期計画等を作成し、関連法規を整備する。

・地域別営農類型・機械体系・作付体系等を検討する。

・環境保全・鳥獣保護・文化財保護・住民意識等の調査をする。

・気象・水文・地価・土壌その他の基礎資料を収集・整理し、観測網を設置する。

・農村金融・共済・保険・購入販売・水利・厚生等々に関する農民組織・制度を検討する。

・適地適作の検討を行い、市場調査機能を検討する。

・研究・普及・人材養成・原々種農場設置等の検討を行う。

・農村工業立地・地域特産振興等の検討を行う。

・度量衡単位の近代化と流通梱包の近代化を図る。

ハード的側面のものとして

・スーパーハイウエイを建設し、地域計画の核とするとともに、道路網、鉄道網を整備する。

・ダム・溜池・水源病毒林を造成し水資源確保を図る。

・導水・排水・取水・分水機能を果すための水路・頭首工・ポンプ場等の施設を造成する。

・農地整備・交換分合を行い作業効率の向上を図る。

・土壌改良・客土を実施し生産性向上を図る。

・開拓・干拓等を行い新規農地を造成する。

・土壌侵蝕防止・防洪・防風・防潮施設を造成する。

・上水道施設を完備する。

・小水力・風力・ソーラー等ローカルエネルギーの確保を図る。

・バイオガス施設普及により厨房の近代化と樹林保護を図る。

・水防・消防・診療所・託児所・公民館・部落電話等公用公共施設を充実させる。

・精米所・選果場・貯蔵庫・加工場・農畜産物搬出入施設等を整備する。
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提　案：

調査団は、前述の総括的内容を背景として、現実のミャンマー連邦に対するODA再開に際しては、

農業農村開発に係る分野の、特に民間側の立場として次のように提案したい。

すなわち、その前提となるものは、1つは高度に政策的であり行政措置を伴うものは、政府間レベ

ルで対処されることが妥当であると考えてこの内容からほ割愛したい。それは、高級アドバイザーの

派遣駐在、シンクタンクグループの派遣そしてしばしば、テクノクラート階層の代弁者的期待を負う

であろう専門家の長期派遣等のことである。

2つ目は、ミャンマー政府がどこまでどのようにしてやるつもりであるのか、わが国としてはどの

部分をどこまでお手伝い出来るのかの見極めが重要であろうと考えるが、それは、高度に政治的・外

交的判断に属するもので、民間側の範疇を超えており、乏しい情報の中から伺うことは出来ない。

従って、調査団の提案としては、基本的なものであり、あるいは極めて身近なものであって多少の

社会情勢の変化においても手戻りが無く、農業生産と農民生活の向上に寄与するものとして次のよう

に考えることとした。

1．過去の農業協力案件のフォローアップ

賠償、準賠償を含め過去に実施された各案件、農機具製造工場・精米所建設・砂糖工場建設計画・

精米工場建設計画・アルコールプラント建設計画・南ナウイン潅漑計画並に事業・中央農業開発訓練

センター・果樹野菜研究センター・潅漑技術センター・中央林業開発訓練センター・原種貯蔵セン

ター等について、既に見直し等行われているものを除き、フォローアップ調査を行い、所期の目的を

充分に果し得るよう補完する。特に農業機械化関連を充足する。

2．マスタープランの作成

ミャンマー政府の志向する経済戦略において、その出発の基幹部分となるであろう農業について、

生産から流通・原材料供給から農産加工・農村工業の開発・輸出振興をも含めた農業発展の基本戦略

について、マスタープランを作成することが急務である。その場合、開放政策への転換と市場経済導

入の実効を高めるためのガイドラインの作成、技術協力、営農類型・流通輸送システム・関連諸制度

の整備等々を含め、官側の政策指導体制と民間の有する個々の技術との連携を深めることが重要であ

る。

3．農業インフラの整備

膨大な基幹インフラの整備をわが国が一手に引受けることは、自助努力を基本とするODAの趣旨

にも沿わず、予算的にも困難であると考えるので、日緬友好ハイウェイのような基幹道路を一本、先

行建設し、諸計画の背椎的役割を槍わせる。

農業インフラは、季節的に編在する水資源の利用率向上と生産材・生産物の搬出入を含めた作業効

率向上が眼目となり、潅漑排水・道路施設の整備が中心となる。
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この場合、従来の大規模潅漑プロジェクトと併行して、地域ごとの農業総合開発計画を策定し、小

溜池群による乾季雨量の貯溜と地下水滴養を図り、乾季における水利用を溜池放流・ポンプ揚水・集

水暗渠利用等を通じて、積極的に推進する。

農業総合開発の内容には、農業生産性の向上は勿論のこととして、その他にも、飲雑用水供給によ

る女性・児童の水汲み労役からの開放、小家禽類の飼育・茸類栽培・花井栽培等による女性副収入の

増加と立場の向上、草地造成等による浸蝕防止・飼料確保、バイオガス導入による厨房近代化と樹林

保護等々の計画が盛り込まれ、併せて、農産加工・農村工業導入、農閑期利用の労働力燃焼計画等も

考慮される。

4．基礎資料の整備

現在、各種基礎資料は、その多くが、それを観測・記録した現地に保管されており、しかもファイ

ルシステムである。従って、その利用には多大の労力と時間を浪費する現状にあり、各種計画の企画

立案、政策判断に当たって種々不便をかこっている。従って、これ等を収集整理し、一元的に管理し、

コンピューターシステムによるデータバンクを設立することは極めて有意義であり有用である。

5．地域特産品の開発改良

開発途上国に共通する問題の1つとして、わが国農村に見られるような地域特産の振興が見られな

いことがある。果樹類については自然立地条件から若干の特産が見られるが、天童の将棋駒・鳴子の

こけし等に見られるような技能的特産品に乏しい。従って、ジュート製品・貝殻細工・黒檀彫刻等現

行の特産品の振興を図るとともに新たな民芸品の開発改良を図ることも肝要であろう。

6．農村公用公共施設の整備

農業生産性の向上ととも、農村生活面での充足が社会的問題として発生する。街路網・上下水道・

電灯電話施設等の整備とともに、役場・郵便局・警察署・公民館、図書資料館・学校・診療所等の各

種施設の整備が希望されてくる。これらの中のいづれかほ、小規模無償の対象として充分に感謝され

る性格のものであると考える。

7．農民組織の育成

農業、農村開発に関しては、制度の如何にもよるが相応の資金需要と受け入れ側農民の組織対応の

問題が発生する。従って、政府方針に充分に対応可能な、例えば、わが国農協のような、金融・共済

・厚生・購買・販売の各部門を農民を代行して対応する組織、あるいは、わが国土地改良区のような

水利組織として、事業からその維持管理まで運営する組織の育成と、それに必要な施設の設置、人材

の養成、資金援助が必要であろうと考える。
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写　真　集



NAWARAT HOTELでの昼食会、会長・大使・
公使・かんがい局長等

NGA MOE YEIKダムの取水塔と虚構

キンダダム幹撥水路（マングレー附近）

NGA MOE YEIKダムの説明

NGA MOE YEIKダムの視察一行

一斗缶改造ジョロによる水まき
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再ナウイン地区、蛙体盛土工事（OECFローン）

北ナウィン地区幹線水路

北ナウィン地区よ村集落

南ナウィン地区ダイバージョンダム

幹線水路水位調節ゲート

畑
豆
の
風
景



パガンの風景

稼働中の絹糸工場

ピン・オー・ルウイン　BOTANICAL GARDENと桜の花

垂から見たDrvZo‾n¢の重責パガン地方

絹糸工場賠償時日本人技術者の宿舎婆



イワラジ川・ブローム（ピイ）附近

水稲・果樹・毒漁開発計頑固（農業集展示絵）

ヤンゴン市内のパゴダ

農業祭での農業機械の展示

ヤンゴン市内風景



カデコーン村の人々

POPA山から下りる途中の果物屋

ビルマの竪琴

カデコーン村貯水槽にて

BAGOの寝仏　ITCの帰途

寺院の若僧侶



平成6年度　国別農業農村開発情報収集調査

報告書目次

・ほじめに

・位置図

・ミャソマ一連弗全図

・要約並びに提案

・写真集

・目次

第1章　調査団

1－1調査の経緯

1－2　調査の背景とミャンマー連邦選定の理由

ト3　目的と内容

ト4　現地調査団の構成と調査日程

第2章　ミャンマー連邦の一般概況

2－1自然条件

2」ト1地勢・地形

2一ト2　気象・水文

2」ト3　地質・土壌

2－2　社会・経済条件

2▼2←1歴史・人口・民族・文化

2－2－2　政治・行政組織

2－2－3　産業・経済

第3章　ミャンマー連邦の農業と農業政策

3－1農業の現況（1993／94）

3－1【1農地利用

3【1－2　主要作物栽培

3－1－3　農業政策と成果

3－2　農業農村開発の課題



第4幸　水資源及びかんがい排水

4－1水資源開発とかんがいの歴史

4－2　水利用現況

4－3　水利用将来見通し

4－4　水管理

第5章　関係諸機関の意向等

5－1　ミャンマー連邦関係機関

5－1－1農業省

5－1－2　貿易省

5－ト3　国境地域・少数民族開発省

5－ト4　国家計画経済開発省

5－2　国際関係機関

5－2－1　万一AO

5－2－2　UNDP

5－2－3　JI CAその他

第6章　援助実績

6－1わが国援助実績

6－1－1農業部門実績

6－ト2　その他部門

6－2　諸外国・国際機閑援助実績

第7章　ADCAとしての今後の対応

第8章　面談者並に収集資料

8－1面談老リスト

8－2　収集資料リスト

8－3　現地祝祭報告

（参考）統計資料等



第1章　調　査　団

1－1調査の経緯

この調査が、農林水産省の国別農業農村開発情報収集調査費で実施され、1988年の開始以来、第7

年次目第8番の対象団がミャンマー連邦であったことと予算の趣旨は序文で説明したとおりであるが、

具体的には次のようなことであった。

すなわち、1988年のフィリピン共和国は、マルコス政権がアキノ政権へと移行し、農業改革を主要

政策として掲げ、法律、行政組織を整備し、国有地の解放をはじめ人員配置等積極的姿勢を示し始め

たことにより、従来の農村農業開発援助方式に変更の必要があると懸念されることにより調査対象国

として選定された。1989年のバングラデシュ人民共和国は、前年の大洪水に関する援助国会議等に於

て、日本国の役割り並に各種技術的対応等も議論されるに及び、従来の輪中堤方式parceling scheme

等に代替する方式が考えられるのか、また、各国との協調体制の中で日本側技術者として対応できる

途は何か等のことから調査対象国となり、タイ王国ほ、ダッカへの中継地としてバンコックが至便で

あるところから、当時、開発途上国から中進国へと浮揚する過程に於て、漸く、都市と農村の所得較

差、人口の都市集中と農山村の過疎化、地域乱開発と農地荒廃等々の問題が顕著となりつつあるとこ

ろから、過去のわが国の発展過程に照らし、中継地滞在を利用して検討するよう指示、選定されたも

のであった。

1990年のインドネシア共和国は、例年天候に恵まれていたとはいえ、漸く食糧自給を達成したと標

模し、東部諸島等とジャワ本島との較差是正を目指して、移住事業、農業多様化、農産加工並びに流

通、市場整備に政策の垂心を移行するとの情報から、調査対象国として選定され、1991年のパキスタ

ン・イスラム共和国は、前年のプット政権解体とシャリフ政権誕生等の経緯の中で、1970年代のハッ

ク政権以来推進されてきた国有化を軸とする社会主義的政策が転換され、連邦制とともに地方分権強

化が進められているとの情報が契機となったものと考えられる。

1992年のダイエトナム社会主義共和国は、長年にわたる戦乱による疲弊と国際政治的孤立化の中に

あって、ドイモイ（刷新）政策により計画経済体制を市場経済体制へ移行しつつあったが、同年のわ

が国ODAの同国に対する本格的援助再開を機会に選定されたものであった。

1993年の中華人民共和国は、1978年の11期3中全会以降一貫して対外開放政策と経済体制改革を推

進した結果、農業と農村を取りまく環境に大きな変化が生じ、沿岸部と内陸部あるいは都市と農村の

所得較差は増大し、古流と称される農民の大移動、郷鋲企業の発展等の社会現象発生とともに、政府

幹部の農業重視、農村基本建設重視等の発表があいついだことに端を発して選定された。
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これらの国々は、いづれも、わが国ODAの大口享受団であるか、その可能性を秘めた国であった

が、ミャンマー連邦が調査対象国として選ばれた経緯は、それらと若干趣きを異にしている。

1－2　調査の背景とミャンマー連邦選定の理由

わが国とミャンマーとの間には、1630年代のアラカン王国に幕府の禁教令弾圧から脱出した武士団

が王室親衛隊として雇傭されて以来の伝統的友好関係があり、現在のミャンマー連邦独立の経緯にも

深く係わりがあった。従って、第二次世界対戦後の1954年にほ、両国間にいち早く外交関係が樹立さ

れ、1987年にはわが国の援助累計額は44億円を超えて、ミャンマー国受取総額の70％以上を占めるに

至っていた。

その後、1988年の騒乱とクーデター以降、対ミャンマー経済援助は民主化促進と人権状況改善の呼

びかけの下に、一時全面停止となり、次いで継続案件と緊急的人道案件のみとする限定的停止へと移

行して今日に至っている。しかし、東西冷戦終結以来、世界的潮流となった民主化と市場経済化の中

にあって、ミャンマー連邦政府も1988年以降、過去4半世紀にわたって採用してきた社会主義経済政

策を放棄し開放化政策を推進してきており、中長期政策と経済連営ノウハウの欠如から改善の実ほあ

がっていない現状にはあるが、援助ニーズの大きさ等から、中華人民共和国を初めとする各国援助と

経済人の往来も頻繁であり、1994年7月には1989年以降自宅軟禁中のアウン・サン・スー・チー女史

と政府要人との対話も再開される等、わが国政府機関の不断の努力とも相挨って、漸く情況改善の気

運も現れてきたかに伺われた。従って、ミャンマー連邦における農業農村開発の現状を把捉し、わが

国ODAの本格的再開に備える必要があると考えられたのが、この国が調査対象国として選ばれた理

由であると考える。

ト3　目的と内容

調査の目的は、わが国0Ⅰ）Aの全面的再開に備え、その前段となるプロジェクト・ファインディソ

グ、プロジェクト形成等を円滑且つ効果的に行うために、ミャンマー連邦の農業農村開発に係る情報

を収集・整理することにあった。

その内容としては、乏しいミャンマー連邦の情報の中から、気象・水文・土性・地質・地形図・統

計諸数値等基礎的なものから、農業農村開発に係る現状と政府の基本方針、農地・水資源・食糧に関

する考え方や将来展望に関するもの等行政資料に撰するもの、そして、担当各機関実務職員の事業推

進に関する問題点と対策についての意向把握の三点を中心として考えていたが、実際には、資料は広

く分散して存在し、前時代的カーボン複写・ファイル綴込み方式で中央による集中管理方式でないた

め、短期間の調査にあっては収集不可能で、存在を確認するに留まったものが多かった。収集資料等

については資料編を参照されたい。
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ト4　現地調査団の構成と調査日程

調査団は、第一次と第二次に分かれて実施された。第一次調査は、関係諸機関にあらかじめ質問表

を送付し、その回答と質疑を重ねる形で、1994年10月11日～10月23日の間に、極力数多くの国際機関、

在ミャンマー日本国機関、ADCA会員在ミャンマー各支店、ミャンマー連邦関係機関等を訪問し、

補完的に現地調査を実施する形で行われた。

第二次調査は、1995年1月8日～1月15日にかけて、第一次調査の結果を踏まえ農業省を中心とし

てその確認と現地調査を主体として実施することとし、第一次がヤンゴンとその周辺地域を活動範囲

としたのに対し、第二次はマンダレ一方面のドライゾーンを主要対象地域として実施した。以下、そ

れらについての調査団の構成・日程等を示す。

1－4－1第一次調査団の構成と調査日程

1）調査団の構成

調査団長　　井　上　白　然　　AI）CA専務理事

調査団員　　立　石　一　雄　　　／′　技術顧問

J′　　　増　渕　克　巳　　　／／業務部長

2）調査日程（1994年10月11日～23日）

10月11日㈹　TG641成田11：00発　　BANGKOK15：30着

12日㈹　FAO地域事務所訪問、資料収集

佐々木正雄畜産専門家・樫尾正和林業専門家等打合せ

13日㈹　TG305BANGKOK15：00発　YANGON15：40着

BANGKOK泊

／／

YANGON泊

増尾二等書記官、秋谷三菱商事支店長出迎え、秋谷氏宅にて日程等打合せ

14日㈲　日本大使館表敬、田島大便・小田野公使・内田一等書記官・増尾二等書記官打合せ

JICA事務所表敬、吉田所長・井崎次長・ITC梶原リーダー打合せ

国家計画経済開発省対外経済局訪問、局長・次長等閑係老打合せ

農業省計画局訪問、局長・次長・各専門部署担当官打合せ

農業省潅漑局訪問、設計部長・ITC梶原リーダー・㈱三祐コンサルタンツ井上所

長等打合せ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　YANGON泊

15日出　現地調査　ホテル7時発、潅漑局　U Tun Tun Oo技師同行

YANGON－→Pya，SCI事務所－→South Nawin Dam　　　ゲストハウス

South Nawin Dam（施工中）視察、次長外関係技師打合せ　　ゲストハウス泊

16日（日）現地調査、ゲストノ、ウス8時発、潅漑局　U Tun Tun Oo技師同行
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North Nawin Dam　幹線水路視察、ダム管理事務所所長等打合せ

SCI事務所にて打合せ後、Pya市内市場視察

17日伯）UNDP訪問、田中専門家、捏専門家等関係技師打合せ

貿易省農産物取引公社訪問、関係責任者打合せ、秋谷所長同行

ミャンマー輸出入公社訪問

18日㈹　エネルギー省計画局訪問、関係責任者打合せ、秋谷所長同行

農業省港漑局訪問、資料収集並に実務担当者打合せ

ITC事務所訪問、梶原リーダー・新美専門家等打合せ

YANGON市内市場調査

19日㈹　（ミャンマー祝日）

野菜果樹研究開発センター訪問、関係者打合せ

World Food Day展示場見学

ITC現場訪問、所長・設計部長・研修員等打合せ

Bago市内市場調査

20日（対　農業省訪問、計画局長主催により各局担当者と合同会議

潅漑局にて資料収集整理

市内市場視察

YANGON泊

YANGON泊

YANGON泊

YANGON泊

YANGONyE［3

21日（朝　中央銀行訪問、通貨交換レート等確認

日本人使館訪問、小田野公使・高田一等告記官・増尾二等書記官等に報告

農業省潅漑局、農業公社訪問、資料収集整理　　　　　　　　　　　YANGON泊

22日出　ミャンマー出発

TG306YANGON発16：40　BANGKOK着18：20JL718BANGKOK発22：25

23日凹　成田着6：15

ト4－2　第二次調査団の構成と調査日程

1）調査団の構成

調査団長　　岡　部　三　郎　　ADCA会長

調査団員　　井　上　自　然　　　　′′　専務理事

′／　　立　石　一　雄　　　　′／技術顧問

2）調査日程（1995年1月8口～15日）

1月8日（日）JL717成田10：55発　　BANGKOK15：45着、UB222BANGKOK発18：35、

YANGON着19：15
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増尾二等書記官、ITC梶原リーダー空港出迎え、日程等打合せ　　YANGON泊

9日的）現地調査、ホテル9：00発、増尾二等書記官・濯漑局T．HTUN技師、W．WINN技

師同行

NGA MOE YEIK DAM視察、所長・次長等説明・打合せ

ITC（BAGO）視察、梶原リーダー、所長説明、場内各セクション打合せ

潅漑局設計部長に一次調査要約を説明、コメントを求める。

BAGO市内見学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　YANGON泊

10日㈹　現地調査、641J、YANGON発6：45　BAGAN着7：30、増尾二等書記官等同

行

DRY ZONE EXPERIMENT FARM視察　地区本部次長・所長等説明

現地遺跡等見学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　BAGAN泊

11日㈹　現地調査BAGAN岨→Mt．POPA－→MANDALAY　　　　　ホテル8時発

CHAUNT MA ZONE PROJECT視察、所長等説明打合せ

KYAUKTALONE DAN及びKA DET KONE VILLAGE視察

KINDA DAM PROJECT及びMAIN CANAL視察

SHWE TAUNG RESEARCH FARM視察 MANDALAY泊

12日（村　現地調査、MANDALAY－→PYIN Oo LWIN－→MANDALAY

ホテル8時発

農業省潅漑局MANDALAY地区本部表敬、本部長・次長外関係官と打合せ

PYIN Oo LWIN SERICULTURE PROJECT視察、所長・工場長等説明打合せ

PYIN Oo LWIN BOTANICAL GARDEN視察、次長等説明打合せ

MANDALAY市内見学　　　　　　　　　　　　　　　　　　MANDALAY泊

13日㈲　650M MANDALAY発8：05　YANGON着9：50

NAWARAT HOTELにて、潅漑局長・田島大使・小田野公使・内田一等書記官

・高橋一等書記官・増尾二等書記官・内田JICA所長・井崎同次長・梶原ITCリー

ダー・SCI井上所長・賛助会員各社在緬支店長等と調査団による会長招宴並に合

同会議、ミャンマー側のコメント無し。

帰国準備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　YANGON泊

14日出　午前中市内見学

TG306YANGON発16：30　BANGKOK着18：10　NH916BANGKOK発22：25

15日（日）成田着6：00

－5－



第2章　ミャンマー連邦の一般概況

2－1自然条件

2－ト1地勢・地形

ミャンマー（ビルマ）ほ、面積67万8，033kdで日本の約1．8倍の広さを有する。インドシナ半島の西

部に位置し、南北に細長い国で、北緯10度から28度、東経93度から110度に達している。南北は約

2，000血、東西は約900加である。東側は中国、ラオス及びタイ国に、西側はインド、バングラデシュ、

北側は中国に接している。南西ほベンガル湾とアンダマン湾に面し、海岸線の全長は、約2，000kmに達

する。

中部以北は幅広く、地形を大別すると西部山地、中央低地、東部高原（シャン高原）の性質の異な

る三つの地帯構造に明瞭に区分される。

（1）西部山地

西のインド・バングラデシュとの境界には、アルプス＝ヒマラヤ造山帯の一部をなすパトカイ山脈

・アラカン山脈などの第三紀槽曲山地が南北に連なり、高度は2，000m以上であるが北に向かうにつ

れて増し、北端部のチベット高原南縁にそびえるカカボラシ山（5，881m）ほ東南アジア最高峰となっ

ている。西部山地は南端のネグレイス岬でインド洋に没している。

なお、アラカン山脈西斜面のベルガル湾沿岸一帯は、大量の降雨によるカラダン川その他の河川が

流入し、マングローブに覆われたラムリー島・チユズバ島など多くの島と細長い入り江の発達する低

湿な海岸デルタ地帯が形成されている。

（2）中央低地

ミャンマーの中央部はエーヤワディー川（旧イラワジ川一全長2，150加）と大支流チンドゥィソ川

（同880血）およびシッタウン川（同5601皿）の流域からなるビルマ中央低地が広がり、最北部のカチ

ソ州を除いてミャンマーの中心民族ビルマ族の居住する地域となっている。中央低地には火山性のバ

ゴー（旧ペグー）山地など南北方向に連なる一群の丘陵性山地も見られるが、全体としては西部山地

と東部高原地帯に挟まれた大構造平原地をなし、標高200m以下の低地が大半を占めている。

大別すると中流域のマンダレー盆地と下流域のェーヤワディーデルタに2分されるが、マンダレー

からマグェに至る中流域はパガン王朝以来のビルマ族の生活の中心舞台として知られ、古くからかん

がい農業が発達している。これに対しミャソアウン以南の河口デルタ地帯はかつては森林に覆われた

低湿地であったが、19世紀後半のイギリスの植民以降開発が進み、今日では米生産の3分の2を産す

る一大穀倉地帯に変貌している。デルタ地帯は9本の分流が網状に交錯して海進を続けており、アン

一6－



ダマン海に面するデルタの6分の1は高潮時は浸水し、マングローブ林に覆われている。

一方、エーヤワディー川は大半が低地帯を貫流するため河川交通も盛んで、河口から約1，600血の

バモー（マンダレー上流約383l皿）まで定期船が就航し、チソドゥィソ川も増水期には合流点から600

km上流のホマリンまで航行可能である。なお、シッタウン川はかつてのエーヤワディー川の旧河道で

あるが、河口のマルタバン湾がラッパ状に開いて上げ潮が湖上するため航行を妨げている。

（3）東部高原地帯

ミャンマーの東部は中国のユンコイ（雲貴）高原の続きである中生代以前の古期造山帯からなる

シャン高原と、その延長をなすマレー山地が南部に突出している。東縁はラオス国境をなすメコン川、

西縁は長い断層崖によって中央低地と区分されるシャン高原は、標高1，500から2，000mの大高原地帯

を形成している。しかし、高原面はタンルイン（旧サルウイン）川やェーヤワディー・メコン川の支

流によって深い縦谷が刻まれて交通を遮断し、古くからシャン族やカヤ族・カイン（旧カレン）族・

モン族などの少数民族が独自の生活を営んできた。

シャン高原の中央部を南北に縦断するタンルイン川は、遠くチベットに発する東南アジアの大河の

一つで、全長は2，410kmとェーヤワディー川をしのいでいる。しかし、流路のほとんどが険しい山岳地

帯のため急流が多く、水運は河口のモウラミャイン（旧モールメイン）の沖横平野（全長110kⅢ）のみ

利用されている。

ミャンマー南端部に細長く延びるタニンタイ（旧テナセリム）地方は、東のタイ国境に沿って教条

の並行する断層によって区切られた山地と河谷が南北に連なるマレー半島基部を形成している。アン

ダマン海に沿う海岸線はタニソタイ山地が海没した典型的な沈降海岸をなし、沖合にほ3列に連なる

約800もの島からなるメルギー諸島が散在している。

そのため、平地には乏しいが、前述のアラカン海岸同様の多雨地帯のため森林に覆われ、中央部に

はタニソタイ川などが運ぶ土砂で埋められた海岸デルタの形成も見られる。（世界とその国々：㈲国

土地理協会　第15節ミャンマーによる）
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シトウェ　　　　　　　マンダレー

（アラカン海岸）　　　（中央底地）

年平均気温　25．9℃　　年平均気温　27．1℃

Vm　　年降水量　4．778皿　　年降水量　　778m
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表2－1気温と降水量

2－ト2　気象・水文

ミャンマーは北回帰線を挟んで北緯10～28度にまたがる南北に細長い国土と3地帯に分かれる地形

の多様性もあって、気候の地域差は極めて大きい。しかし、全体としては熱指モンスーン気候の支配

下に置かれ、1年は5～10月の南西モンスーンの吹く雨季と、北東モンスーンの吹く11～2月の涼し

い乾季および3～4月の酷暑の乾季に3分される。しかし、気温の年較差は海岸低地でほ4～5℃と

小さいが、内陸部のマンダレーでは11～12℃と大きく、最北端のカチン州では冬季には降雪も見られ

る。

図2－1ビルマの降水圭（L．D．Stamp，1959）　　　図2－2　ビルマの月平均気温（L．D．Stamp．1959）
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表2－2　各気候帯の代表都市の年最高・最低気温

（Knappen，Tippetts，Abbett，MeCarthy，1953）

都　　　　 市 気　 候　 帯 最 高 気 温 最 低 気 温 較　　 差

ミ　　 チ　　 ナ　　 ー シ　 ャ　 ン　 州 3 3 ．3 ℃ 10 ．0 ℃ 23 ．3 ℃

メ　　 イ　　 ミ　　 ョ 乾　 燥　 地　 帯 2 8 ．9 3 ．9 2 5 ．0

マ　 ン　 ダ　 レ　 ー ア　 ラ　 カ　 ソ 海 岸 3 8 ．9 1 5 ．0 2 3 ．9

ア　 キ　 ャ　 ブ テ ナ セ リ ム 海 岸 3 3 ．3 1 5 ．0 1 8 ．3

タ　　　 ポ　　　 イ 北　 部　 ビ　 ル　 マ 3 6 ．2 1 1 ．6 2 4 ．6

ラ　 ン　 グ　 ー　 ン 三　　 角　　 州 3 6 ．7 1 7 ．8 1 8 ．9

バ　 セ　 イ　　 ン 三　　 角　　 州 3 0 ．0 2 2 ．6 7 ．4

一方、降水量の95％強はインド洋からの南西モンスーンに依存するため、上図のようにモンスーン

の風上斜面に当たる海岸地帯と、風下にあたる内陸部の年降水量の差は極端に大きい。ちなみにアラ

カン海岸やタニソタイ海岸の年降水量は5，000mm以上にも達する世界長多雨地の一つであるが、ミャ

ンマー北部と南部の多雨地域の排水ほ河川網による。最長の河川は東部のサルウイン川で、チソド

ゥィン川を支流にもつイラワジ川が最も有名である。その他にシックン川、ペグー川とどリソ川が重

要である。また、アラカン山脈の西側斜面にはじまり、ベンガル湾に注ぐ小河川が存在する。

m
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1
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9
8
7
6
5
4
　
3
2
1

1　2　　3　　4　　5　　6　　7　　8　　9　10　1112月

図2－3　　イラワジ）llの水位と集水域の降水量（E．H．G．Dobby，1g58）
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2－ト3　地質、土壌

ア
ラ
カ
ソ
山
脈

国2－4　ビルマの地質概略図（L．D．Stamp，1959）

後インドでは山脈と高地が幅検し、西側ほど新期の地質要素が配列する憤向が認められる。酉から

東へ、以下のように3構造帯が分布する。

第1帯：鮮新世に槽曲した狭い構造帯で、有名なシワリク層を含む。

第2帯：主に中生代のフリッシュ相から構成される。

第3帯：軽く槽曲した新第三紀中期の構造帯で、新期の火成活動を伴う。

以上の原地性の前陸に対して、古生代の石灰岩やトリアス紀の地層からなる摺曲帯が、北西方向か

ら押しかぶさる。強く碍曲したトリアス紀の珪岩～粘板岩層が、ラオスの北部やベトナムでは弧状に

配列し、タイ国北部やシャン高地北部では幾分変成の程度は低くなるが、確実に追跡できる。また、

この地層は中生代の陸成層におおわれることもあるが、マレー半島では錫を胚胎する花崗岩に質入さ

れている。
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アラカン山脈はその東縁を断裂で限られ、ビルマ中央部の大地溝に接する。大地溝には第三紀から

第四紀にかけ、数回にわたって厚い地層が堆模した。南部では海成層が、北部では陸成層が優勢であ

る。平坦な丘陵が連続する大地清の中央を流下するチソドゥィソ川は、マンダレー南西のミソジャン

付近で、北部高地から流下して急に方向を転換するイラワジ川に合流する。

扇

図2－5　第三紀盆地の地質断面図（F．Machatschek，1955）

イラワジ川とシッタン川の分水界をなすペグ一山脈は、第三紀の岩層で構成される。その北端に位

置する独立蜂ポパ山（高度1，500メ一日レ）は、鮮新世の安山岩質火山で、巨大な噴火口をもつ。同時

代の火山はチソドゥィン川の下流地域にも分布するが、ナルコンダム火山島やバーレン島も同じ火山

帯に属するものと思われる。

チンドゥィン川・イラワジ川低地の東に、新期の断層階をへだてて、シャン高地が波状に広がって

いる。平均高度は約1，000メートルで、最高2，400から2，600メートルの残丘列が見られる。後インドの

脊梁の一部をなすシャン高地は、断裂で東西の二列に大別される。

東列は高度1，200から1，400メートルで、摺曲した先デボン紀の岩層から構成される。西列は500か

ら800メートルの高度で、デポン、石灰、ペルム紀の石灰岩を主とする。その他に、片麻岩、トリアス

・ジュラ紀の赤色砂岩、石灰岩の風化したテラロッサなどが分布する。

シャン高地の隆起の最終時階と、それに伴う断裂の形成は新期の地質時代に相当する。高度1，200

から1，800メートルの石灰岩台地に源をもつサルウイン山は、断裂に沿って深く侵食し、高度1，000

メートル前後の岩石段丘を随伴する。北緯20度でいったん西へ屈曲するが、またもとの方向にもどり、

テナセリムに連なる高度2，000メートル前後の山脈を横断する。地質構造から見ると、サルウイン川

の東側はメナム流域に所属する。（ビルマ：東南アジア研究叢書による）
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2－2　社会・経済条件

2－2－1歴史・人口・民族及び文化

（1）歴史

＊＊独立までの歴史＊＊

①　パガン王朝（第1次ミャンマー王朝）

パガン王朝以前のミャンマーは、チベット方面から移動してきたビルマ族の他、モン族等諸部

族の割拠時代であったが、1044年アノーヤクー王が中部ミャンマーを征服してパガン王朝を創建

し、ビルマ族による最初の国内統一と近隣制覇が成し遂げられるに至った。しかしパガン王朝は

1287年クビライ・カンの蒙古軍の侵略により崩壊した。

②　タウングー王朝（第2次ミャンマー王朝）

パガン王朝滅亡後250年間に亘って、シャン、ビルマ、モソ各族の小国対立が続いたが、1531年

ダビンシュェティ王がタウングー王朝を樹立した。タウングー王朝は、アユタヤ、チェンマイ、

ビエンチャンまで配下に置いたが、1752年にモン族によって亡ぼされた。

③　コンパウソ王朝（第3次ミャンマー王朝）

タウングー王朝滅亡後一時モン族の勢力が伸長したが、1752年上ミャンマーのシュエボ村長か

ら立ち上ったアラウンパヤー王が直ちに覇権を奪還、コンパウン王朝をうち建てた。アラウンパ

ヤー王の子ボードウパヤー羊の時代にビルマはその歴史上最大の版図を占めたが、やがてインド

の英勢力と衝突する結果を招き、第1次（1824－26年）、第2次（1852年）、第3次（1885年）の

英緬戦争が勃発した。武力の劣勢からこれらに敗れたミャンマーは次第に領土が縮小し、1886年
′

全領土を英領インドに編入され英国の植民地となった。

④　独立運動

20世紀に入ってからは日露戦争の影響によりミャンマーにおいても民族主義運動が生まれるに

至った。特に1930年代に入って結成された「ド・バマー・アシーアヨソ」は次第に反英・反植民

地主義を鮮明にし、やがてこの団体の指導者アウソ・サン等は独立運動の中核をなすようになっ

た。太平洋戦争勃発直前の1941年日本はミャンマー独立を支援するため「商機関」を結成し、ア

ウソ・サンを始めとするミャンマー人「30人の志士」に対し軍事訓練を行い、1941年12月28日同

機関はビルマ独立義勇軍を結成し、更に1942年7月1943年8月ミャンマーは同機関の援助の下、

独立宣言を行った。しかし日本軍占領下での独立にかねてから不満をもっていたアウソ．サン将

軍らは1944年8月「反ファシスト人民自由連盟（AFPFL）」を組織して1945年3月27日抗日蜂起

を指導し、日本軍撤退後は英国との独立交渉にあたるが1947年7月に暗殺された。その後ミャン

マーは1948年1月4日に英連邦外として独立を達成した。
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（2）人口

ミャンマーの人口は、1993年の推定で4，313万人である。これは前年より80万人の増加で、年間人口

増加率は1．88％となっている。年齢別の比率は、10年前と比べると次の通りである。

1983年　　　　　1993年

14才未満　　　　39．18％　　　　34．78％

15～59才　　　　　54．74　　　　　　58．59

60才以上　　　　　6．08 6．63

世銀の1994世界開発報告は、人口の年平均増加率を1982－92年　2．1％、1992－2000年　2．1％とし

ている。最新の人口調査は1983年のものであり、ミャンマーの実際の人口は6，000万人に近いという

説もある。

上記のうち約80％が農村人口である。

主要都市の人口ほ、1983年のセンサスによれば以下の通りである。

ヤンゴン 264万人（94年推定420万人）

マンダレー　　　　　　53万人

パティン　　　　　　　32万人

モウラミャイン　　　　22万人
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1993年度の推定人口4，313万人のうち、就業人口は1，681万人となっている。その部門別内訳は次の

通りで、農業部門の比率は65％に達している（国家計画経済開発省資料）。

遜巴

農業

畜水産業

林業

鉱業

製造業

電力

建設業

人口（千人）　　　　比率（％）

10，972

390

189

87

1，250

17

292

運輸通信サービス　　　　　420

社会サービス　　　　　　　531

政府等サービス　　　　　　733

65．2

2．3

1．1

0．5

7．4

0．1

1．7

2．5

3．2

4．4

8．6

－エ9

100．0

（3）民族及び文化

ミャンマーには67の民族、10O以上の言語又は方言があると言われる（Insight GuidesMyanmar）。

主要民族の人口割合は以下の通りである（1983年センサスによる）。

ビルマ族　　　　　68．96％

シャン族　　　　　　8．47％

カイン族　　　　　　6．22％

ラカイン族　　　　　4．50％

キン族　　　　　　　2．42％

チソ族　　　　　　　2．19％

カチン族　　　　　1．36％

カヤ一族　　　　　　0．41％

－14－
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その他　　　　　　　　　＿4塑
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人口の3分の2を占めるビルマ族は、9世紀から10世紀にかけて中国の雲南省から南下し、イラワ

ジ川流域に住みついたと考えられている。上座部仏教の信仰が厚く、男子は一生に一度は出家する

（期間は数日間から数カ月間で随意）ことが社会的習慣となっている。仏教は、シャン族、カイン族、

モン族等においても主要な宗教であり、国全体としてほ、1983年のセンサスによれば、人口の89．4％

が仏教徒である。ミャンマーは早くからインド文化の影響を強く受けており、数多くの仏教遺跡をパ

ガン始め各地に見ることができる。

教育制度について見ると、小学校5年間、中学校3年間、高等学校2年、大学2ないし7年で、義

務教育はないが、小中学校教育は無料である。高等教育のためには、ヤンゴン大学、マンダレ一大学、

その他短大、専門学校を含め国立42校が設置されている。1991年の統計では、小学校就学率は102％、

中学校就学率は20％となっている。識字率は81％と高いが、これは僧院による寺小屋式教育の伝統を

背景に教育が重視されてきたことの現れと考えられる。公用語はミャンマー語であるが、英語も小学

校1年から必須科目として教えている。

2－2－2　政治・行政組織

（1）政治

（D1947年の新憲法に基づき1948年1月独立後ウ・ヌ首相率いる「反ファシスト人民自由連盟（A－

FPFL）」が多数党として政権を担当していたが、1958年同連盟は内紛により分裂し政情が不安定

となった。このためり・ヌ首相は国軍に事態の収拾を依軒し、同年10月ネ・ウィン最高司令官を

首班とする選挙管理内閣を樹立した。1960年の総選挙でり・ヌ派が大勝したが、ウ・ヌ首相は少

数民族による自治権拡大要求、仏教国教化等の諸問題について優柔不断な態度を取ったため国内

混乱が増大した。そのためネ・ウィン司令官率いる国軍は事態がこのまま推移すれば連邦分裂の

危機があるとして、1962年3月クーデターにより政権を掌握し、直ちに革命評議会を設置した。

②　クーデター後、「ビルマ社会主義計画党（BSPP）」を設立し同党の一党支配の下、社会主義経済

政策を進めた。ネ・ウィン司令官は、BSPPの議長に就くと共に1974年に行われた民政移管後は

大統領にも就任し、絶対的な指導権を掌握し続けた。

③1962年以来政権の座にあったネ・ウィン政権の社会主義経済政策は、80年代後半になって行き

詰まり状態となり、その退陣を求める全国的な民主化要求運動が激化し、治安は極度に悪化した。

このため、ついに88年9月、国軍がクーデターを起こして全権を掌握し、国政の最高機関として

国軍最高幹部によって構成される国家法律秩序回復評議会（State Law and Order Restoration

Council－SLORC）を設立した。

SLORCほ、公約通り90年5月に複数政党制による総選挙を実施したが、前年7月から自宅軟

禁措置を受けていたアウン・サン・スー・チー女史等の率いる国民民主連盟が圧勝した。しかし、
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SLORC側でほ同党に対する政権委譲は新憲法の制定後でなけれは行えないとした。そして、国

民会議を開催して新憲法の基本原則を協議するとの考えを明かにしたが、このための具体的な動

きは見せなかった。

その後、92年4月に、国際的孤立への恐怖を背景としてSLORC議長が交替し、一連の柔軟な政

策が取られるようになった。同年10月には国民会議が新憲法について協議するに際しての基本原

則6項目を発表、93年1月以降政党、国民議員、少数民族、農民、労働者等8つのグループの代

表が出席して国民会議が開催されてきている。94年4月までに新憲法の15章のうち第1章の国家

の基本原則はじめ4章についてガイドラインを採択しているが、新憲法がいつ制定されるかにつ

いては見通しが立っていない。

アウン・サン・スー・チー女史の長期間の自宅軟禁問題については、94年9月以降3回にわた

りSLORC指導部との対話が実現し、その解決について期待が持たれ始めている。

一方、ミャンマーにおいては少数民族のビルマ族に対する反感が根強く、多くの反政府組織が

存在しているが、これらとの和平交渉については、93年10月のカチソ独立機構の帰順を契機とし

て進捗を見せている。しかし、なお、強力なカレン民族同盟やモソ族との交渉など懸案事項が残

されている状況である。

（2）行政組織

①　立法機関

1988年9月の国軍によるクーデターまでは、一院制の人民議会が存在していたが、以後は国家

法律秩序回復評議会が立法権を行使している。なお、新憲法の基本原則を協議している国民会議

において、新しい立法機関は二院制とすることが決定されている。
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（勤　行政機関

中央政府の組織は下記の通りとなっている。

国家法律秩序回復評議会

（SLORC）

内閣

検察庁

最高裁判所

会計検査院

首相府
国防省

外務省

国家計画・経済開発省
財務・歳入省

貿易省

農業省

林業省

畜水産省

エネルギー省

鉱山省

第一工業省

第二工業省
運輸省

鉄道運輸省

通信・郵便・電信省

情報省

文化省

建設省

協同組合省

内務省

宗教省

教育省

保健省

労働省

社会福祉・救援復興省

ホテル観光省

国境地域・少数民族開発省

地方行政区画は、ビルマ本州の7管区（Division）及び少数民族が多数居住する7州（State）に

大別される。各管区又は州ほ、県（District）、郡（Township）、区（Word）、村（village tract）

に細分されている。これら各地方行政区画には、行政機関として法律秩序回復評議会（Lawand

Order Restoration Council）が設置されている。

7管区：ェーヤーワディ（イラワディ）

マグウェー
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7州

マンダレー

バゴー（ペグー）

ヤンゴン（ラングーン）

サガイン

タニンクリ（テナセリム）

ラカイン（アラカン）

チこ／

カチン

カイン（カレン）

カヤー

モンr

シャン

2－2－3　産業経済

（1）産業

①　農業

農業は、93年度の場合、国内総生産の53．8％を占め、労働人口の65．2％を雇用する最重要産業

である。農業については別途詳述する。

②　林業

ミャンマーの森林面積は32万平方キロで国土の48％を占めており、チーク材を始め森林資源は

豊富である。チーク材の生産量は90年度44万1千立方トンと全世界の75％を占めていたが、その

後漸減し、93年度には推定28万4千立方トンとなっている。代わりにチーク以外の硬木の生産量

が近年急増している（93年度推定159万8千立方トン）。木材は農産物と並んで最大の輸出品であ

るが、森林資源保護と木材加工業育成のため、原木輸出漸減措置が95年度から実施される見通し

である。

③　水産業

ミャンマーの93年度の推定漁獲高は83万7千トンで、うち淡水漁業によるものが21万2千トン、

海面漁業によるものが62万5千トンとなっている。後者は数年来同レベルに止まっているが、こ

れは漁船等の設備の老朽化や外貨逼迫に伴う燃料不足のためとされている。一方、決水漁業はえ

び等の養殖によって大きく伸びている。
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④　鉱業

主要鉱産物の93年度推定生産量及びその対90年度比は下記の通りである。

原油

天然ガス

錫

金

銀

亜鉛

鋼

ひすい

宝石

石炭

730万バレル

387億立方フィート

275トン

3万2千トロイオンス　　　3879

10万8千オンス　　　　　　164

4千トン　　　　　　　　　　104

3万トン　　　　　　　　　　100

16万4千キロ　　　　　　　　　68

214万カラット　　　　　　　　180

12万8千ロングトン　　　　　414

石油及び天然ガスの生産ほ85年当時に較べるとまだ80％程度にしか回復していないが、フラン

スのトタール社及びミャンマー石油ガス公社が共同開発しているマルタバン湾のガス田の埋蔵量

は当初予想の3倍もあることが判明した。この天然ガスはパイプラインを建設して98年以降タイ

に売り渡すこととなっており、関係の協定が94年9月に締結された。

宝石については国の専売制がとられているが、政府では92年から宝石見本市の回数を年2回に

増やして外貨収入の増加を目指している。宝石を含む鉱物資源の探査及び採掘に関しては94年9

月に新しい法律が制定され、すべて鉱業省の許可を要することとなった。

⑤　製造業

ミャンマーのGDPに占める製造業のシェアーは93年度で6．5％と小さい。その主体は軽工業で

精米工場等食品加工業が多い。

1993年度の統計（暫定）によれば、同国には4万2，607（前年度比8．5％増）の工場があり、う

ち1，772（4．2％）が国営である。これらのうち従業員10人以下のものが92％を占めており、従業

員100名以上のものは国営429を含めて472に過ぎない。なお、国営企業については、95年末までに

その80％から90％を民営化する方針と伝えられている。

93年末までに外国投資法に基づいて24企業が許可されたが、その製造品目の主なものはたばこ、

餌料、建築資材、衣料品、木材、合板、電化製品、宝石などである。

⑥　発電

ミャンマーにおける電力供給は極めて不十分な状態が続いてきたが、天然ガスの生産増や新規
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水力発電所の稼働によって多少は改善されてきており、93年度の総発電量は85年度対比で144％

（3061百万KWH）となっている。総発電量のうち水力によるものが50％、ガスによるものが47％

となっている。しかしながら、地方では未電化地域がほとんどであり、電化区域でも停電が常態

化している。

⑦　建設

ミャンマーにおいては、近年インフラ整備のための公共事業に予算が重点的に配分されており、

建設投資額は急速に増加している。93年度の総額159億5千万チャットは、対90年度比176％と

なっている。その約80％が政府投資であるが、その中で最も大きいのは工場、学校、病院、住宅

等の建設（65％）であり、次いで道路（15％）、潅漑堤防（7％）、鉄道・空港・港湾（5％）と

なっている。民間投資の中では、シンガポール、タイ、マレーシア等の外国資本によるホテル建

設が目立っている。

（2）経済

①　経済政策

ミャンマーの経済は変革の最中にあり、その経済政策及び優先順位は急速に変わりつつある。

1962年から1988年の閉経済を支配していた中央統制制度は、いわゆる門戸開放政策に置き換えら

れつつある。

ミャンマーの中央統制経済の変革の第一歩は、1987年9月の米及び他の8つの主要農産品（小

麦、とうもろこし、豆類、綿花、ジュート、砂糖きび、ゴム及びたばこ）の購入と国内取引の自

由化であった。これにより、農民は自分の選んだ種類と量の農作物を栽培し、これらを誰にでも

（公的機関を含む。）市場価格で売渡すことができるようになり、業者もまた、これらについて一

部の例外を除き自由に取引することができるようになった。

1988年7月の臨時党大会において認められた経済政策の抜本的変更の実施は8月及び9月の政

治的混乱のために見送られたが、9月に国家法律秩序回復評議会（SLORC）が政権の座について

からは、一連の法律の制定や改正が行われ、改革の基礎が形づくられた。

その最初の重要な立法措置は、同年11月の外国投資法の制定であった。これにより非常に広い

範囲の活動を外国投資の対象とすることができるようになった。国営化に対する保証、利益金及

び営業停止の場合の残余資金の送金についての規定が設けられ、また、利益金に対する比較的低

い一定の税率（30％）、各種の免税措置、減価償却の促進、損失金の繰越制度などの優遇措置がと

られることとなった。更に土地については、投資の性質及び必要に応じて10年から30年の長期

リースが認められている。

その後、外国貿易を促進するため1989年1月に関税法が改正され、同年3月には国営企業法が

制定された。後者は国営企業の独占を廃止するもので、国営企業でなければ活動できない分野は
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チーク材関係、石油及び天然ガス関係、宝石関係、郵便通信サービス、航空及び鉄道、発電等12

の分野に限っており、またこれら分野ににおいても、国の利益となる場合には民間企業との合弁

を認めている。

これらの措置とともに、それまで正式にほ取引を禁じていた国境貿易を許可し、タイ、中国及

びバングラデシュとの間に正規の国境貿易ルートを開設した。国境貿易は活況を呈し、年間2億

ドル以上規模と伝えられている。

経済運営の抜本的改革とともに、1989年3月の国家予算法によって政府の予算制度も改正され

た。

その後の経済関連の法律制度の整備状況は次の通りである。

1989年9月　投資商業銀行を設立

1990年3月　商業税法を公布

6月　観光法を公布

7月　中央銀行法、金融機関法、農業地方開発銀行法を改正

11月　民間企業法を公布

1991年10月　家内工業振興法を公布

1992年3月　関税率法を公布

6月　預金銀行法を制定

9月　国境地域少数民族開発省、ホテル観光省を新設

12月　協同組合法を公布

1993年2月　外貨証券を発行、計画財務省を国家計画経済開発省と財務歳入省に再編

4月　開発委員会法を公布

7月　保険法を公布

10月　新ホテル観光法を公布

12月　中期国債を発行

1994年3月　ミャンマー市民投資法を公布

②　生産

ミャンマーにおける国内総生産の推移は次表の通りであり、93年度の場合、その54％を農業が

占めている。
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198 8／ 8 9 198 9／ 9 0 19 90／ 9 1 199 1／ 92 199 2／ 9 3 1993／ 94

名　 目 G D P （百 万チ ャッ ト） 76 ，24 3 12 4，66 6 15 1，9 41 186 ，8 02 2 47 ，9 17 33 9，084

名　 目 O D P ／ 人 （チ ャッ り 1，94 0 3，1 14 3 ，72 5 4 ，4 96 5 ，85 6 7，8 62

実　 質　 経　 済　 成　 長　 率　 （％） ▲ 1 1．4 3．7 2 ．8 ▲ 0．7 9 ．3 6．0

表2－3　93年度部門別GDP構成比（％）

農 業 畜 水 林 業 鉱 業 製 造 電 力 建 設 運 輸 通 信 金 融 政 府 小売 貿 易

53 ．8 7 ．9 1 ．3 0 ．5 6 ．5 0 ．1 1 ．5 1 ．4 0 ．3 0 ．1 2 ．4 2 ．0 2 2 ．2

主要産品は米、チーク材等の一次産品であるが、その生産量は次の通り推移しており、93年度

の米の生産は前年比17．5％増となっている。

表2－4　主要産晶生産圭

8 7／ 8 8 88／ 89 8 9／ 9 0 90／ 9 1 9 1／ 9 2 9 2／ 93 93／ 94

米　　　 （籾 ベ ー ス 、千 トン） 13 ，63 6 13 ，164 13 ，80 3 13 ，96 9 13 ，20 1 14 ，83 7 17 ，4 37

チ　 ー ク （キ ュー ビ ック ・ トン） 3 19 2 9 1 39 1 44 0 36 2 34 1 2 84

原　　 油 （百 万 バ レル） 6 ．2 4 ．8 5 ．5 5 ．3 5 ．5 5 ．4 7 ．3

天 然 ガ ス （百 万 キ ュー ビ ック ・フ ィー ト） 4 1 ，9 14 3 9 ，0 85 39 ，7 15 33 ，6 45 3 1 ，78 2 2 8 ，30 3 38 ，7 35

上の真に見られるように、実質経済成長率は、現行経済4簡年計画の初年度である92年度には

主として農業生産の拡大により9．3％と大きな伸びを示し、93年度も6％の伸びとなった。なお、

94年度については6．4％の成長を目標としている。

しかしながら、「エコノミスト」等によれば、これらの指標は、市場価格から遊離した公的消費

者物価指数に基づくデフレータを用いているため、実態を現しておらず、93年度の実質成長率は

1．2％に過ぎないという。そして、88年度以来の成長率は年平均1．4％で、年2％の人口増加率を

考慮すると1人当たりのGDPは6年前よりも低い状況にある。93年度の1人当たりGDPほ7，588

チャットで、これは公定為替換算率によれば約1，240ドルに相当するが、後述の実勢レートから

すると63ドルに過ぎない。

このような状況の背後には、インフラの未整備という問題がある。特に電力及び運輸面におけ
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る障害は発展のための足かせとなっている。例えば、道路に関して言えば、最重要幹線と言うべ

きヤンゴン・マンダレ一間の720kⅢは、未だにほとんどがでこぼこの一車線である。インフラの

整備に関しては、軍政に伴うODAの停止が大きな影響を及ぼしている。

③　物価

次表に見られるように、消費者物価ほ87年以降毎年20％以上上昇していて、特に93年度の上昇

率は33．6％に達している。

87／ 88 88／ 89 89／ 9 0 9 0／ 9 1 9 1／ 9 2 9 2／ 93 9 3／ 94

消　 費　 者　 物　 価　 上　 昇　 率 24 ．8 22 ．5 2 3 ．7 2 1 ．9 2 9 ．1 2 2 ．3 33 ．6

通　 貨　 供　 給　 量 （M l ） 増　 加　 率 5 9 ．8 6 3 ．8 3 9 ．8 5 3 ．8 3 4 ．4 3 4 ．7 17 ．2

過去2年間のGDPの伸びは、主として農業生産特に米の生産の増大によるとされているが、都

市部においては依然として米その他の必需品の不足に悩まされており、米の価格も上昇している。

94年2月及び5月のヤンゴンの消費者物価は次の通りである。（エコノミストのカントリー・レ

ポート94年第3四半期による。）

単位　　　2月価格　　　　　5月価格

米（1級）

米（2級）

魚（スネイク・フィッシュ）

魚（なまず）

えび

食用油

鶏肉

ガソリン

ピー　　　　　　65

ピー　　　　　　37．8

ビス　　　　　140

ビス　　　　　163

ビス　　　　　168

ビス　　　　　140

ビス　　　　　290

ガロン　　　　200

（注）価格ほチャット、1ピーは約16kg、1ビスは約1．6kg

75

43．8

180

120

350

180

400

180

④　財政の状況と為替レート

国家財政についてみると、国内治安確保のための軍事費の増大及び公共事業費の増大という背

景もあって、慢性的に厳しい状況にあり、下の表に見られるように、93年度の中央政府の収支は

収入217億チャットに対して支出は339億チャットと122億チャット（36％）の赤字となっており、

－23－



さらに、国営企業も毎年多額の赤字を計上している（93年度の場合64億チャッり。

表2－5　財政収支（百万チャット）

1 9 8 8 ／ 8 9 19 8 9／ 9 0 1 9 9 0／ 9 1 1 9 9 1／ 9 2 1 9 9 2／ 9 3 19 9 3／ 9 4

中　 央　 政　 府 歳 入 6 ，8 6 0 1 1 ，2 5 0 1 4 ，8 3 7 1 5 ，9 7 7 2 0 ，2 7 6 2 1 ，7 3 9

歳 出 8 ，2 2 7 1 5 ，7 8 8 2 1 ，7 0 8 2 5 ，1 3 9 2 7 ，8 1 8 3 3 ，9 6 5

収 支 ▲ 1 ，3 6 7 ▲ 4 ，5 3 8 ▲ 6 ，87 1 ▲ 9 ，16 2 ▲ 7 ，02 3 ▲ 1 2 ，2 2 6

国　 営　 企　 業 歳 入 19 ，10 0 2 6 ，8 1 3 3 2 ，0 4 2 3 6 ，2 6 4 4 3 ，5 3 6 5 8 ，8 6 6

歳 出 2 3 ，9 9 8 2 9 ，9 7 8 3 6 ，3 6 1 3 9 ，9 7 6 4 8 ，6 1 2 6 5 ．2 9 3

収 支 ▲ 4 ，8 9 8 ▲ 3 ，16 5 ▲ 4 ，32 0 ▲ 3 ，7 1 2 ▲ 5 ，07 6 ▲ 6 ，42 8

（注）91年度以降の歳入・歳出の金融勘定分については差額のみ計上。

国内通貨であるチャットの公定為替換算率はここ数年間1ドル6チャット程度に保たれている

が、過去3回にわたり高額紙幣の廃止の措置がとられたこともあってその信用は下落しており、

実勢市場レートは94年末現在では1ドル120チャットと公定の20分の1程度となっている。外国

投資の促進と輸出産品の増産のためには為替レートの抜本的な調整が急務と考えられる。

⑤　外国投資

前述したような法規や制度並びに経済インフラの整備に伴い、民間部門の経済活動はかなり活

発化しており、外国投資も従前からの石油・ガス開発に加えて、ホテル建設投資等が急激に増加

しつつある。承認ずみの外国投資は、94年3月現在で91件10億5，600万ドルとなっているが、その

内訳は下記の通りで、国別にほタイがトップ、ついで米国、シ∵／ガポール、日本の順となってお

り、分野別では石油及び天然ガス、ホテル及び観光関係、鉱業関係が上位を占めている。なお、

政府言明によれば、94年6月現在では、外国投資の総額は12億3，000万ドルで、うちシンガポール

が5億ドルでトップとなっているとのことである。
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外国投資の状況（国家計画経済開発省統計資料、1994年3月16日現在）

国別

タイ

米国

シンガポール

日本

オランダ

オーストリア

韓国

香港

マレーニンア

その他7ヶ国

計

分野別

石油及び天然ガス

ホテル及び観光業

鉱業

製造業

水産業

農業

運送業

計

件数

18

10

16

5

1

1

8

13

3

16

91

件数

20

20

10

30

9

1

1

91

金額（百万ドル）

211．14

203．20

107．61

101．14

80．00

71．50

60．39

58．36

53．75

108．97

1，056．96

金額（百万ドル）

381．09

332．38

155．35

95．96

87．59

2．69

1．00

1，056．96

ミャンマー政府は、外資獲得の早道として観光産業の振興に注力しており、1996年をミャン

マー観光の年として60万人の観光客（93年の実績2万2千人）招致を目指している。これが上記

の外国投資額に如実に反映しているのであるが、一方の柱としている農林水産加工業に関しては

外国投資の規模は極めて見劣りするものとなっている。
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⑥　貿易収支

ミャンマーの貿易収支は、輸出産品の国際価格の下落もあって、下の蓑に見られるように恒常

的に赤字基調であり、外貨準備高は3億ドル程度と非常に低い水準にある。

表2－6　貿易収支（百万ドル）

1 9 8 8／ 8 9 1 9 8 9／ 9 0 1 9 9 0 ／ 9 1 1 9 9 1／ 9 2 1 9 9 2 ／ 9 3 1 9 9 3／ 9 4

輸　　　　　　　　　　　　 出 3 2 0 ．2 4 2 3 ．5 4 7 7 ．3 4 3 0 ．6 5 9 0 ．7 6 6 6 ．5

輸　　　　　　　　　　　　 入 5 4 4 ．5 5 4 2 ．6 9 6 9 ．6 8 4 2 ．3 1 ，0 1 0 ．2 1 ，18 1 ．7

貿　　　 易　　　 赤　　　 字 ▲ 2 2 4 ．3 ▲ 1 1 9 ．1 ▲ 4 9 2 ．3 ▲ 4 1 1 ．7 ▲ 4 1 9 ．5 ▲ 5 1 5 ．2

為　　 替　　 レ　　 ー　　 ト 6 ．3 6 0 5 6 ．6 2 7 3 6 ．2 1 5 4 6 ．2 7 4 9 6 ．0 7 7 4 6 ．1 0 8 4

外　　 貨　　 準　　 備　　 高 12 2 ．7 4 5 1 ．7 2 9 5 ．7 2 8 9 ．1 2 9 1 ．3 2 9 5 ．4

対　 外　 債　 務　 残　 高 4 ，4 1 4 4 ，1 7 1 4 ，6 7 3 4 ，8 5 3 5 ，3 2 6 n ．a ．

（注1）貿易収支の数値は国際収支表上の商品取引額。
（注2）外貨準備高は年度末（3月）の数字。但し93年度については9月。
（注3）対外債務残高は歴年ベース。

92年度の輸出入を品目別に見ると下表の通りであるが、輸出農産物のうちでは豆類が44万9千

トンで1億9，700万ドル（51％）、米が19万8千トンで4，100万ドル（19％）となっている。

表2－7　92年度輸出入品目別♯成（％）

輸 出 品 目 シ ェ ア （％ ） 輸 入 品 目 シ ェ ア （％ ）

農　 産　 物 35 ．5 資　 本　 材 3 2 ．6

林　 産　 物 30 ．7 中　 間　 材 2 1 ．0

水　 産　 物 7 ．1 消　 費　 材 16 ．8

鉱 物 ・貴 金 属 4 ．2 分 類　 不　 能 2 9 ．6

そ　 の　 他 2 2 ．5

また、貿易の相手国は93年度の場合、下記の通りである。
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表2－8　93年度主要貿易相手国（％）

順 位 輸 出 先 シ ェ ア （％ ） 順 位 輸 入 先 シ ェ ア （％ ）

1 （ 4） イ　　 ン　　 ド 16 ．8 1 （ 1） 日　　　　 本 28 ．6

2 （ 1） シ ン ガ ポ ー ル 16 ．5 2 （ 2） 中　　　　 国 17 ．6

3 （ 3 ） タ　　　　　 イ 16 ．4 3 （ 3） タ　　　　　 イ 13 ．0

4 （ 2 ） 中　　　　 国 9 ．3 4 （ 4） シ ン ガ ポ ー ル 10 ．7

5 （ 5 ） 香　　　　 港 9 ．0 5 （ 6） マ　 レ ー　 シ　 ア 6 ．1

6 （ 8 ） パ キ ス タ　 ン 4 ．8 6 （ 5） E　 C　 諸　 国 4 ．6

7 （ 6 ） 日　　　　 本 4 ．1 7 （ 7） 北　 米　 諸　 国 4 ．5

そ　 の　 他 2 3 ．1 そ　 の　 他 14 ．9

（注）（）は92年度順位
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第3章　ミャンマー連邦の農業と農業政策

3－1農業の現況

（1）農業就業人口ほ10，972千人と全就業人口16，817千人の65．2％を占めている。また、FAOの年報

によると1991年の農村人口は19，706千人で1981年の18，080千人より約1，700千人増加している。し

かし、人口全体に占める農村人口の割合は、1981年の52．4％に対し、1991年は46．3％と約6％低下

している。

国内の純生産高の部門別割合は、1993／94年において、農業部門が38．3％、畜産及び漁業が7．2％、

林業が1．6％である。

輸出に占める割合は1993－94年においての農業分野は33．2％である。

単位：百万チャット

年 全 体 輸 出額 うち農 業 分 野 ％

19 89 － 90 2 ，8 3 4 43 2 15 ．2

90 － 9 1 2 ，95 3 94 2 3 1 ．9

9 1－ 92 2 ，92 6 1 ，0 11 34 ．6

92 －－93 3 ，59 0 1，29 9 36 ．2

93 － 94 4 ，07 1 1 ，35 0 33 ．2

出典：かんがい局資料

年

就 業 人 口 （千 人 ）

農 業 分 野 の割 合

全 体 農 業 分 野

19 8 9 － 9 0 15 ，22 1 10 ，0 79
66 ．2 ％

9 0 － 9 1 15 ，73 7 10 ，3 16 65 ．6

9 1 － 92 16 ，0 07 10 ，5 2 1 65 ．7

9 2 － 93 16 ，46 9 10 ，7 80 65 ．5

9 3 － 94 16 ，8 17 10 ，9 72 65 ．2

出典：かんがい局資料

（2）ミャンマーの農業は、王朝時代から米作を中心に発展してきた。米は作付面積の50％を占め、つ

いで、豆類、ゴマ、落花生の順となり、米ほ自給を達成し、外貸獲得手段として輸出を進めている。
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一方、油脂作物（落花生、ゴマ、ひまわり、パームオイル等）は国内栽培が不十分で、食用油は輸

入に依存している。

農業生産の形態は、小規模農家（一戸当平均耕作面積2．2ha）が家畜や手動機具を使用した伝統的

農業が主体となっている。また、条件の整っている地域では、二期作、二毛作及び混作が行なわれ

ている。

地域的には、マンダレーを中心としたドライゾーンの農業が最も古くから発達し、米にその他作

物を導入した集約的農業が一部営まわれている。イラワジ川・シックン川及びバゴー川下流のデル

タ地帯は、農業に適した沖横地を形成し、米作が盛んであり、シャン高原地帯は、冷涼地農業が取

り入れられている。

表3－2　主要作物の生産、消費、輸出入

（単位：t）

作　 物

19 9 1／ 9 2 1 9 g 2 ／ 9 3 1 9 9 3 ／ 9 4 （暫 定 値 ）

生 産 量 輸 出 t l鳥 人 1 国 内 消 費 t 生 産 量 輸 出 量 輸 入 暮 国 内 消 ♯ 1 生 産 t 輸 出 1 輸 入 t 国 内 消 費 t

米 1 3 ，2 0 1 ．4 2 0

＋

2 7 7 ，5 8 3

4 1 ，0 5 4

♯

3 2 ，6 0 9

1 2 ，9 2 3 ，8 3 7 1 4 ．8 3 7 ，3 4 2

＋

3 2 1 ，1 1 0

4 4 ，4 2 5

1 4 ，5 1 6 ，2 3 2 1 7 ，4 3 7 ，0 2 7

＋

4 2 7 ，1 5 4

5 4 ，0 8 1

1 7 ，0 0 9 ，8 7 3

小　 麦 1 4 3 ，3 1 5 1 7 5 ，9 2 4 1 3 8 ．5 4 2 1 3 8 ，5 4 2 1 5 5 ，3 8 2 1 5 5 ，3 8 2

と う も ろ こ し 19 l ．6 7 4 1 5 0 ，6 2 0 2 0 8 ，6 8 6 1 6 4 ．2 6 1 2 0 5 ．0 7 D 1 5 0 ．9 8 9

豆 7 2 0 ，4 9 2 2 0 3 ．5 g 9

5 4 ．1 8 5

8 ，3 5 5

5 1 6 ．9 0 3 8 8 8 ．4 9 9 5 1 9 ，0 7 4

4 7 ，9 1 8

×

1 7 ，8 4 3

3 6 9 ，4 2 5 9 9 1 ，0 8 9 7 6 5 ，0 7 1

5 3 ，3 2 3

×

1 7 ，4 5 1

2 2 6 ．0 1 8

落 花 生 3 7 8 ．3 5 1 3 7 8 ．3 5 1 4 3 2 ，6 4 5 4 3 2 ．8 4 5 4 4 7 ，8 9 4 4 4 7 ，8 9 4

ゴ　 マ 1 7 0 ，5 2 2 1 1 6 ，3 3 7 2 3 7 ．1 0 8 1 8 9 ，1 9 0 1 8 7 ，1 9 9 1 3 3 ．8 7 6

麻

ゴ ム

1 4 ，7 8 1

1 5 ，1 3 4

1 4 ．7 8 1

6 ，7 7 9

2 1 ，7 6 6

1 5 ，5 3 1

2 1 ，7 6 6 2 0 ，1 1 8

1 6 ，2 1 5

2 0 ．1 1 8

＊　国内消費には、消費のほかに損失丘と他の使用を含む。

＋　水稲を示す

♯　小麦粉

×　ストック分からの輸出を含む

出典：国家計画経済開発省資料。1994

農村の生活環境は、飲料水、衛生設備及び居住設備並びに公共施設の整備がかなり遅れていると

言われている。

（3）70年代後半から稲の高収量品種の導入を積極的に進め、米の生産は飛躍的に増大したが近年高収

量米の作付面積は低下している。これは、高収量米の導入には、化学肥料と農薬が必要不可欠であ

るが外貸不足で供給されないこと、在来品種の方が国内では高値取り引きれることなどによる。

生産量の増大のため乾期の作付両横の拡大を推進しているが、援助停止で大規模事業が困難であ
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り、ポンプ、機械の導入も外貸不足で十分でない。現在までのかんがい施設の整備率は作付面積の

約17％であり、2，000年にはこれを25％まで引き上げる目標をかかげている。

一方、現在政府は、極端に米に依存する農業から脱却するため農産物の多様化を積極的に進めて

おり、今度は、工業原料作物、換金作物の生産量の増大が期待される。

（4）農民の所得は、近年の農産物の市場価格の高騰に伴い向上しており、農業機械はもちろん、電化

製品、自家用車を購入する富裕層も出ている。

その一因として、流通の自由化が大きく手伝っており、米を例にとってみると、貿易省や生活協

同組合（協同組合省所官）が定める価格による供出分を除き、ほとんどは市場価格を反映させた交

渉価格により、流通業老（小売り業者の直接買付けや青田買い等による契約栽培も含む。）に現金販

売するのが基本であり、生産地にも左右されるがほぼ売り手市場が形成されていると言える。

3－ト1農地利用

ミャンマー連邦の国土面積は、676，550kd（67，655，000ha）でこのうち耕地及び永年性作物は、

1990年において国土面積の14．9％にあたる10，069千haとなっている。

表3－3　　　　　　　　　　　　　単位：1000ha

項　　　　　 目 19 7 5 1 9 9 0 ％

総 面 積 6 7 ，65 5 6 7 ，6 5 5 1 0 0

土 地 面 積 6 5 ，79 7 6 5 ，7 5 4 9 7 ．2

耕 地 及 び 永 年 性 作 物 地 9 ，98 5 1 0 ．0 6 9 1 4 ．9

耕　　　 地 9 ，5 0 5 9 ，5 6 7 1 4 ．1

永 年 性 作 物 48 0 5 0 2 0 ．7

永 年 草 地 36 2 3 5 9 0 ．5

森 林 及 び 林 地 32 ，17 2 3 2 ，3 9 9 4 7 ．9

そ の 他 の 土 地 23 ，2 7 8 2 2 ，9 2 7 3 3 ．9

出典：1991FAO農業生産年報

また、農村人口1人当りの耕地及び永年性作物地は、1993年のFAO年報によると、0．51ha／人と

なり、アジア地域の途上国27ヶ国の中では10位になる。（参考：日本0．63ha／人）

1993／94年の統計では、作物の作付面積が国土面積の12．7％、8，587千ha（21，219千エーカー）であ

る。休閑地が2．2％、1，489千haと多いことが特筆される。耕作可能荒地は南部のデルタ地帯に存在し、

水稲作に適している。
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表3－4　　　　　　　　　　単位：1000エーカー

項　　　　　 目 19 9 P／ 9 1 199 3／ 94 ％

作 付 面 積 2 0 ，12 7 2 1 ，2 19 12 ．7

休 閑 地 4 ，72 4 3 ，6 80 2 ．2

耕 地 可 能 荒地 2 0 ，62 5 20 ，2 4 1 12 ．1

保 護 林 地 2 5 ，06 2 25 ，3 53 15 ．2

そ の 他 林 地 5 4 ，97 0 54 ，6 84 3 2 ．7

そ の 他 の 土地 4 1，67 8 42 ，0 09 2 5 ．1

合　　 計 16 7 ，18 6 167 ，186 10 0

（1）1993／94は暫定数値である。
出典：Reviewofthe Financial，Economic and SociaIConditions For1993／94：Ministryof
NationalPlanningand EconomicDevelopment．（国家計画経済開発省資料）1994

1993／94年の耕地利用率は、作付面積21，769千エーカーに対し、延作付面積は29，228千エーカーに

達し、利用率は134．3％（21，769／29，228＝1，343）となっている。多毛作又は混作地は、作付面積の

34．3％にあたる7，459千エーカーであった。

耕作規模別農家又は農業組合員は1993／94年4，442，400戸で1戸平均5．5エーカー（2．23ha）である。

5エーカー以下の耕作面積が全体戸数の61．8％を占めているが面積は26．7％に過ぎない。20エーカー

以上耕作面積を有する戸数は全体の2．3％に対し、14．0％を耕作している。

表3－5　　　　　　　　面横単位：1，000エーカー

面　　　　 積

数　　 量 割　　 合

農家 又 は農 業 魁 合 点 数 面　　 積 農 家 又 は 農 業 魁 合 点 面　　 積

5 エ ー カー 以 下 2 ，7 44 ．5 千 6 ，529 ．8 6 1 ．8 ％ 2 6 ．7　 ％

5 ～ 10　エ ーカ ー 1 ，105 ．1 7 ，79 1 ．7 24 ．9 3 1 ．8

10 ′～　 20　　 ／／ 4 90 ．5 6 ，73 1 ．9 11 ．0 2 7 ．5

2 0～　 50　　 J／ 9 9 ．9 2 ，7 20 ．2 2 ．2 1 1 ．1

5 0′） 10 0　 ／／ 1 ．6 97 ．0 0 ．04 0 ．4

100 エ ー カ ー以 上 0 ．8 6 0臥 2 0 ．0 2 2 ．5

合　　 計 4 ，4 42 ．4 24 ，47 8 ．8 1 00 ．0 100 ．0

（1）1993／94年の暫定数値である。（2）1エーカー＝0．40468ha
出典：国家計画経済開発省資料1994
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管区、州別土地利用状況

耕作面積は、イラワジ管区が18．2％、ザガイン管区が14．7％、マンダレー管区が14．1、バゴー管区

が12．5％、マグェ管区が9．8％とこれら5つの管区で約70％を占めている。これらの地域は、ミャン

マー中央部でイラワジ川、シッタン川、バゴー川流域に位置し、水利条件に恵まれ肥沃な沖積土壌地

帯に属する。紀元10世紀のミャンマー王朝時代から水稲栽培が常まわれている。

耕作可能荒地は、シャン州が30．2％、チン州が19．7％、カチン州が25．0％とこの3つの州で全耕作

可能荒地の約75％を占めている。これらの州は、いずれも高原地帯であることから、今後の開発の可

能性を残していることになる。

ミャンマー農業は、3つのタイプに明確に分けられる。ドライゾーン農業、デルタ農業（海岸地帯

を含む。）及び高地農業である。

表3－6　耕地利用

（千エーカー）

年 延 作 付面 積 純 作 付 面 積 混 作 又 は 多 毛 作 面積 耕 地利 用 率

2 3 4 5 6 ＝ 3 ／ 4 × 10 0

19 40／ 4 1 18 ，8 14 17 ，56 0 1 ，25 4 107 ．1

19 6 1／ 62 19 ，0 13 17 ，6 98 1 ，3 15 10 7 ．4

19 69／ 70 21 ，76 1 19 ，2 19 2 ，54 2 113 ．2

19 92／ 93 2 7 ，20 0 2 1 ，53 3 5 ，66 7 126 ．3

19 93／ 94 2 9 ，228 2 1 ，769 7 ，45 9 13 4 ．3

出典：国家計画経済開発省資料1994
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表3イ　管区・州別土地利用状況、1989－90年

単位：エーカー

管 区 ・州 耕 作 地 ％ 休 閑 地 耕 作 可 能 荒 地 保 護 林 地 そ の 他 林 地 そ の 他 の土 地 合　　 計

カ ヤ ー 10 4 ，5 0 9 0 ．5 4 0 2 14 9 ，6 2 3 3 ，4 4 0 1 ，4 19 ，1 77 11 ．2 7 7 ，7 0 2 2 ，8 98 ，92 1

シ ャ ン 1 ，4 5 7 ，17 4 7 ．2 8 88 ，42 3 6 ，2 6 3 ，13 5 2 ，2 6 3 ，113 16 ，5 00 ，7 42 1 1 ，12 6 ，7 58 3 8 ，49 9 ，34 5

ラ キ ン 8 6 8 ，79 6 4 ．3 3 32 ，10 3 3 4 7 ，7 5 3 4 7 7 ，0 4 6 4 ，4 95 ，9 28 2 ，5 6 6 ，4 2 7 9 ．08 8 ，05 3

チ ソ 2 2 4 ，16 7 1 ．1 2 ，74 8 4 ，0 8 4 ，9 2 3 4 4 6 ，0 3 8 1 ，137 ，1 76 3 ，0 0 5 ，4 07 8 ，9 0 0 ，45 9

カ イ ン 5 7 1 ，9 9 2 2 ．8 1 04 ，62 7 3 6 0 ，4 9 9 1 ，0 4 6 ．5 8 7 4 ，46 9 ，86 3 9 5 4 ，175 7 ，5 0 7 ，74 3

モ ン‘ 8 3 1 ，13 8 4 ．1 1 4 1 ，8 7 2 2 5 5 ，0 3 0 4 6 8 ，5 0 2 6 22 ．0 3 1 7 1 9 ，9 9 1 3 ，03 8 ，56 4

タ ニ ソ ク ー リー 4 6 8 ，7 6 1 2 ．3 80 ，18 9 9 18 ，12 3 2 ．8 7 9 ，7 7 1 3 ，6 63 ，96 8 2 ，6 9 9 ，9 45 10 ，7 10 ，75 7

エ ー ヤ ワデ ィ ー 3 ，7 0 4 ，18 4 18 ．2 5 34 ，60 3 6 25 ，3 9 5 79 ，7 58 4 70 ，19 7 1 ，5 6 8 ，4 82 8 ．6 8 2 ，6 19

ヤ ソ ゴ ソ 1 ，3 17 ，2 4 3 6 ．5 162 ，7 0 4 17 4 ．0 1 9 3 0 1 ，133 2 1 ，6 09 5 3 6 ，6 66 2 ，5 13 ，3 7 4

バ ゴ 一 2 ，5 2 9 ，8 8 2 12 ．5 3 08 ，1 10 6 2 4 ，0 1 1 3 ，3 95 ，3 32 1 ，02 9 ，2 43 1 ，8 5 0 ，4 65 9 ，7 3 7 ，0 4 3

マ ン ダ レ ー 2 ，8 5 6 ，4 6 9 14 ．1 56 9 ，14 5 3 47 ，4 52 2 ，4 99 ，23 9 1 ，06 4 ，0 2 8 1 ，8 12 ，28 9 9 ，14 8 ，6 2 2

ザ ガ イ ソ 2 ，9 9 0 ，7 4 6 14 ．7 7 40 ，2 17 9 8 1 ，0 9 2 5 ，9 5 3 ，4 45 6 ，3 59 ，52 8 6 ，3 5 7 ，1 88 2 3 ，3 8 2 ，2 16

マ グ ェ 1 ，9 9 6 ．14 8 9 ．8 72 5 ，42 4 4 29 ，9 56 2 ．4 99 ，28 4 3 ，03 9 ，4 9 5 23 ，8 50 ，98 1 1l ，0 7 5 ，4 0 5

カ チン ／ 3 7 6 ，0 9 6 1 ．9 7 6 ，05 6 5 ，173 ，7 92 1 ，3 74 ，95 6 10 ，34 8 ，4 3 3 4 ，6 53 ，3 70 2 2 ，0 0 2 ，7 0 3

合　　 計 2 0 ，2 9 7 ，3 0 5 10 0 ．0 4 ，67 0 ，62 3 20 ，7 34 ，8 03 25 ，4 77 ，6 44 54 ，64 1 ，4 18 4 1 ，3 64 ，0 3 1 16 7 ，18 5 ，8 2 4

出典：かんがい局資料
1エーカー＝0．40468ba

ミャンマーの農地に関する法制（ミャンマー農業省資料による）

1．1953年土地国有化法

1．1農地譲渡の禁止

同法第4条の規定により、農地は、同法及び関係規則の定めるところによるほかは、これを

抵当とし、売渡し若しくは譲渡し又は分割することができない。これは、耕作者から非耕作者

への農地の譲渡を禁止することを目的としている。

1．2　農地の利用法

農地の不要な縮小を避けるために、同法は、関係当局の事前の許可がなければ、農地を農業

以外の目的に使用することができない旨規定している。農地の農業以外の目的のための使用は、

必要な場合には適切な審査を経たのち許可される。

2．1963年小作法及び関係規則

2．1農地を耕作する権利は、1963年小作法及び関係規則の規定に基ずき、その権限を有する老

又は機関によってのみ与えられる。

2．2　農地の耕作権を与えられた者は、適正な理由なくしては、当該農地を休耕地としておくこ

とができず、また、これを他人に譲渡し又は貸与することができない。
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2．3　耕作権は、「土地を耕作者に」というモットーに基ずき、実際の耕作者に優先して与えられ

る。

2．4　保有者又は耕作者のいない土地の耕作権は、土地を保有しない労働者及び土地保有の不十

分な農業者に、事前に定めた優先順位に基ずいて与えられる。

3．　耕作適地休耕地及び荒地管理中央委員会の農業及び畜産のための土地耕作権又は土地利用権

の認可に関する手続き

3．1耕作権並びに休耕地及び耕作可能荒地の利用権は、関係法令に基ずき、国の機関、共同組

合、合弁企業その他の組織及び民間企業家に対し、耕作、畜産、養魚及び関連する経済開発事

業のために土地を経済的に利用する目的のために与えることができる。

3．2　耕作権又は利用権は、農業目的のためには1，000ないし5，000エーカー、畜産、養鶏及び養魚

目的のためには500ないし5，000エーカーを限度として与えることができる。

3．3　土地収入税は、農業に関するものほ事業開始の年を含め3年ないし8年間、畜産、養鶏及び

養魚に関するものは2年ないし8年間これを免除することができる。

3．4　投資により開発された土地を用いての生産又はサービス事業については、事業開始の年か

ら生産又はサービスが商業化するまで、少なくとも3年間の所得税を免除することができる。

さらに、事業が国にとって有益な場合には、投資の成功度に応じて、免税又は減税の期間を延

長することができる。

3．5　耕作権又は利用権の期間は、認可条件に違反のない限り、農園作物及び果樹園については

30年間、季節作物については無期限、畜産、養鶏及び養魚については30年間とする。
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3－1－2　主要作物栽培

（1）栽培作物は、水稲を中心に油性作物、豆類、工芸作物、果樹野菜の順となっている。

表3－8　作付面積と生産量（1993－94）

作　 物　 名 作 付 面 積 割 合 生 産 量 備　　　 考

穀　　 物

百 万 h a ％ 百 万 ト ン

6 ．1 6 5 4 ．6 1 7 ．2 1

水　　　　 稲 5 ．6 8 5 0 ．4 1 6 ．7 6

小　　　　 麦 0 ．1 3 1 ．2 0 ．1 1

と う も ろ こ し 0 ．1 5 1 ．3 0 ．2 0

ソ　 ル　 ガ　 ム 0 ．2 1 1 ．9 0 ．1 4

油 性 作 物 1 ．9 8 1 7 ．6 0 ．7 7

落　 花　 生 0 ．4 9 4 ．3 0 ．4 3

ゴ　　　　　　 マ 1 ．3 0 1 1 ．5 0 ．2 2

ひ　 ま　 わ　 り 0 ．1 2 1 ．1 0 ．0 8

そ　 の　 他 0 ．0 7 0 ．6 0 ．0 4

豆　　 類 1 ．5 2 1 3 ．5 0 ．9 1

黒　　　　 豆 0 ．2 8 2 ．5 0 ．1 9

緑　　　　豆 0 ．2 9 2 ．6 0 ．1 7

ひ　 よ　 こ　 豆 0 ．1 3 1 ．2 0 ．0 6

ピ　 ゲ　 ン　 豆 0 ．2 3 2 ．0 0 ．1 4

大　　　　 豆 0 ．4 6 4 ．1 0 ．0 3

そ　 の　 他 0 ．1 3 1 ．2 0 ．3 2

工 芸 作 物 0 ．3 6 3 ．2 2 ．9 4

麻 0 ．0 3 0 ．3 0 ．0 3

綿 0 ．1 5 1 ．3 0 ．0 4

砂　 糖　 き　 び 0 ．1 0 0 ．9 2 ．8 5

コ　　　　　　　 ム 0 ．0 8 0 ．7 0 ．0 2

野　　 菜 0 ．1 6 1 ．4 1 ．3 9

果　　 樹 0 ．3 6 3 ．2 2 ．2 0

そ　 の 他 0 ．7 4 6 ．5 N A

合　　 計 1 1 ．2 8 1 0 0 ．0

出典：かんがい局資料

（2）生産指数をFAOの資料からみると、農業総生産指数は1987年まで上昇を続けていたが1988年は

1984年水準に逆戻りし以降横ばいとなっている。1人当り農業総生産指数も同様の傾向が見られる

が1991年は10年前の水準まで落ちこんでいる。その他の指数も以下のとおり1987年頃から下落して

いる。
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表3－9　　　　　　　　　　1979－81＝100

1980 1985 1987 1990 1991

食糧生産指数 99 ．25 139 ．31 141．95 121．07 126．34

農業総生産指数 99 ．26 138．37 140．22 118．69 123．68

作物生産指数 98 ．61 143．24 142．39 119．80 126 ．5 1

畜産物生産指数 98 ．45 135．94 140 ．79 118．46 121．44

穀物生産指数

1 人当た り

食糧生産指数

105 ．44 123 ．85 115．94 113．13 107．63

99 ．33 125．61 122．76 98．34 100．49

農業総生産指数 99 ．34 124．76 121．26 96．40 98 ．37

作物生産指数 98 ．70 129．16 123 ．14 97．3 1 100 ．63

畜産物生産指数 98 ．52 122．55 121．74 96．20 96．58

穀物生産指数 105 ．67 111．81 100．39 92．00 85 ．72

出典：1991年FAO農業生産年報

作物別農業生産指数は、表3－11のとおり、1985／86年を基準とした場合、1993／94年は、豆類が

133．2と最も高く、穀物112．3、香辛用作物105．4がプラスとなっている。これに対し、織維作物が50．

8と最も低くなっており、次いで油性作物74．3、タバコ等92．0、その他工芸作物99．7とマイナスであ

る。

（3）米の生産性

最も栽培面積が多く主食の米の単位収量をアジアの国々と比較すると次のとおりである。

表3－10

1 9 9 2 年 1 9 8 2 － 9 2　 増 加 率

イ ン ド ネ シ ア

短 ／ h a ％

4 ，4 8 8 1 ．7

イ ラ ン 4 ，1 6 7 2 ．5

ベ ト ナ ム 3 ，2 0 9 2 ．5

ミ ャ ン マ ー 2 ，9 2 2 － 0 ．9

ス リ ラ ン カ 2 ，8 4 8 0 ．1

マ レ ー シ ア 2 ，8 18 0 ．7

フ ィ リ ピ ン 2 ，8 13 1 ．5

バ ン グ ラ デ シ ュ 2 ，7 0 5 2 ．8

イ ン ド 2 ．6 0 7 3 ．2

出典：FAO1993

ー36－



表3－11作物別農業生産指数

1985／86＝100 指　数

作物 タイ プ 199 0／ 91 19 9 1／ 92 199 2／ 93

（P rov is ion a l

a ctu al）

19 9 3／ 94

（P ro vi sio n al）

穀　　 物 91．8 87 ．9 9 7．5 112 ．3

豆　　類 82．2 99 ．9 1 14．9 133 ．2

油性作物 78．6 63 ．3 7 7．4 74・．3

織維作物 58．6 60 ．7 7 0．6 50 ．8

そ の他工芸作 物 98．7 102 ．3 10 6．0 99 ．7

タバ コ等 84．4 99 ．0 9 2．9 92 ．0

香辛料作物 87．7 104 ．7 10 5．1 105 ．4

そ の他食用作物 103．0 107 ．3 1 11．3 107 ．0

医薬用植物 93．2 124 ．1 2 15．1 126 ．6

そ の他非食用作物 101．6 98 ．9 1 13．5 124 ．8

合　　 計 88．8 8 6 ．2 9 5．7 100 ．6

出典：国家計画経済開発省資料1994

（4）ミャンマー永年生作物企業（APCE）は、ゴム、オイルパーム、カシューの開発の担当責任企

業である。

現在、ゴムの植栽面積ほ、0．2百万エーカーを越え、年生産量は17，000tである。地方での消費と

輸出を行なっている。ゴムは重要産業で面積は年々増加し生産量も向上している。

国内食糧油の供給は不十分で年間約100，000t不足し、輸入している。

そのため高い外国産の輸入を締少し、オイルパームの生産拡大と適切な土地利用が重要である。

ゴムとカシューは、外貨獲得作物でオイルパームは外貨流出を防ぐ作物である。
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ゴム、オイルパーム、力シューの地方別生産の2000年目擦は次のとおりである。　（単位：b）

地　　 方 ゴ　　　 ム オ イ ルパ ー ム カ シ ュ ー

1　 カチ ン 3 0 ．2 25
－ 岬

2　 カイ ン 6 1 ，9 2 1 ー 5 ，000

3　 モ ニ ンク ー リー 139 ，8 93 65 ，100 10 ，000

4　 バ ゴー 11 7 ，4 17 － ー
5　 モ ン 2 29 ，3 1 1 1 ，4 00 12 ，500

6　 ラキ ン 1 1 ，8 90 5 ，000

7　 ヤ ン ゴン 85 ，9 7 1 12 ，500

5 ，000

8　 シ ャ ン 10 ，178

9　エ ー ヤ ワデ ィー 20 ，100

合　　 計 7 06 ，9 06 66 ．5 00 5 0 ，000

（5）農業機械煩

ミャンマーにおいては、いまだ伝統的な役牛を利用した農法や手動農業機械が主流を占めており、

トラクター等の農業機械の農民への普及はあまり進んでいない。これはディーゼルオイル等の燃料不

足もあるが、まだまだ機械の絶対台数が少ないことから、一部の富裕農民を除いては手の届かない代

物となっている。しかしながら、92年度より農業省は適時の植付、収穫等による多期作、多毛作を目

標に掲げつつトラクター、ポンプ施設等の農業機械の積極的導入を図っており、タウンシップ（日本

の郡レベル）レベルにトラクター・ステーション、普及所等を設置し、政府所有のトラクター等を貸

与し活用を指導する等の努力を行っている。

一方、農業労働は基本的には家族労働に依存しているが、農村部には農地を保有しない農業労働者

も多数存在し、農繁期にはこれら労働者を雇う農家が多い。

表3－12　役牛及び農業機械台数

（単位：千頭、千台）

区　　 分 1 9 8 1／ 8 2 1 9 8 9 ／ 9 0 1 9 9 0 ／ 9 1 1 9 9 1 ／ 9 2 1 9 9 2 ／ 9 3 ＊ 1 9 9 3 ／ 9 4

役　　　 牛 6 ，1 3 7 6 ，2 3 4 6 ，2 8 1 6 ，3 6 6 6 ，4 3 0 6 ，5 7 5

ト ラ ク タ ー 9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

砕　 土　 機 2 ，4 6 1 Z ，7 2 3 2 ，7 6 2 2 ，7 8 2 2 ，7 9 2 2 ，8 1 7

中 耕 除 草 機 1 0 9 1 2 7 1 3 1 1 3 1 1 3 3 1 3 7

ス　　　　 キ 2 ，2 9 3 2 ，5 9 9 2 ，6 3 4 2 ，6 4 6 2 ，6 7 4 2 ，6 9 0

シ ロ カ キ 機 3 3 1 3 9 5 3 9 9 4 0 8 4 0 9 4 1 1

荷　　　 車 1 ，5 0 3 1 ，6 2 7 1 ，6 3 9 1 ，6 5 2 1 ，6 5 9 1 ，6 6 3

出典：国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊：暫定値
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（6）化学肥料、農薬の使用量

当国の農業生産においては化学肥料及び農薬の使用量は少なく、農業生産性低下の一因となってい

る。これは外貨不足により化学肥料及び農薬輸入量が不十分であること、国産肥料工場も原材料の輸

入が不十分であるとともに電力不足により操業が十分できないことによるものである（自給が可能で

あるのは化学肥料のうち窒素肥料及び液状農薬の一部のみであり、それ以外の大半を海外に依存して

いる状況にある）。

92年の化学肥料供給量は、ピークの85年（42万トン）の約5割に過ぎなかったが、93年の調達量は

急増し供給量も大幅に増えている。これは、農業省自らが米、野菜等の一部の輸出を担当して外貨を

獲得しこれを肥料、農薬の輸入に転用する方式を導入するとともに、協同組合省や民間企業の参入に

よるところが大きい。

なお、化学肥料、農薬ともに、その大部分が米に優先的に割り当てられており、その他ほ高収量品

種作物等に配分する等、少ない量を最大限に活用する努力もしている。

表3－13

区　　 分 1 9 8 1／ 8 2 1 9 8 9 ／ 9 0 1 9 9 0 ／ 9 1 1 9 9 1 ／ 9 2 1 9 9 2 ／ 9 3 ＊ 1 9 9 3 ／ 9 4

化 学 肥 料 （千 ト ン ） 2 7 2 ．6 4 1 7 5 ．2 8 1 9 2 ．8 6 14 9 ．2 1 1 9 9 ．1 6 4 3 8 ．4 1

〔内 、 国 産 分 〕 1 3 2 ．4 2 1 3 9 ．8 8 1 3 5 ．3 6 1 0 5 ．0 8 1 1 7 ．4 6 2 0 4 ．1 0

（内 、 米 用 ）

農 薬

粉 末 （ト ン ）

2 2 7 ．1 7

8 4 4 ．2 2

8 0 ．1 9

1 3 1 ．8 9

2 6 2 ．8 0

1 0 9 ．1 0

1 3 8 ．6 0

9 9 ．8 0

3 9 ．6 0

1 4 9 ．7 5

2 5 ．6 5

3 3 5 ．2 8

6 8 ．4 0

〔内 、 国 産 分 〕 2 ．7 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0 0 ．0 0

（内 、 米　 用 ） 6 5 ．2 5 4 7 ．7 0 2 1 ．6 0 1 1 ．2 5 4 6 ．8 0

液　 状 （d ） 4 7 3 ．7 8

1 3 5 ．9 8

1 9 0 ．9 3 1 9 9 ．5 7 2 1 2 ．2 8 3 2 3 ．7 6 3 6 6 ．3 3

〔内 、 国 産 分 〕 2 2 ．7 3 2 8 6 ．4 0 3 0 0 ．0 4 1 5 4 ．5 6 3 0 9 ．13

（内 、 米　 用 ） 9 0 ．4 1 9 1 ．9 7 1 6 3 ．6 6 2 7 0 ．15 2 3 5 ．0 8

出典：国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊：暫定値

（7）農業活動と普及

農業公社ほ、全国6，000の村に、普及員による普及サービスを行っている。この普及員は、1人で

3～5村を担当し、800～5，000エーカー（300ha～2，000ha）をカバーしている。

農業活動のための補助監督者は、1993／94年には全国で5，932人おり、1人当たりの管理面横は3，

256エーカー（約1，300ha）播種面積に対して4，927エーカー（約2，000ha）、1エーカー当たり管理経

費は3．2チャットとされている。

－39－



表3－14　農業活動のスーパーバイザー

播種面積

純播種面積

補助監督者数

1人当平均管理面横

1人当播種面横

1人当純播種面積

単　位　1991／92

千エーカー　25，426

／／　　　20，605

数　　　5，232

エーカー　　3，256

／／　　　4，860

エーカー　　3，938

1エーカー当り経費　　チャット　　　　2．7

1992／93　1993／94

27，200　　　29，228

21，533　　　21，769

5，882　　　　5，932

3，256　　　　3，256

4，624　　　　4，927

3，661　　　3，670

2，9　　　　　3．2

農業公社は、普及のための移動用手段（自動車）が不十分であること、農民に対する教育、普及

活動のための視聴覚施設がないことなどが普及活動を妨げる障害要素と指摘している。

（8）農村開発事業

国家開発基金と国民の寄付によって事業を行っている。事業内容は、農業・農地開発事業、農場

機械化事業、道路及び橋の建設事業、村落給水事業、教育事業、共同運営及び集団事業、その他の

社会サービス事業などである。

これら事業に対する支出割合は、1962～1991までが国家開発基金68．9％、国民寄付31．1％、1992

／93年は、84．1％と15．9％、1993／94は、56．8％と43．2％と年によって割合が異なるが国民の寄付が

かなり高くなっていることがうかがえる。

（9）農業ローン

農業貸付は、1990／91から92／93の3年間の年平均が約1，600百万チャットである。これは1ヘク

タール当り約153チャットとなり、農業就業人口1人当り約146チャットとなる。また、償還率は

99．3％と極めて高い値を示している。

作物別には、稲に対するものが全体の約64％、落花生に対して約18％、ゴマに対してが約6％の

職位となり、34品目に対し貸付けを行っている。稲に対しては、高収量稲に対してが最も高く、普

通稲、特別高収量に対して高い貸付けとなっている。

工芸作物に対しては、ジュート、砂糖きび、タバコの3品目に対してである。

役畜や農器具購入のための貸付けは、役畜、荷車、揚水機、パワーテーラーに対して多い。償還

率は100％に近い。また、農畜産業別には、家畜飼育に最も多く、総合採水農場、永年性作物、天気

乾燥塩生産、及び果樹園の順となっている。
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作物名

稲

特別高収量

高収量（普通）

普通収量

二期作

落花生

ゴマ

小麦

綿

その他

A
口計

役畜

荷車

揚水機

パワーテーラー

その他の農器具

表3－15　作物別農業貸付

単位：百万チャット

1991／92　1992／93　1993／94　　割合

1142．3

182．4

558．7

401．2

220．9

61．5

6．7

20．7

1144．3　　1642．7　　　63．3％

213．1　　　307．2　　　11．8

577．5　　　　827．6　　　31．9

350．9　　　　503．5　　　19．4

2．8　　　　　4．4　　　　0．2

294．7　　　　456．7　　　17．6

98．8　　　　153．1　　　　5．9

30．1　　　　46．6　　　1．8

24．7　　　　　38．3　　　　1．5

1，532．9　　1，758．8　　2，595．0　　100

表3－16　役畜や農器具購入のための貸付

単位：百万チャット

1990／91　1991／92　1992／93

14．1

出典：国家計画経済開発省1994

102．2　　　　135．4

40．0　　　　　60．6

2．2　　　　13．6

0．8　　　　　0．2

8．9　　　　　5．9

3－ト3　農業政策の成果（1993／94）

（1）農業政策

①　現政府は暫定政権であるため、中長期の国家計画ほ、策定していないが、92及び93年度を「経

済の年」・94年度を「全面開発の年」とし、悪化した経済の再建に努めている。農業はその中核

的役割を担っており、現政権発足時の1987年の水準に回復させるとともに、94年には農業者の組

織を強化し、当初歳出予算も前年度を18％も上回り、引き続き最重要分野として位置付けられて

いる。
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②　農産品の中央計画統制は87年に一部解除され、農民の作物生産の自由及び国民による米、豆類

の購入、輸送、貯蔵及び売却を認め、農産物取引の自由化を行った。米以外の農産物の貿易も自

由化され（米は貿易省により管理）、国際価格や国内価格の高騰もあり、当国農民の営農意欲を高

めており、農業農村開発銀行の行う農業ローンも積極的に活用されている。

③　食料管理制度や価格支持制度はないが、米等の主要作物の収穫は農業者によりある程度管理さ

れており、米の市場価格は貿易省農産物取引公社に多少の備蓄枠を設けることにより調節してい

る。また、同公社は、国営精米所を一元管理し、毎年収穫量に応じ圃場毎に割当てられた米を調

達、精米し、国内配給、備蓄用以外の余剰米を輸出している。

④　ミャンマー国農業の今後は、輸出米の振興を基本としながらも換金作物や工業原料作物等にも

重点が移行するものと予想され、単位収量の増大のための研究開発の促進や新技術の導入、高品

質種子、化学肥料、農薬の供給、機械化の促進等が図られることとなる。

⑤　農業の生産性の向上、近代化、生産の安定のためには、かんがい事業、洪水防御と排水対策事

業が重要であるとして、強力に推進しており、今後も農村の生活環境整備を含めた事業が重要性

を増してくる。

⑥　小数民族の発展のための国境地域開発事業と中部半乾燥地緑化事業が各省の枠を越えた国家特

別プロジェクトとして本格的に実施されており、本事業は農業が主体であるとともに、国全体の

高い農業ホデンシャルにかんがみ、海外からの商業ベースの投資及び政府ベースの技術協力プロ

グラム等も徐々に増大していくものと思われる。

（2）農業政策の成果（1993／94）

ミャンマー政府発行の「1993／94の財政、経済および社会条件のレビュー」によると農業に関し

ての成果を次のように分析している。

①1993／94の農業部門の純生産高の目標は、23，354百万チャットであったが、結果は22，166百万

チャットで、達成率は94．9％であった。しかし、1992／93に対する成長率は5．4％であった。ま

た、1991／92に対する1992／93の成長率ほ15．2％であった。

②　農業は国家経済の中心をなすもので全力をあげて努力したところ、1993／94の生産を高めるこ

とができた。米は自給のみならず輸出のための生産を図り、油、種子作物も自給のための生産、

豆類の栽培ほ国際市場へ、農産加工用作物は地方産業のために拡大を行なった。

③　生産目標の達成のため、新規土地開発による栽培面積の拡張、栽培用水供給の充実、農業機械

化の支援、生産技術の普及、良質種子の使用の5項目を強化した。

④　農業生産向上のための研究業務は、密度濃く実行し展望を農民に広く知らせた。栽培訓練の展

示は、モデルファームの創設によって行なわれ、生態条件に適切な作物と農業訓練を普及した。

そのうえ、農業技術を農民達に教育し、肥料の適切な使用による生産の増大を図った。混作又は
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多毛作による農業生産に対しては、あらゆる生産過程において農業機械器具の使用強化を図って

きた。研究センターは1991／92にムダン郡に設置された。永年生作物すなわちゴム、パームオイ

ル、カシューナッツに対する試験研究業務を実施した。1993／94の統計暫定値によると、農業改

良普及員ほ全国で5，932人配置され、前年より50人増加した。普及員1人当り担当面積は平均4，9

27エーカー（約2，000ha）となり、1992／93より303エーカー（約120ha）増えた。

⑤　農業生産向上のためあらゆる努力がはらわれている。農地開発は、栽培地域拡張の州によって

実施された。それは、民間組織及び民間企業が休耕地、耕作可能地及び荒地を開発したものであ

る。1993／94までの78，573エーカー（約31，800ha）は、495組織又は企業が開発し、イラワジ、バ

ゴー、ヤンゴン管区の低平地2，252エーカー（約910ha）は、98組織又は水稲栽培農家及び漁民が

行なった。

1993／94の統計暫定値によると播種面積は21．8百万エーカー（約8，822千ha）となり、1992／9

3年より、0．2百万エーカー（約80千ha）増加した。栽培面横の増加及び土地利用率の向上は、か

んがい施設、トラクター、パワーテーラー、ポンプその他の農業機械器具の導入によるものであ

る。また、混作又は多毛作面積ほ7．4百万エーカー（約3，000ha）で全体播種面積の約34％であっ

た。

全作物栽培面積は、29．2百万エーカー（約11．800千ha）で昨年より2百万エーカー（約800千h

a）増加した。

土地利用率は、1993／94は134．3％となり、1992／93の126．3％より8％増えた。これらの増加

要因は、主に夏の水稲作によるものである。

⑥　農業開発の主要因としてほ5つの方法を取っている。国は、かんがい施設と洪水防御施設の設

置促進を図るために、かんがいと堤防事業に多くの経費を投資した。水供給の安定のための施設

のネットワークの完全化を進めている。国はまた現在のかんがいと堤防のメインテナンスシステ

ム及び少額投資による中小規模かんがいネットワークの建設並びに国の活動支援の早期効果発現

に特に重点を置いている。不十分な土地利用率を改善するため、小川やクリークに水を貯めたり、

小規模の堤防を築いたり、井戸を掘ったり、かんがいポンプの使用を高めたり、その他あらゆる

方法を用いることとしている。これは、国が積極的に活動を支援することによって、農民達の行

動を促そうとするものである。

⑦1993／94の統計暫定伯によると、かんがい局の指導による全体かんがい面積は、サモンレテ

ションダムによって12，000エーカー（約4，900ha）、タンチャンダムによって5，000エーカー（約

2，000ha）、チャタロン貯水池によって1，500エーカー（約600ha）、ボケチャンダムによって500

エ，カー（約200ha）、プウユタダムによって1，000エーカー（約400ha）、チギャク堰によって1，2

50エーカー（約500ha）、ニウグユダムによって1，250エーカー（約500ha）およびカズマダムに
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よって675エーカー（約270ha）、合計23，175エーカー（約9，400ha）が拡大した。ワパダム事業、

サンルソダム事業、シソチャンダム事業、キンタダム事業、レチェトマダム事業、ライバダム事

業は1993／94に完成し、1994／95から使用開始の予定である。そのうえ、エウかんがい地区のリ

ハビリテーション及び近代化事業もまた1993／94年に完成した。

⑧1993／94統計暫定値によると、かんがい実施面横は3．8百万エーカー（約1，540千ha）に達した。

昨年より約百万エーカー（約400千ha）増加した。これは、主にポンプかんがいの増加によるもの

である。かんがい作物は4．5百万エ←カー（約1，800千ha）に達し、昨年より約1．3百万エーカー

（約500千ha）増えた。これは、二毛作によるものと夏作によるものである。作付面積に対するか

んがい面積の割合は、1993／94年に17．4％となり、昨年より12．7％伸びた。

⑨　作物生産促進のためには、農業公社のみならず国の他の組織、社会共同組合及び民間企業が一

休となって、農民へ配給するため海外から輸入して肥料を斡旋した。1993／94年は、化学肥料を

438千トン斡旋した。これは、昨年より240千トン増加している。組織別には、ミャンマー農業公

社によるものが370千トン、政府機関によるものが32千トン、社会共同組合によるものが30千ト

ン、民間企業によるものが7，100トンであった。

⑲　ミャンマー農業公社による肥料供給は、水稲栽培のために335千トン供給し、これは全体の97．

5％を占め、昨年より186千トンの増加であった。肥料供給の第二位は農産工芸作物のジュート、

ゴム、砂糖きび栽培のためである。化学肥料から自然肥料の使用へ移行するシステムづくりに努

力している。

⑪　ミャンマー農業公社ほ、農薬を2ヶ所の地方工場での生産と海外からの輸入によって斡旋して

いる。農薬市場への民間部門の参加システムほ「農薬法」に規定されている。1993／94にミャン

マー農業公社は、粉末農薬1．3百万ポンド（約590千トン）、液状農薬74千ガロン（約333千リット

ル）斡旋し、粉末農薬152千ポンド、液状農薬81千ガロン配給した。昨年より粉末農薬95千ポン

ド、液状農薬10千ガロン増加した。そのうえ、167の噴霧器を農民へ販売し、13，266の噴霧器が保

管された。

⑫　ミャンマー農業公社は、毎年農民へ良質な種子を配給している。良質な種子の配給は、稲、ゴ

マ、大豆、綿、ゴム、桑、茶、野菜で昨年の水準を越えている。農民は伝統的方法によって種子

を交換している。作物の品質を上げるための試験研究業務は、地方の変種による研究のみならず

外国の良質な種子の導入が不可欠である。ミャンマー農業公社は、多様な方法で農民へ供給する

役割を有している。それは、予算を通して、売買の支援、農産物の輸出入、民間会社からの買入

れなどによって、農民へ貢献している。

⑬1993／94の役牛は約3．3百万ヨーク（一対の家畜）あり、昨年より73，000ヨーク増加した。一つ

の役牛あたりの対象面積ほ7，7エーカー（約3ha）となる。
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⑩　農業生産手段は伝統的方法から機械化システムへ変化しつつある。

農器具は農民の要望を取り入れあるいは相談して農村工場で作られている。1993／94の農業機

械局はトラクターのサービスを4つの方法で行なった。なお、そのうえに、耕作地面積の変更の

促進、トラクターの運営システム及び償与システムの導入である。結果として、トラクターの稼

働面積は延べ23百万エーカーに達し、昨年より、620千エーカー増えた。トラクター1台当りの活

動は550エーカーとなり、昨年より218エーカー増えた。トラクターの活動重点順位は、1位が水

田、2位が油性種子、3位が豆類と工芸用作物である。

⑮　農業機械局は、耕作、収穫、その他の農業活動の中で使用する農器具のため様々なサービスを

行なっている。それは、ミャンマー重工業からのトラクターやポンプおよび輸入ポンプやパワー

ティーラーなどである。1993／94は、100台の新品トラクター、修理した150台のトラクター、2，

709台のパワートラクター、3，100台のポンプ、137台の人力脱穀機を農民に販売した。昨年より、

トラクター102台、パワーティーラー2，561台、ポンプ672台が増加した。農器具の効率的操作使用

の展示会を州及び管区で開いた。農業生産流通公社は、1993／94年の間に、試験的規模のシング

ルホイールパワーティーラーを工場生産した。

⑯　ミャンマー農業農村開発銀行は、農村地域のすべての開発を促進するために、毎年、季節農業

ローン、牛荷車購入ローン、農器具ローン、開発ローンを貸付けている。

1993／94年は、季節農業ローンが2，595百万チャット、牛荷車及び農器具ローンが137百方

チャットであった。開発ローン及び永年生作物ローンが12百万チャット、広葉樹に対し4百方

チャット、水田及び漁業に対し40百万チャットであった。

昨年に対しては、牛荷車及び農器具が78．7百万チャット　永年生作物ローンが3．4百万チャッ

トそれぞれ減少した。しかしながら、季節農業ローンが836．2百万チャット、広葉樹ローンが3．5

百万チャット、水田及び漁業ローンが9．5百万チャットそれぞれ増加した。

⑰　SLORC（国家法律秩序回復委員会）体制になってからは、農村開発事業の実行のために、開発

基金への国の貢献を10百万チャットから100百万チャットに引き上げた。それは、現金、労働およ

び国からの資機材による貢献である。1993／94年は、574開発事業用に総計189．5百万チャットの

貢献した。

⑱　農民と政府機関の間の様々な支援計画のもと、ミャンマー農業公社ほ種子の配給、農業投入財、

農業技術のサービスを提供し、とうもろこし、豆類、ゴマの輸出及び国内消費を斡旋した。ミャ

ンマー農場企業は、水稲、メイズ、ゴマ栽培農民へ農業投入財、農業実践公報を行ない、農民の

活動を支援した。ミャンマー農場企業はまた古いゴムの木の更新を行ない高生産良質樹木に変換

した。民間企業のゴムプランテーションに対して、新しい農場技術および高品質の若木を配給し、

若木農場を設置した。ゴムの購入価格は外国市場の影響を受けて高騰した。
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⑲　国内機関、外国機関、会社が調整して合弁企業（ジョイントベンチャー）を形成した。ミャン

マー農業公社ほ1つの民間企業と3つの地方会社との間に特定期間のリースが成立した。それは、

オイルパーム栽培で8件16，570エーカーである。土地のリースはタニンサーリ管区において、オ

イルプランテーション拡張のために民間会社へ貸出した。ミャンマー農場公社のマンダレー管区

のカデチィン農場の1，000エーカーは外国の会社に貸出された。

⑳　ミャンマー中央部のマンダレー管区、ザガイン管区、マグェ管区及びシャン州は、他地域より

大幅に降雨量が少なくモンスーン（雨期）の始まりも遅れる。チインドウイン川の洪水地域、イ

ラワジ管区及びカイン州のようなミャンマー低平地の洪水地域ではいくつかの作物の栽培及び生

産を行なっている。昨年より生産量が増大している。

⑳1993／94の播種面積及び主要作物すなわち水稲、豆類、大豆、落花生、ひまわり、ゴム、タバ

コ、じゃがいも及びコーヒーの生産は昨年の水準を上廻っている。小麦、ソルガム、黒豆は昨年

より減少した。メイズ、バター豆、ゴマ、綿、ジュート、砂糖きびの播種面積及び生産は昨年と

同様であった。ミャソマー中央はモンスーンシーズンに降雨量が少なかったがメイズ、ゴマ、綿

の栽培は良好であった。より有益な換金作物の選択は、バター豆、綿、ジュート、加工用砂糖き

びである。

⑳　様々な努力は、水稲生産の自給のみならず輸出をももたらした。水稲の夏季作のみならず、雨

期の二期作、かんがい地区の三期作、米園（rice gardening）、刈株から新芽を出させる水田、総

合水田、養魚共同の雨期作等を実施した。高生産手法、生態条件に好ましい水稲作、高生産種子

バスマティの輸入などを行なった。直接播種方法を行ない移植システムによる労働力を短縮する

方法も行なった。

⑳　水稲生産向上のためのこれらの努力の結果水稲の播種面積は、14．5百万エーカーに達し、生産

量は835．7百万バスケット（約17百万トン）となった。これは、昨年より、1．8百万エーカー、12

4．6百万バスケット増加した。これらは、乾期作の増加によるところが大きい。1993／94の雨期の

水稲作は、11．9百万エーカーで672．9百万バスケットに達し、前年より7，523エーカー、6．7百万バ

スケット増加している。一方、乾期の水稲作ほ、2．6百万エーカー、162．8百万バスケットとなり、

昨年より1．8百万エーカー、117．9百万バスケット増加している。

⑳　主要作物の1992／93と1993／94を比較すると次のようになった。
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表3－17

主 要 作 物 名 1 9 9 2 ／ 9 3 1 9 9 3 ／ 9 4 備　　 考

水　　　 稲 7 1 1 ．1 百 万 バ ス ケ ッ ト 8 3 5 ．7 百 万 バ ス ケ ッ ト

小　　　 麦 4 ．2　　　 ／／ 4 ．8　　　 ／／

ソ ル　 ガ ム 4 ．9　　　 ／／ 5 ．5　　　 J／

豆 （ブ ラ ッ ク グ ラ ム ） 6 ．9　　　 J／ 7 ．9　　　 ／／

豆 （グ リ ー ン グ ラ ム ） 4 ．6　　　　 ナノ 4 ．8　　　 ／／

豆 （ソ ル タ ピ ア ） 0 ．8　　　 ／／ 1 ．0　　　 ／／

大　　　 豆 0 ．9　　　 ／／ 1 ．0　　　 ／／

豆 （チ ィ ッ ク ペ ア ） 3 ．2　　　 J／ 4 ．2　　　 J／

豆 （ピ ゲ オ ン ペ ア ） 4 ，2 5 8 千 バ ス ケ ッ ト 4 ，3 2 5 千 バ ス ケ ッ ト

エ ソ ゲ ン 豆 3 8 ．2 百 万 バ ス ケ ッ ト 3 9 ．5 百 万 バ ス ケ ッ ト

ひ ま　 わ り 6 ．6　　　 ／／ 8 ．2　　　 ／／

ゴ　　　　 ム 3 4 ．2 百 万 ポ ン ド 3 5 ．7 百 万 ポ ン ド

タ　 バ　 コ 7 ．0 百 万 ビ ス 9 ．2 百 万 ビ ス

じ ゃ が い も 8 7 ．5 千 ビ ス 9 4 ．9 千 ビ ス

コ　 ー　 ヒ　 ー 0 ．7 百 万 ビ ス 0 ．8 百 万 ビ ス

⑳　農業生産量指数は、1985／86を100として、1992／93は95．7に対し、1993／94は100．6に増加し

た。穀物指数は112．3に増加し、豆類は133．2、水稲は121．8であった。

3－2　農業農村開発の課題

（1）食用油の自給

ミャンマーの食用油は、パームオイル、ゴマ、ひまわり、落花生等を生産しているが、国内消費

に供給が追いつけず、不足分を外国から輸入している。

（2）土地生産性が低い

水稲、豆類及び工業用作物の単位面積当りの生産量が低い。原因としては、種子の不良、肥料及

び農薬の供給不足、栽培技術の未熟、かんがい施設及び洪水防御・排水施設の不備などとされてい

る。

かんがい施設の建設にあたっては、建設機械の不足、部品調達の不完全等によって稼働が不十分

である。

（3）農業の近代化の遅れ

耕起、代かき、田植え、収穫と水稲の作業工程は人力と畜力が主体である。耕地面積の約7～

8％に対しては、トラクター、パワーテイラー等の機械化が導入されているが、部品の供給不足、

整備不良による稼働率が低い。農薬散布は人力のスプレイ、収穫・脱穀は人力、乾燥ほ道路端利用、

運搬は牛荷車が一般的である。収穫後損失が大きいことと品質の低下が問題である。
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収穫後処理施設としての収穫・運搬・貯蔵・加工施設の近代化は、総合的計画を策定し、実行に

移すことが肝要である。また、農業機械センターの設立によって、販売から部品調達及び整備を行

なう中核的組織としての活動が望まれる。

（4）農業新技術の導入と普及

農産物の安定生産には、栽培新技術の導入と普及が必要とされ、農民の実行が特に望まれている。

農業生産の拡大の成功原因として、気象条件の好転のほかに、栽培面横の増加、充分な水の確保、

機械力の確保、栽培技術の向上及び良質な種子の使用を掲げている。このことから、ミャンマー農

業の発展のため欠かせないことは、栽培新技術の導入確立、普及指導員の質の向上、農民への技術

移転が極めて重要なことである。

種子は、国内産を主体としていることから質の低下が見られる。このため、外国から優良種子の

導入を図っている。優良種子の充分な供給ほ、ミャンマー農業生産の安定につながる重要な点であ

ることから国内生産技術の確立を図る「種子センター」の強化が望ましい。

（5）農村生活環境の劣悪化

UNDPの1993年の資料によると、ミャンマー国の農村は都市に比し著しい立ち遅れが見られると

している。飲料水供給は2／3が不衛生、マラリアの発生率高い、50％の子供は栄養失調、衛生設

備があるのは15％、小学4年卒業者ほ25％、婦人の重労働と貧困、森林の伐採による環境破壊など

が指摘されている。

生産基盤及び生活環境基盤の貧弱な農村の整備は、農業政策の重要な課題である。少数民族地域

はマスタープランにもとづいて進めている。

（6）開発計画の策定

現政府は、開発計画の将来見通しとしての中・長期計画を策定していない。

農業発展推進のための組織のあり方、人材育成、地域別開発計画、通人作物の選定、農業の近代

化、収穫後処理施設、かんがい開発、流通、市場開発、農村生活環境施設整備計画等、ミャンマー

全域にわたる計画の策定が緊急かつ重要である。このマスタープランをもとに、事業展開の優先順

位を合意し推進することである。
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第4章　水資源及びかんがい排水

小1水資源開発とかんがい排水の歴史

ミャンマー国の主要なかんがい開発は、パガン時代（ADlO－11世紀）のアラソンパヤとアノーヤ

ター王が実施している。これらの古いかんがいシステムは、ミャンマー中央でインワジ川上流のマン

ダレー、ザガイン、マグェ周辺の水田用水として展開された。

英国統治時代ほ、古いかんがいシステムの拡張改良が進められたが、新鋭開発は、活発でなかった。

1948年の独立後は、1956年に最初のプロジェクトの調査計画が外国のコンサルトの支援を受けて実

施された。1960年代にほ、中規模ダムの建設及びかんがい施設が建設された。

1970年から80年代は、かんがい局が主体となって、大規模かつ複雑なプロジェクトの建設が行なわ

れた。新しいタイプとなるポンプかんがい、地下水かんがいにも取り組んだ。このころからかんがい

面積が増加した。

表4－1かんがいタイプ別かんがい面穣の経緯

単位：千エーカー

タ　 イ　 プ 19 47 －4 8 まで 1960 －6 1まで 1970 －71 まで 1989 －90 まで 1992 －93 まで 割　 合
92－93

47 －48

取　 水　 ダ　 ム 8 84 9 45 1，496 2 ，298 2 ，Z 16

％

5 1 ．6

27 ．4

2 1 ．0

％

25 1

政　　　 府 6 60 708 8 27 1 ，0 18 964 14 6

民　　　 間 2 24 237 6 69 1 ，280 1 ，252 55 9

貯　 水　 池　 等 170 170 187 1 ，040 1 ，17 7 69 2

政　　　 府 8 9 94 98 563 69 2 77 8

民　　　 間 8 1 76 89 477 48 5 59 9

その他 （民間） 273 20 7 36 0 72 7 900 330

井　　　 戸 19 16 28 5 2 77 405

ポ　 ン　 プ

254 19 1

92 32 4 428

156そ　 の　 他 24 0 3 51 395

合　　　 計 1，327 1 ，32 2 2 ，04 3 4 ，0 65 4 ，293 100 324

政　　　 府 74 9 8 02 9 25 1，5 81 1 ，656 38 ．6 22 1

民　　　 間 57 8 5 20 1，118 2 ，4 84 2 ，637 61 ．4 456

主要かんがい事業の一覧表は、参考資料のとおりである。この資料らかんがい事業の実施状況を取

りまとめると。

（1）実施時期別面積は、SLORC設置後（1988年）に完成及び1994年着手見込み事業の割合が約50％に
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達する。

（2）地方別には、ミャンマー中央部のドライゾーンに属するマンダレー、ザガイン、マグェの3管区

で全体の57％を占めている。また、インワジ川流域及びシッタン川流域（バゴー管区）で全体の

95％に達する。

図4－1かんがい排水事業実施時期別受益面積率

マ　　　ザ　　　イ

ン　　　ガ　　　ラ

ダ　　イ　　　ワ

レ　　　ン　　　ジ

バ　　マ　　　カ　　　ヤ　　シ

ゴ　　　グ　　　チ　　　ソ　　　十

l　　　ウ　　　ン　　　ゴ　　　ン

エ　　　　　　　　　　　ニ／

モ　　　　チ　　　　ラ

ン　　　：／　　　チ

イ

ン

国4－2　管区又は州別実施面積率実施面積2，796，819ac（1，131，817ha）
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表4－2　管区又は州別かんがい面積（1989－90）

単位：エーカー

管 区 又 は 州 取　 水　 ダ　 ム タンク及び貯水池 ポンプ、地下水ほか 合　　　 計
栽培面掛 こ対する

るかんがい面積率

カチ ン 23 ，8 37

27 ，0 96

10 ，80 0

2 3 ，83 7

　 ％

6．3

カヤ 13 ，9 6 7 4 1 ，06 3 3 9 ．3

カイ ン 4 ，6 5 1 2 ，136 6 ．78 7 1 ．2

ザ ガイ ン 3 76 ，5 36 12 ，2 19 39 9 ，55 5 13 ．4

バ コ　ー 5 1，2 90 10 1 ，3 23 8 ，00 0 16 0 ，6 13 6 ．3

マ グ ウ ェ 184 ，7 95 4 ，5 60 17 ，30 0 20 6 ，65 5 10 ．4

マ ン ダ レー 308 ，0 57 4 03 ，110 1 ，97 2 7 13 ，13 9 25 ．0

モ ン 4 9 59 4 95 9 0 6

シ ャ ン 46 ，6 13 13 ，7 42
　 一

6 0，35 5 0 ．1

イ ラ ワ ジ 2 ，9 10 2 ，9 10 0 ．1

合　　　　 計 1．017 ，6 15 5 64 ，18 6 3 8 ，07 2 1 ，6 19 ，8 7 3 8 ．0

表4－3　地方別主要事業地区数及び受益面積

S L O R C 設 置後完成 現　 在　 建　 設　 中 将　 来　 計　 画 19 88 年 以 前 完 成 合　　　　　 計

割　 合

地 区 数 受 益 面 積 地 区 数 受 益 面 積 地 区数 受 益 面 帝 地 区 教 受 益 面 積 地 区 数 受 益 面 積

カ ・ン 7

エーカー

2

8

エーカー

1

4

エーカー

1

エ軌力一

8

エーカー ％

147 ．9 4 4 ーーー
・－・ 17 ，45 0 16 5 ，3 94 5 ．9

ザ カ イ ン

マ ング レー
7 223 ，0 00

10 ，9 00

30 ，0 00

50 0 ．00 0

7 9 ．58 0

1

1 1

3 5 ，8 7 1

38 2 ．7 09

4

3 0

5 46 ，7 7 1

7 15 ，28 9

19 ．5

25 ．6
マ ダ ウ ェ 10 3 1 ，2 25 2 144 ，0 00 3

1

1

1

8 ，35 0 3 15 0 ，708 1 8 3 34 ，28 3 12 ．0

チ ソ 1 5 00 1 5 00 0

バ ゴー 4（6 ） 12 ，7 00 7 2 92 ，2 50 － 2 3 0 ，769 13（15） 335 ．7 19 12 ．0

ヤ ン ゴ ン 1（3） 　 3 00

183

2 122 ，0 00

2 5 ，00 0 1

1

19 2 ．6 0 1

5 ，000

4（6）

3

122 ，3 00

4 0 1 0 22

4 ．4

4 3
イ フ ジ

モ ン′

1

2

．4 2 1

54 ，0 0 0
1 2 00 3

2

5 4 ，2 0 0
1 ．

1．9
ラ チ ィ ン 1 50 50 0

シ ャ ン ーー 1 10 ，00 0 115 ．0 00 4 ．1

カ ヤ ー 1 6 ，29 1 1 6 ，2 9 1 0 ．2

合　　　　 計 3 8 653 ．14 0 2 2 5 99 ，3 50 1 1 72 2 ，93 0 2 1 82 1 ，399 9 2 2 ，796 ，8 19 100 ．0

23．4P‘　　　　　　21．4％　　　　　　　25．8％　　　　　　　29．4％　31．782エーかノ地区＝12．862ha／地区

4－1－1かんがい排水計画

農業開発の目的としてのかんがい開発は、農業省の指標と指導のもと年間投資計画に従って進めら

れている。これによると、1993－94年には、全栽培面贋21．9百万エーカーのうちかんがい面横は3．80

百方エーカーに達し、17．4％を占めるに至った。2000年目標は、かんがい整備率を25％に引き上げる

こととしている。

目標達成手段として、次のことを考えている。

（1）中小のダム及び堰を建設して、栽培作付率の拡大と投資を促し、低生産性を解決し、非常に貧困

な地域の農民の生活水準の引き上げを図る。
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（2）政府管理あるいは郡管理のかんがい施設の更新又はリハビリテーションを実施し、水利用の効率

化と経済性の向上を図る。農場レベルでの水使用管理の効率化が最も大切である。

（3）雨期作後の洪水期のインワジ川とチンドゥェソ川の氾らんを防ぐためのゲート及び堤防の建設を

推進する。

極）インワジ川からのポンプかんがいを促進する。

（5）地下水の開発利用を推進する。

面積

千エーカー

22，000

21，000

20，000

19，000

18，000

17．000

0

　

　

　

n

U
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O

O

 

O

 

O

 

O

8
　
　
　
7
　
　
6
　
　
　
5

1910116162　6970　7172　812　射85　8788　8889　899090919192　92939391

出典：かんがい局資料
年

図4－3　作付面積－かんがい面積の推移

－52－

4．00〔

3，00（

2，00（

1，00（

400

300

200

100

0

率

％

20．0

19．0

18．0

17．0

16．0

15．O

14．0

13．0

12．0

11．0

10．0

9．0

8．0

7．0

6．0



表4－4　作物別かんがい面積

単位二千エーカー

199 0／ 9 1 91／ 92 9 2／ 93 93／ 94 割　 合 備　　　　 考

1．水稲 2 ，14 7 2，06 3 2，3 65 3，7 23

％

8 2．5

豆類

2．小麦 4 3 6 4 53 5 8 1．3

3． メイズ 10 14 12 14 0．3

4． マ トペ （黒豆）

5．ベディセイン （緑豆）

6．バ ター豆

1

0．2

1

1

1

1

8

1

5

1

0．1

0

7．大豆 2 2 Z 2 0 10 0 2．2％

］ 1 17 2 ・6％

8．豆 （チェックベア） 6 6 9 4 8 1 8 0 1．8

9．サダウべ （ヌトデバア） 3 2 2 2 0

1 0．落花生 8 8 10 10 0．2

11． ごま 17 5 18 6 185 1 72 3．8

12．ひ まわ り 12 11 1 1 12 0．3

13．綿 3 4 3 7 53 3 4 0．8

1 4．麻 6 8 6 2 102 5 8 1．3

1 5． さと うきび 2 1 2 0 18 13 0．3

1 6． と うが らし 4 4 5 8 7 1 6 3 1．4 ］ 野菜 3 4 3 ・0％
17．玉ね ぎ 3 7 4 3 42 42 0．9

18．にんに く 2 3 2 5 29 2 8 0．6

19． じゃがい も 0．2 1 1 1 0

2 0．その他作物 17 6 18 1 185 19 6 4．3

合　　　 計 2，87 1 2，8 7 4 3 ，2 3 1 4，5 14 10 0．0

出典：国家計画経済開発省資料

豆煩　2．2％

図4－4　作物別かんがい面積1993／94（暫定値）
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表4－5かんがい局所管かんがい面積年次計画

単 位 ：千 エ ー カ ー

年 作 付 面 積

か ん が い 面 積

か ん が い率

政 府 民 間 計

198 8 － 89 19 ，903 99 0 1 ，5 62 2 ，51 6

％

12 ．6

1989 － 9 0 20 ，285 1 ，00 8 1 ，4 75 2 ，483 12 ．2

19 9 0 － 9 1 20 ，5 68 1 ，00 8 1 ，4 7 1 2 ，479 12 ．1

19 9 1 － 92 20 ，6 05 97 1 1 ，49 6 2 ，467 12 ．0

19 92 － 93 2 1 ，5 33 1 ，05 3 1 ，69 0 2 ，743 12 ．7

19 93 － 94 2 1 ，6 95 1 ，1 15 2 ，48 8 3 ，6 03 16 ．6

19 94 － 95 22 ，0 00 1 ，26 9 2 ，50 0 3 ，7 67 17 ．1

19 95 － 96 22 ，3 00 1 ，37 7 2 ，60 0 3 ，9 77 17 ．8

19 96 － 97 22 ，6 00 1 ，6 46 2 ，70 0 4 ，3 46 19 ．2

19 97 － 98 22 ，9 00 1 ，9 75 2 ，70 0 4 ，6 79 20 ，4

19 98 － 99 2 3 ，2 00 2 ，5 84 2 ，70 0 5 ，2 84 22 ．8

19 99 － 20 00 2 3 ，5 00 3 ，188 2 ，70 0 5 ，8 88 25 ．0

20 00 － 20 01 2 3 ，8 00 3 ，4 30 2 ，70 0 6 ，130 25 ．7

出典 ：か ん が い局 資 料

か
ん
が
い
面
積

かんがい面横

かんがい率＝作付鯛×100％

出典：かんがい局資料

図4－5年次別かんがい面積・かんがい率計画



4－2　水利用現況

4－2－1主要河川

ミャンマー国は、5つの多様な自然地理現象を示している。東部のシャン高原、北部及び西部の高

地、中央ベルト地帯、ラチイン及びタニソサリィの海岸地帯そしてタニンサリィ及びヨマの尾根地帯

である。経済開発は中央ベルト地帯の多様な肥沃な沖積平野に集中している。イラワジ川の中下流、

チインドウイン川の下流、シッタン川とバゴー川及びデルタ地域である。

海岸ベルト地帯の地理は、多雨地帯で多数の河川が流れ込んでいる。南北に続く河川沿いの狭い盆

地、長く連らなる高原それに東西には小河川が流れている。

主要な農業地域は、主要河川の低平地とそのデルタ地域に存在する。

4－2－2　イラワジ川（Ayeyarwady）

イラワジ川の水源は、北緯280　のヒマラヤ山の万年雪の標高19，000フィートに発している。ミャン

マー国で最も大きい河川で、その流域面積は、国土面積の60％を占めている。延長は1300マイル

（2，092km）ベンガル湾に注えでいる。河口から800マイル（1，2871皿）まで航行に利用されている。

イラワジ川の全流域面積は、160，500mil2、（415，518kd）である。年平均流出量は350百万acft

（431，550百万d）である。水源から河口までに3つの特徴がある。北部又は水源、中央盆地、デルタ

地帯である。

水源からPakokku市近くのチエンドウニソ川との合流地点までが、北部水源帯となる。この地点の

流域面積は約119，400mi12（309，115kd）年降雨量は、北部の4，06血nから合流地点附近の762mmに変化

している。年平均流出量は約260百万acft（320，580百万d）である。耕地（荒地を含む。）ほ、約18百

万エーカー（7，284千ha）でこれには現在耕作中の土地が約5百万ac．（2，023千ha）以上ある。かんが

いは、マンダレー、シェボー、チャウセイ、ザガイン、モニヨワ、パコチエ地域が良好である。主な

支流は、チエンドウェン川、ムー川、シェリー、ミィテンゲ川でイラワジ川の大規模なかんがい用水

源及び水力発電源となっている。これらの河川の特色は次のとおりである。
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表4－6

河 川 延 長 流 域 面 積
全 流 域 面 積 に

対 す る 割 合
年 平 均 流 出 量 平 均 洪 水 量

単 位

流 出 量

水 源
標 高

1 C h a u n g m a g y i

1皿

2 6 4

kd 浴 巾 > J n i n f/ s e c ; / y
m

8 3 8

1 1 5 ′0 0 3 2 7 .6 5 9 4 .2 0 1 3 ′0 0 0 0 . 0 3

2 M o g a u n g 8 ′4 3 3 2 . 0 2 9 ,5 0 0 3 0 0 0 .0 4

3 T a p a in g 2 3 0 7 ,2 1 3 1 . 7 4 9 ,4 0 0 2 9 7 0 .0 4 3 ,4 2 9

4 S h w e li 6 1 0 2 9 ′6 3 0 5 . 4 9 2 4 ,0 0 0 6 8 0 0 .0 3 3 ,4 0 0

5 C h a u n g w a g y i 1 0 0 5 ,7 2 0 1 . 3 9 2 ,7 0 0 8 7 0 .0 2 1 ′7 0 0

6 M y it n g e 5 2 8 2 9 ,6 3 0 1 0 . 9 2 2 4 一0 0 0 9 8 4 0 .0 2 1 , 4 0 0

7 M u 4 4 0 1 8 ,8 4 0 4 ､ 5 4 7 ,2 0 0 2 2 8 0 .0 1 5 3 3

8
M y its o n e

合 流 点
4 4 ,7 5 0 1 0 . 7 6 1 10 ,9 7 0 3 , 5 2 6 0 .0 8

9
K a th a

合 流 点
8 3 ,8 8 4 2 0 ◆1 8 1 4 6 ′9 7 4 4 ,6 7 3 0 .0 6

1 0
M a n d a la y

合 流 点
1 2 4 ′6 8 6 3 0 . 0 0 1 7 2 ,9 9 0 5 ,4 9 4 0 .0 4

l l
C h m d iw in

合 流 点
3 0 9 ,2 3 0 7 4 ◆4 0 3 2 1 ,0 7 3 1 0 ′1 9 5 0 ◆0 3

注）　Chaungmagyi流域のKaukkew川及びMezar川は含まれない。また小河川も含まれない。

中央盆地は、Pakokku市近くのチエンドウェン川との合流点からデルタの頂点のKyangin郡

Seiktha村近くまでの延長250マイル（402km）区間である。この地点までの流域は、全流域面積の

12．5％にあたる21，170mil2（52，200kd）である。国の最も中央に位置する。降雨量は上流の

Myingyan市の762mmからKyangin町の2，286mJnである。年平均流出量は、全流量の12．9％に相当する40

百万acft（49，320百万rrf）である。耕地（荒地を含む。）は約5百万エーカー（2，000千ha）で、このう

ち約3百万エーカー（1，200千ha）は現在耕作中である。かんがいはMyanaung郡へ伸びている。イラ

ワジ川へ注ぐ中規模の支流は次のとおりである。

表4イ

河 川 ｣ M 流 域 面 積
全 流 域 面積 に

対 す る 割 合
年 平 均 流 出量 平 均 洪 水 量

単 位

流 出 量

水 源

標 高

1 Y aW

km k d % iT 'll? n i/ i nf/ s / y m

2 38 6 ,66 9 1 .6 8 2 ,3 00 7 5 0 .0 1 2 ′67 0

2 S alin 150

3 15

3 ,50 0 0 .7 8 2 .0 00 6 3 0 .02 2 ′60 0

3 P in 2 ,62 6 0 .6 3 2 ,0 00 4 0 0 .02 2 ,00 0

4 M 0 n 5 ,99 3 1 .4 4 2 ,8 00 9 2 0 .02 3 ,00 0

5 M an 130 1 ,8 60 0 .45 9 ,0 00 2 8 0 .0 2 1 ′30 0

6 Y in ～ 6 ,24 0 1 .2 6 1 ,8 00 5 9 0 .0 1 60 0

7 M in d on 0 .8 9 2 ,104 6 6 0 .02

8 N a w in 0 ▲00 1 3 7 1 12 0 .0 2

9
P y i地 点

イ ラ ワ ジ川
S ik th a地 点

イ ラ ワ ジ川

河 口

34 0 ,20 0 8 2 .0 3 45 ,2 40 10 ,96 0 0 .03

10

ll

3 62 ,4 50 8 7 .1

10 0 .0

3 69 ,9 00 l l ,7 50 0 .0 3

注）　Sindewa、Bwetkyi、Pade、Padashin川を含まない。
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イラワジデルタ地帯は、Seiktra村からベンガル湾までである。デルタの形状は幅200mil（320kn）、

長さ180mil（290kn）の三角形を有している。流域面積は、20，000mil2（51，780kd、Yangon又は

Myitmakaを含む。）である。年降雨量は2，032mnから3，302mJnである。

年流出量は、50百万acft（61，650百万d）である。年洪水流量は56万出である。

5百万acが耕地でそのうち3百万acは耕作中である。デルタ地域は、洪水防御と排水がかんがいよ

りも重要であるとされている。

4－2－3　タンルウェン川（Than［win）

イラワジ川の次に大きい川はタンルゥェン川である。その源はチベット東部に発し、中国のYunan

の南部を通って、奥深い背の多い狭い裂け目のシャン高原東部を流れ、タイ国境を経てカレン州から

モン州のモシタマ湾に注いでいる。河口は、モン州の州都モールメイン市である。

タンルゥェン川の流域面積は、ミャンマー国内分が110，000mi12（284，800kd）である。年間平均流出

量は、90百万acft（110，900百万d）以上である。

多数の大きな支流は、シャン高原の中央及び東部地域の排水を受け持っている。その一つとして

ミャンマーバルー水力発電開発がある。タウンルウェンの70マイル（113km）下流で河口から55マイル

（88km）上流の沖積平野は航行されている。しかし、河川は曲がりくねって、水路が交差している。

河川及びその支流の潜在力は非常に大きいが市場から遠い位置に存することである。水資源はシーズ

ンを通して大きい変動がある。かんがいのポテンシャルは約1．5百万エーカー（60馳）で中下流の

Shan、Kayin、とMon州である。タウンルゥェン川の主な主流の諸元は次のとおりである。

表4－8

河 川 名 流 域 面 積
全 流 域 面 積 に

対 す る 割 合
年 平 均 流 出 量 平 均 洪 水 量 to n 沌 … 息

1 D o n t h a m i

km2
% 百 万 rrf n f / i n l

2 ′8 2 0 1 .0 6 , 4 0 0 7 , 1 9 0 0 . 0 7

2 Y u n z a lin 2 , 9 3 0 1 .0 7 ..10 0 8 ′2 9 7 0 ▲0 8

3 N a m P a w n

hB j 訟 T e n g
1 8 ,8 7 0 6 .6 2 0 , 1 0 0 2 2 ,5 4 0 0 . 0 3

4 1 5 ,2 2 0 5 . 4 1 7 ,4 0 0 19 ′4 9 7 0 .0 4

5 N a m P a n g 1 2 ′6 6 0 4 . 4 15 ,4 0 0 1 7 ,2 8 4 0 .0 4

6

東 部

A ta ra n 5 ′7 0 0 2 . 0 14 ,4 2 0 1 6 , 1 7 8 0 .0 8

7 G y a m g 9 ,5 0 0 3 . 3 2 3 ,9 2 0 2 6 ,8 2 5 0 .0 8

8 T h a u n g y in
－ 一 ■ 一 I

9 N a m H s im 5 , 1 3 0 1 .8 5 ,4 3 0 6 ,0 8 4 0 .0 3

1 0 N a m K h a 1 0 ,3 0 0 3 .6 1 0 ,9 7 0 1 2 ,3 0 6 0 .0 3

l l N a m T in g 8 ,9 6 0 3 .2 1 0 ,9 7 0 1 2 ′3 0 6 0 .0 4
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4－2－4　シッタン川（Sittoung）

シッタン川の源流は、Yamethin町近くである。そして、モックマ湾に注いでいる。渓谷の長さは

200マイル、河川の延長は350マイル（563血）である。全流域面横は12，800milZ（33，140k釦年平均流

出量は39百万acft（48，100百万嘘）である。年平均降水量は多様で北部地域が889mm、南部地域が4，封

8Ⅲmである。かんがい地域は中央及び北部に存在し、その面積は2百万acft（810千ha）であり、洪水防

御面積は南部地域に集中し約2百万acft（810千ha）である。

水力発電量は、1，000MWでヤンゴン市や他の中央部へ供給している。シッタン川の支流の諸元は

次のとおりである。

表4－9

河　　　 川　　　 名 流 域　 面　 積
全 流 域 面 積 に

対 す る 割 合
年 平 均 流 出 量 平 均 洪 水 量 1 k d 当 流 出 量

1 S in th e

km2 ％ 百 万? d ／ s d ／ s ／ 適

2 ，6 5 1 8 ．0 1 ，3 7 4 4 3 0 ．0 2

2 N g a la ik 1 ，0 6 3 3 ．2 6 0 6 1 9 0 ．0 2

3 P a u n g la u n g 4 ，8 3 7 1 4 ．5 4 ，9 6 3 1 5 6 0 ．0 3

4 Y o n b in 1 ，5 6 5 4 ．7 1 ，0 8 9 3 4 0 ．0 2

5 S w a 1 ，5 18 4 ．6 1 ，1 5 1 3 6 0 ．0 2

6 K a b a u n g 1 ，6 0 1 4 ．8 1 ，9 5 6 5 4 0 ．0 3

7 P h y u 1 ，3 7 0 4 ．1 1 ，9 8 0 6 2 0 ．0 4

8 K u n 1 ，5 5 9 4 ．7 2 ，6 8 6 8 5 0 ．0 5

9 Y e n w e 1 ，7 9 3 5 ．4 3 ，3 9 1 1 0 7 0 ．0 6

1 0 T h a u k y e g a t 2 ，4 0 4 7 ．2 5 ，1 1 1 1 6 0 0 ．0 7

1 1 S h w e g y ln 1 ，7 5 7 5 ．3 6 ，2 6 3 1 9 3 0 ．1 1

12 S itto u n g 3 3 ，1 4 0 1 0 0 ．0 4 8 ，1 0 0 1 ，5 1 0 0 ．0 5

4－2－5　ピリン川（Bilin）モン州

シッタンの東部でそれに平行するビリン川は、流域面積935mi12（2，420kd）で年平均流出量は5

百万acft（6165百万d）でモン州に位置しモッタマ湾に注いでいる。年平均降水量は、3，048mから4，

318皿である。この河川は水力発電の可能性を持っている。かんがい可能地は、ビリン市近くに存在す

る。

4－2－6　バゴー川（Bago）（ペグー川とも表示される。）バゴー管区、ヤンゴン管区

バゴー川は、それほど大きくないが価値のある河川である。バゴーヨマの南側を源流とし、流域面

積は約2，065mi12（5，350kd）年平均流出量は6．5百万acft（80，000百方rrf）である。
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年平均降水量は、2，032mmから3，556mmである。ヤンゴン市の東部を流れてキックマ湾に注いでいる。

ヤンゴン市場に近接し流出量が豊富のため水力発電及び乾期のかんがい用水の確保の見込みがある。

4－2－7　ヤカィンー川（Rakhine）

ヤカィンー川は、イラワジ川の西部、ヤカイン州のインド国境のPathein市近くの低い山地が源流

でベンガル湾へ注いでいる。年平均降水量ほ2540mmである。この河川流域は、排水と洪水防御がかん

がいより必要としている。

表4－10

河　　 川　　 名 流 域 面 積 水 源 標 高 河 川 延 長 年 平 均 流 出 量 平 均 洪 水 量 単 位 流 出 量

l L e m ro

適 m h 百 万 d d ／ S d ／se c／適

10 ，10 0 1，68 0 2 7 0 2 5 ，0 30 7 9 0 0 ．0 8

2 K a la d a n 2 2 ，600 2 ，4 40 6 5 0 5 3 ，7 60 1 ，7 00 0 ．0 7

3 M a y u 5 ，10 0 6 1 0 1 5 0 1 1 ，3 0 0 3 6 0 0 ．07

4－2－8　タニンダーリ川（Taninthayi）

マウラミインの突出した南のところの降雨量は海岸沿いのため4，064m山から5588mmに変化する。

表4－11

河　　　 川　　　 名 流　 域　 面　 積 年 平 均 流 出 量 平 均 洪 水 量 単 位 流 出 量

1 L e n y a

k d 百 万 d d d ／s e c／ 撼

3 ，1 8 0 7 ，3 9 0 2 7 0 0 ．0 8

2 G re a t T a m in th a y i 1 7 ，7 1 0 5 1 ，3 0 0 1 ，6 3 0 0 ．0 9

3 D a w e 2 ，8 7 0 8 ，5 1 0 2 7 0 0 ．0 9

以上の河川には、小規模河川で直接湾に往ぐものは含まれていない。

ー59－



4－2－9　通常年におけるミャンマー国内河川流出量

表4－12

河　　　 川　　　 名 流 域 面 積 年 平 均 流 出 量 備　　　　 考

1 イ ラ ワ ジ 川 合 流 ま で の チ イ ン ド ウ ニ ソ 川

k 名

1 1 5 ．3

百 万 d

1 4 1 ，2 9 3

2 水 源 か ら チ イ ン ド ウ ェ ン 川 合 流 ま で の イ ラ ワ ジ 川 1 9 3 ．3 2 2 7 ，9 2 0

3 チ イ ン ド ウ ェ ソ 川 合 流 か ら 河 口 ま で の イ ラ ワ ジ 川 9 5 ．6 8 5 ，8 0 0

4 バ ゴ ー 川 、 シ ッ ク ソ 川 、 ど リ ソ 川 及 び そ の 他 河 川 4 8 ．1 8 1 ，1 4 8

5 ヤ カ イ ン 州 の 小 河 川 5 8 ．3 1 3 9 ，2 4 5

6 タ ニ ン ダ ー リ 川 4 0 ．6 1 3 0 ，9 2 7

7 ミ ャ ン マ ー 国 境 か ら 河 口 ま で の タ ン ル ウ イ ン 川 1 5 8 ．0 2 5 7 ，9 1 8

8 メ コ ン 川 2 8 ．6 1 7 ，6 3 4

合　　　　　　　　　 計 7 3 7 ．8 1 ，0 8 1 ，8 8 5

4－3　水利用将来見通し

かんがいシステムの大部分は、ミャンマーの中央部イラワジ川、バゴー川、シッタン川流域に集中

し、水稲作への水供給である。このうち、イラワジ川流域に特化している。大小の貯水池は、雨期の

水稲作の安定生産のための水供給が主体である。政府及び民間事業とも同様である。

政府コントロールのかんがい面積及び水使用量は、次のとおりである。

表4－13

堰 ダ　 ム ポ ン プ 地 下 水 合　 計 水 使 用 量 備　　　　 考

3 3 3 3 2 6 1 1 9 6 7 9

百 万 d

1 2 ，5 0 0

年間流出量が1，081，885百万出であり、かんがい用水使用量は12，500百万戒であることから、利用

率は1．2％となる。民間部門の水使用量は19，022百万dである。かんがい部門の全体使用量は31，522

百万dとなり、これは、全流出量の2．9％となる。1993－94年は夏期作水稲の1600千bで、24，680百万

dの水使用量となる。

2000年のかんがい面積は、かんがい率を25％まで引き上げることとしており、960万dになる。従っ

て、水使用量は38，688百万dとなり、民間部門の水使用量29，073百万dを加えると、2000年のかんが

い部門の水使用率ほ、総流出量の6．3％に達するものと思われる。
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表4－14　政府コントロールかんがい事業の水資源の使用圭見込み

番

号
管 区 又 は 州

水　 使　 用　 量 （百 万 d ）

備　　　　　 考

9 3 － 94 まで 将 来 見 込 計

1 K ac h in 172 ．6 199 8 － 9 9 以 前完 172 ．6

2 K ay ah 3 08 ．3 成 文 は建 設 中 の 3 0 8 ．3

3 K ay in （K are n ） 49 ．3 事 業 49 ．3

4 S ag a in g 3 ，0 82 ．5 4 ，46 3 ．5 7 ，5 45 ．9

5 B a g o 1 ，2 82 ．3 2 ，23 1 ．7 3 ，5 14 ，1

6 M a g w a y 1 ，5 65 ．9 1 ，97 2 ．8 3 ，5 38 ．7

7 M a n d alay 5 ，5 85 ．5 1 ，62 7 ．6

1 ，35 6 ．3

7 ，2 13 ．1

8 M o n 49 ．3 49 ．3

9 Y an g o n ー 1 ，3 56 ．3

1 0 S h an 4 43 ．9 8 13 ．8 1 ，2 57 ．7

11 A y ey arw a dy 24 ．7 2 ，58 9 ．3 2 ，6 14 ．0

計 12 ，56 4 ．3 15 ，05 4 ．9 27 ，6 19 ．2

※　他の州ほ、国の実施及び計画はない。

表4－15　管区又は州別人口と水資源の関係

S t a te / D iv is io n L a n d A re a C u t u ra b le P o p u la tio n P o p u la tio n p e r W a te r W a te r R e so u r c e s S h a re o f W a te r

0 0 0 A c re s L a n d M o n :u tu ra b le ( e s o u rc e s U s e d D e p th p e r A C o f

O O O A c re s L a n d

H e a d / A c

A v a l a b e

M ill n ? M ill rr!

C u " ▲A re a

I / A C F T / A C

l = (2 ) (3 ) 14 ' i5 サ (6) (7 ) (8 )

K a y a h 2 8 9 9 2 5 9 0 . 2 0 ■6 12 , 3 3 0 3 0 8 ー2 38 . 0 0

S h a n 3 8 4 9 9 6 8 0 7 4 . 1 5 0 ▲5 14 7 , 9 6 0 4 4 4 4 4 . 0 0

R a k h in e 9 0 8 8 5 5 0 2 . 3 2 0 ■5 86 . 3 10 0 14 4 5 . 0 0

C h in 8 9 0 0 4 3 1ー 0 .4 1 0 ■1 18 一495 0 1 3 . 5 0

K a y tn 7 5 0 8 0 3 7 . 2 2 1 .2 3 6 , 9 9 0 4 9 9 2 8 . 9 0

M o n 3 0 3 9 2 2 8 2 . 0 1■6 18 , 4 9 5 2 8 4 4 2 . 2 0

T a n m t h a ry 1 0 7 1 1 4 6 3 1 . 0 9 0 ▲8 67 , 8 15 0 l l 3 7 . 6 0

A y e y a rw a d y 8 6 8 3 4 8 5 5 . 6 7 .2 7 2 .7 4 7 2 5 3 0 . 3 0

Y a n g o n 2 5 13 16 5 6 4 . 6 3 2 ■8 3 . 6 9 9 0 0 ■5 1. 8 0

B a s o 9 7 3 7 3 4 6 0 4 ▲31 1 ●3 3, 3 2 0 1 .1 8 4 4 l l . 6 0

M a n d a la y 9 1 4 9 3 7 7 9 5 . 3 5 1一4 4 1 , 9 2 2 5 , 2 7 7 3 9 . 6 0

S a g a m g 2 3 3 8 2 4 7 1 0 4 . 4 7 0 ■9 47 . 9 6 0 2 ,9 5 9 8 2 5 . 4 0

M a g w a y 1 0 7 5 3 15 5 3 . 7 5 i .2 M .6即 1 .5 2 9 2 6 .3 0

K a c h in 2 2 0 0 3 5 6 2 6 1 . 0 4 0 .2 1 4 3 , 0 2 8 1 7 3 6 2 1 . 0 0

16 7 8 6 4 5 6 9 2 4 0 . 6 0 .8 9 8 6 3 , 10 0 l l ,9 8 5 7 5 . 3 2
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4－4　水管理

多目的ダムの流域を保全し、水供給の安定性を確保するためUNDPの支援を受けて、流域に永年性

作物を植林している。また、国有林管理と財産台帳の整備、国立公園の保全管理事業を進めている。

1992年に森林法を改正して、森林保全区域の拡大、環境保全、自然及び野生動物保護区の保護保全、

伐採の厳格な適用などを実行している。

かんがい局は、かんがい排水、洪水コントロール、農地開発及び保全を行なう唯一の国の機関であ

る。かんがい施設は、新しい栽培形態に対応するシステムに対応することを主眼としているが、財政、

制度、技術、行政管理、社会経済と政策の制約を受けている。良好な管理のもと耐用年数を維持し、

そのためのリハビリ、更新を因っているが、次のような問題を抱えている。

（1）かんがい施設の運営管理が不十分であること。

効率的に運営管理されているのは、水稲で55％、他の作物で65％である。

（2）農民レベルにおいて訓練された人達が不足していること。

政府機関の計画設計建設部門と管理部門の見直し、積極性に欠ける農民達の訓練、水利用技術の指

導強化が望まれる。これらは、生産性向上の普及活動の中で農場管理レベルで行なわれることである。

（3）運営管理費とかんがい施設の特別修繕資金が不足していること。

運営管理予算は、全体予算の1～5％である。かんがいのための水税は、年間1エーカー（0．40h

a）当り10チャット（US＄1．25）である。洪水防御の場合の税金は1エーカー当り5チャットである。

これらは、農民から政府に収められ、政府から管理費予算として配分される。しかし、この水税は、

管理費の㍑からH程度である。政府は幹線水路まで管理し、それ以下は農民管理となっている。

（4）政府総機関での共同命令及び横の連携が欠けていること。

農業普及、農業金融、資機械供給、流域管理保全、農場整備、水管理、塩分コントロール等政府の

指導又は実施部門など異なった機関のジョイント活動が薄弱で散漫である。

（5）総合農業推進において、農民達の役割が小さすぎること。

地域には、水管理委員会（WMC）、水使用グルTプ（WUG）、村共同覿合（VC）及び村管理評議委

員会（VAC）という非政府組織がある。

これらの団体は、政府との連携のもと、水管理や農業生産の向上など地域発展の運営に直接携わっ

ているが、活動が消極的である。農民達は、栽培技術の向上や訓練を受けることへの興味が不足して

おり、大規模かんがい計画を政府によって指導するがうまくいかないことがある。

（参考）ミャンマー連邦の水管理システムから学んだこと、（抜すい）

Ⅰ．ミ国の水管理の現状

ミ国では基幹潅漑施設の建設と維持管理は現在政府潅漑局が行っている。潅漑施設がカバーしてい
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る面積は1985／86年で261．6万エーカー（104．6万ha）、全耕地面積2，069万エーカー（827．6万ha）の1

3％に過ぎない。しかし、今回視察した数カ所の既存の潅漑施設は非常に良く維持管理され、最も厳し

い乾季でも、ローテションが行われ末端圃場まで十分な配水が行われていた。

1．潅漑施設の管理形態

幹線から2次用水路までの潅漑施設は政府の潅漑局（農林省潅漑局の出先県潅漑局）が管理し、

3次用水路以下の潅漑施設の維持管理は農民の管理に委ねられている。これは他のほとんどの東南

アジアの途上国でも採用されている管理形態である。

（1）潅漑局の組織　用水路の点検や補修は営繕ライン、用水の配分は管理ラインの分担となってい

る。営繕ラインには、部局長の指導の下に数人の副技官補佐、その下に監督官が配置されている。

副技官補佐や監督官が行うのは用水路の維持管理作業の総括で、実際にそれらの作業を行うのは人

夫である。人夫は人夫頭の監督下に毎日水路を見回り、破損箇所があれば修繕を行う。幹線から2

次支線水路までは潅漑局が維持管理を行うが、大量の労働力を必要とする用水路の波淀や大規模な

修繕（年1回、乾季の最中1月）は、1戸の農家について18歳以上の成年労働力1人が動員される。

労働力の提供が義務付けられているのは農家だけではなく、炊事、洗濯、水浴等に利用している水

路周辺の一般住民も含まれる。日程や作業方法は、潅漑局と県や郡の法秩序回復評議会＊が決め、潅

漑局長名で各町区、村落区の長に招集状を配布し、村落区の長が住民に知らせる。また、用水路の

唆淀作業は県の一大イベントであるので県令や部長が視察にやってくる。管理ラインには郡潅漑局

長の指揮下に数名の水路査察官が地区ごとに配置され、その下に水番をする堰守が配置されている。

水路査察官の業務は配水に関わる業務を統括し、また配水秩序を乱したものを取り締まることであ

り、彼らには逮描権が与えられている。水路の破壊、水路に汚水を流すこと、水路の補修に必要な

労働力の提供を故意に逃れることなどが摘発の対象になる。

（2）3次以下の用水路の維持管理　3次以下の用水路は関係農民と農民により選定された水路頭

（原則として1本の水路に1人置かれる）によって維持管理されている。水路頭は年2回の割で関

係農民を召集し、水路の補修（水路の掘削、除草および破損箇所の修理）を行っている。水路頭は

用水路に関係する農民によって選ばれるが、それだけでは正式の水路頭にはなれず県の潅漑局長の

任命状によって初めて正式の水路頭になることができる。慣習的には、水路頭ほ、用水路を良好に

維持管理する必要から、原則として用水路の末端に水田を持つ農民が選ばれる。水路頭は潅漑局の

命を受けている配水責任者でもあることから水路法に違反した行為があった場合、補修労働を行わ

なかった農民を水路査察官に報告し指示を仰ぐ義務を持つ。このように水路頭や農民の義務は任命

状や水路法によって厳しく制限されている。これが強制かつ公平な賦役を保証していると言える。

維持管理組織は土地の私的耕作権を前提として成立しており、農民は保有田が複数の用水系にわ

たっていれば、複数の組織に属する。
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2．末端の水利施設の整備

末端の水利施設の整備は潅漑局が計画と設計を行い、関係農民の賦役提供によって行われている。

3．配水調整

（1）配水調整委鼻会　配水調整はサイチャット・コミッティーと呼ばれる委員会により行われ、乾

季には、水稲作と畑作のためのローテーション潅漑が行われている。この委員会は潅漑局、農業局、

農家機械局、土地利用局の農林省関係局の代表者と町村長と水路査察官などで構成されている。会

合は毎週一回の割で定期的に開催され、配水対策などが検討されている。途上国ではこの種の委員

会組織があっても実際は機能していないことが多いが、この国では実にうまく機能し、数千ha規模

の圃場でも乾季の最盛期にローテーション潅漑が実施され、末端まで十分に配水がなされていた。

しかし、問題がないわけではない。農民たちの農作業は、配水スケジュールに規制され、栽培作物

の選択＊の幅がない。また、今後は、乾季潅漑ができる地域とできない地域では農家収入に差が生じ

てくるであろうから、農民間の意見調整が問題になろう。さらに、百数十血の長大な幹線水路では

末端における水不足問題を常に抱えている。

（2）水争いの調整　村落区内の農民の水争いについては水路頭と村落区法秩序回復評議会で調整し

ている。その点では村落区は自治的な側面を備えている。村落区を越えるような水争いほ、潅漑局

や関係官庁がこれを調整し直接農民の仲裁や処罰を行う。水路頭はあらゆる不測事態に関して潅漑

局の官吏である水路査察官に報告する義務があり、水路査察官も任命状を盾に農民の水管理に介入

できる。

4．水利費

潅漑局ほ水利費の査定や徴収には一切関わらず、水利費の徴収は、農業省土地管理所が行ってい

る。土地管理局は村落区法秩序回復評議会を通じて、受益面積1エーカー（0．4ha）につき年間10

チャット（170円）の率で農民から耕地面積に応じ水利費を徴収している。この国では水利費が租税

と同様に扱われているために徴収率ほ100％近い。

徴収された水利費ほ同評議会→財務省税務局郡支所→中央政府に納められる。一方、郡潅漑局の

予算は農林省潅漑局→県潅漑局→郡潅漑局という経路で降りてくる仕組みになっている。

Ⅲ．おわりに

大中規模の水路網を備えた地域で水資源の有効利用を図るためにほ、潅漑施設の維持管理システム

を構築し、末端水管理に農民が参加することにより政府と協力して全体のシステムを管理する方式を

とる必要がある。ミ国の潅漑施設の維持管理ほ政府、支線は農民と明確に区分されており、その維持

管理は大規模汝淀・改修作業へ農民労働力の半強制調達システムに見られるように強制措置を備えた

強力な組織制度の下に成立している。この制度ほ11世紀の王朝時代から継承されてきたということで

ある。この農民の組織化と農民参加を容易にしている社会経済的背景には、村落が寺院を中心に成り
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立っており、村民が共同して寺院への寄付を集めるなどの協業習慣がある。また、各農家の耕作面積

の規模に大きな差がないこと＊＊や識字率が80％を越えていることも寄与していると思われる。

このようにミ国の潅漑システムほ、一般には非常に特殊と考えられている村落共同体を基にした日

本の伝統的な水利組織と非常に類似している。途上国では、このような半ば強制力をもつ水管理組織

や制度があってはじめて効率的な水利用が成り立ち得るのかもしれない。

今後、海外農業土木コンサルタントには前述したように、水管理組織と制度の確立といった「ソフ

トテクノロジー」が今まで以上に求められると思われる。我々コンサルタこ／トは「日本の水管理のソ

フトテクノロジーを学び、それを途上国にどう生かして行くか」を考えなければならない。

＊法秩序回復評議会とは1988年の軍事クーデター後、国家一管区一県一郡一町または村落区各行政レ

ベルに設置された、各行政単位における最高権力機関。

＊1992年に計画栽培制度が撤廃され、市場経済化に対応した作付体系が採用されている。

＊＊農民は「ビルマ式社会主義」によって、農地保有が保証された。（1963年に農民の権利・保護法およ

び小作料廃止法によって、地主・奇策関係が一掃され農地保有が国家によって保証されるように

なった。）すべての農地は国有で個々の農民には耕作権のみが与えられている。1990／1991年の農家

1途当たり平均耕作面積は5．7エーカー（2．28ha）である。

（農業土木学会誌94－8．vol，62：田島正鹿）
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第5章　関係諸機関の意向等

5－1ミャンマー連邦関係機関

5－1－1農業省（MA：Ministry ofAgricuJture）

ミャンマー連邦は、国内経済を支える基盤産業であり、その生産動向が各方面に重大な影響を与え

る農業を極めて重視している。すなわち、GDPにおいて60％、全就労人口において65％を占める農業

水産部門について、稲作の高収量品種導入等の近代化を図るとともに、極度に米に依存する体質から

の脱却のための、作物の多様化、工業原料作物、換金作物の生産増大を期待している。これ等に閲し、

農業省計画局会議室において、局長司会のもとに各分野担当官との合同会議が行われたが、その要旨

は次のとおりである。

かんがい局（ID：Jrrigation Department）

Largescale projectは105acre以上あって、建設期間は約5年間を目標としており、Sma11scale

PrOjectはそれ以下で、約2年間である。特にdryzoneの水資源開発とかんがい組織の整備が急務であ

ると考えており、それは、農業生産が乾季作物の出来不出来に大きく左右されているからである。

農業機械局（AMD：AgriculturaF Mechanization Department）

50汗以上のものを取扱っているが方々から入って来ており、最近は中国製のものが多く、物によっ

てはエンジンとギヤボックスのみを輸入して、他は国内で製造している。移動式ポンプもやっている

が産業省でやっているものもある。農業の機械化は、今後必要になるが、大型機械は農家負担が大き

すぎるので、小型のものを奨励してゆく考えである。

農地管理局（SLRD：Settlementand LandRecordDepartment）

農地関係だけでなく、国土全体の土地台帳を作成しており、最近、マッキントッシュのコンピュー

ターを導入して、鋭意、その作業と取組んでいる。そのために、全国で約8．000人の職員を抱えている

が、職員の研修や測量技術の向上を図る必要がある。

永年生作物公社（MPCE：MyanmarPenerialCropEnterprise）

ミャンマー連邦は、食用油の消費が多く不足勝ちであり、油脂作物の栽培に力を入れているが、公

社としては、油椰子・ゴム・カシューナッツ等のプランテーションに力を入れてゆく考えでいる。

国営農場企業（MFE：Myanmar Farms Enterprise）

国営農場は、全国で64地区あるが、従来の政策を変更してプランテーション作物を対象としたジョ

イントベンチャー方式を取り入れて実施している。大豆も大規模に栽培・普及したいので、日本に専

門家の派遣をお願いしたい。
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農業公社（MAS：MyanmarAgriculture Service）

種子センターはあり、主要作物の種子はハイブリッド種子を生産している。果樹及び野菜の種子の

一部は輸入している。我々の計画のshorttermとは1996～97年のことで、longtermとは1998～2001年

を対象としているのである。農村金融については、AgriBankが対応している。イラワジ川周辺は

Pump upにより二毛作、三毛作が可能であるので、その導入を考えている。

5－1-2　貿易省（MT：Ministry of Trade）

農産物取引公社（MAPT：Myanmar AgriculturalProduce Trading）

ミャンマー農産物取引公社（MAPT）は、貿易省に属する機関であり、その主な機能は、米、豆

類、とうもろこし、油かす及び脱脂ぬかの買入れ、保管、加工、再加工及び販売を行うことである。

同公社の本社はヤンゴンにあり、企画財務部、購入販売部、精米事業部、運送保管部及び人事部の

5部から成っている。また、地方には8つの州又は管区事務所、32の郡事務所及び154の市町村事務所

がある。

買入れ業務ほ166市町村で行っており、チソ州を除きミャンマー全土をカバーしている。また、日量

15ないし150トンの能力を有する精米所64、熱処理工場4、米ぬか搾油工場18、コンクリート・サイロ

28ユニット及び近代的貯蔵設備40ユニットを有する。

米に関して云えば、国内総生産量的8億バスケット（約1，650万トン）の10分の1を取り扱ってい

る。米は、集荷のあと精米し、保管、販売まで一貫して行う。精米機は、日本の援助で10年前に佐竹

製作所のものが30台導入され、20台がなお稼働中であるが、更新の時期に来ている。

米の輸出ほミャンマー輸出入公社（MEIS）に委託しているが、1994年度の輸出は50万トンに達する

見込み（1994年9月までの実績30万トン）である。輸出価格はトン当たり200ドル程度である。

米と並んで重要な輸出品ほ豆頬であるが、国全体の輸出量約50万トンのうち7万トンをMAPTが

扱っている。日本は主要な輸出先であるが、さらに日本への輸出促進を図りたい。豆類の価格はもや

しの原料となるmatpe（black gram）でトン当たり300ドルから400ドルと廉価である。

MAPTの目的ほ下記の通りである。

1．米の最低買入れ価格の保証によって農民の収入を確保すること。

2．国家経済のために相当額の外貨を獲得すること。

3．公務従事者に米を適正な価格で公平に分配し、剰余を輸出すること。
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5－1－3　国境地域・少数民族開発省（BANRDA：Ministry for Progress ofBorder Areas and

NationaIRaces and Development Affairs）

国境地域の少数民族は、ミャンマー国の独立安定に対していろいろの抵抗を示してきた。SLORC

（国家法律秩序回復委員会）は1989年に国境地域・少数民族開発委員会の作業に入り、1992年に「国

境地域・少数民族開発省」を設置し、1994年6月「国境地域・少数民族開発マスタープラン」を作成

した。民族数ほ13である。

このマスタープランの目的は次のとおりである。

（1）国の主権を永久とし、国家の団結、連邦の連帯をそこなうことなく、国境地域民族の経済社会事

業及び交通通信の開発を行なうこと。

（2）民族の文化、習慣を保存すること。

（3）民族間の有効を強めること。

（4）経済企業を創設して、ケシの植物栽培をすべて根絶すること。

（5）国境地域の安全の保護管理を行ない、法秩序を広く行きわたらせ、平和と平穏を図ること。

マスタープランの期間

（1）第一期短期3ヶ年計画　　1993／94～1995／96

（2）第一期中期4ヶ年計画　　1996／97～1999／2000

（3）第二期中期4ヶ年計画　　　2000／01～2003／04

マスタープラン総期間11年

表5－1マスタープラン事業地域

国土面積の19．1％となり、人口は約7．0％、人口増加率は1．04％である。

S r. P ro je c t A rea N u m b e r o f T o w n sh ip s A re a

(s q m iles )

P o p u la tio n

( m illio n )

1 . K a c h in S p e c ia l

R e g io n N o .1

K o k a n g R e g io n

3 4 56 2 0 . 13

2 . 3 1 45 3 0 .2 6

3 . W a R e g io n 6 4 8 10 0 .3 3

4 . S h a n R e g io n 1 2 0 3 9 0 .1 3

5 . K a c h in N o r th E a st 2 1 72 5 0 .3 5

6 . P a la u n g R e g io n 2 2 5 19 0 .1 8

7 . K y a in g T o n g E a s t 8 1 1 9 90 0 .6 0

8 . M a w p h a R e g io n 1 1 0 42 0 .0 1

9 . P a O R e g io n 5 4 83 5 0 .4 1

10 . P ad a u n g R e g io n 1 80 8 0 .0 5

l l . R a k h in e R e g io n 2 1 45 5 0 .5 5

12 . K a b a w V a lle y 1 7 44 0 .0 7

13 . N a g a R e g io n 4 8 33 3 0 . 14

1 4 . C h in R e g io n 3 3 6 8 1 0 . 15

�"
T o ta l 42 4 9 9 96 3 .3 6
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プロジェクトの内容

（1）インフラ施設整備

道路交通

住　　宅

エネルギー

通　　信

（2）社会経済施設整備

学校教育

保　　健

ケシ栽培根絶と代替収入

公共施設関係

流通と共同管理運営

農　　業

畜　　産

林　　業

鉱業開発

（3）そ　の他

家内工業

国境地域青少年育成訓練学校

民族の文化、習慣、伝統保存

投資計画

全体投資額を8，997．92百万チャッ‖こ設定し、主要事業の投資は、道路交通に55．5％、住宅建設に20．6

0％、通信施設に7．6％、農業に4．3％、林業に1．2％の順としている。

地域的には、KayingTong東部地域15．3％、Kachin特別地域14．4％、Wa地域14．1％、Naga地域10．

4％、Chin地域8．3％、Rakhine地域8．1％の順となっている。

表5－2　よ業計画

S r . P a rtic u la rs A c c o u n tin g In itia l y ea r S h o u r t e rm F irst M e d iu m S e c o n d M e d iu m T o ta l p ro je c tio n a t t h e

U n it 19 9 1- 9 2 T e r m T e rm e n d o f th e p ro je c t

1 P a d d y a c res 5 7 3 ,4 1 0 2 4 ,6 7 0 2 4 ,5 2 0 5 4 ,3 9 0 10 3 , 8 5 0 6 7 9 , 9 9 0
2 O th e r C ro p s a c res 2 0 3 , 5 9 6 1 5 ,5 2 1 1 2 , 2 3 7 13 ,7 2 0 4 1 ,4 7 8 2 4 5 ,0 7 4
3 P e re n n ia l C ro p s a c re s 7 7 ,5 5 9 l l ,6 1 1 5 , 2 9 0 5 ,3 4 9 2 2 , 2 5 0 9 9 , 8 0 9
4 F e rtiliz e rs t o n s 2 ,6 4 9 2 5 ,4 1 9 2 ,2 3 5 2 ,3 0 5 2 9 , 9 5 9 3 2 , 6 8 0

5

( u re a/ T .S u p e r)

P e stic id e s k i lo/ li te r
1 9 7 .3 1 4 ,9 4 1

9 4 ,4 9 7

1 , 2 1 6

7 , 1 2 4

1 ,2 8 8

10 ,7 0 9

17 ,4 4 5

1 12 ,3 3 0

1 ,7 6 4 2 .3

11 2 ,3 3 0

6

( liq u id / p o w d e r)

T ra c to rs N o s
3 ,9 8 0 8 2 6 3 3 , 4 0 0 3 1 4 5 2 , 3 9 0 1 5 0 5 0 ,2 10 15 0 7 3 6 ,0 0 0 6 14 7 3 9 , 9 8 0 6 9 6

7 W a lk in g T ra c to rs N o s 2 1 5 2 5 1 2 2 6 6 9 2 6 9 2
8 W a t e r P u m p s N o s 1 0 0 5 5 5 0 2 0 5 2 0 5
9 Ir rig a tio n C a n a ls * N o s 6 5 1 7 5 8 7 8 7
10 P r oje c t C os ts K y a ts in m illio n 2 0 9 . 2 8 1 22 .0 3 6 0 .5 7 3 9 1 .8 8 3 9 1 .8 8

＊Boder Development Funds wiI）be used only for construction of d8mS
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図5－ 1
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5－1－4　国家計画経済開発省（Ministry of NationalPlanning and Economic Development）

対外経済関係局（FERD：Foreign Economic Relation Department）

FERDは、国家計画経済開発省に属し、国の開発のための経済資源を動員するための中枢となって

いる。また、外国あるいは国際校閲からの援助について調整を行う機能を有する。政府機関等は、外

国からの援助を望む場合にほ、その要請をFERDに提出し、FERDが外国の大使館や援助機関との折

衝を行う。ただ、大規模なプロジェクトについては外務省を経由する。

日本との関係は、現在進行中のプロジェクトほ2，3に過ぎない。しかし、1994年度からはより多

くの援助が実施される見込みである。（例えば、40名の研修計画、医療器具など3つの小規模援助）

最近の農業関係の援助としては、世銀による貯蔵能力向上のためのプロジェクトがある。将来的に

援助の可能な分野としては、肥料工場の建設、天然ガスの採掘などがある。

国の経済計画については、1992年度から96年度までの短期計画があり、最近1993－94年の実績につ

いての報菖吾が出された。

5－2　国際関係機関

5－2－1FAO Regiona［Office for Asia，

RegionalAnimalProduction and Health Officer．

①　最近の情勢ほ、政府を批難しないNGOほ歓迎する態度に変化している。

②　ASEAN諸国連合の行動に参加する姿勢が見られるが、大規模案件の締結には危惧がある。

③　畜産部門行政府にほ優秀な技術者が残っており、考え方は継続されている。

④　畜産に関する意見は次の通りである。

・過去のJICA援助である家畜病気診断センターのフォローアップ、専門家配置と技術指導。

・。蹄疫ワクチン製造施設の拡充。

・人工受精技術プロジェクトの実施。

⑤　タイは。蹄疫汚染地域とされているが、ミャンマーから入って来る牛30～40万頭が撲滅の障害と

なっている。

⑥　ミャンマーは、肉牛生産・豚生産とも政府直営となっていて効率が悪い。

⑦　しかし、ミャンマー産肉が周辺国より最も安い。ザガイン・マンダレーが牛の生産地である。

⑧　豚はシンガポールと輸出計画があり、牛は肉牛というより農耕用役牛が内生産されている。

⑨　牛乳・乳製品の消費が少いため、乳牛の飼育ほ非常に少い。

⑲　タイは消費が増大し、ヴェトナムが消費増大の傾向に入り、乳牛の飼育拡大プロジェクトが増え

つつあるが、消費・加工・販売のネットワークと生産がマッチする必要がある。ミャンマーは、そ

の初期段階に近づいている。

⑪　えさは、とうもろこし等充分に確保できる。
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⑫　FAOの事業援助方式は、農民から湧き出てきたプロジェクトを対象としており、ボトムアップ方

式を取入れている。

従って、単品を対象とするのでなく、かんがい、畜産、林業その他を含めた複合プログラム方式

に重点が移っている。

RagionalForeat Resources Officer．

①　ミャンマーは鎖国的で統計資料も少なく、それも信用できないものが多い。

②　FAO農業統計とその国の統計は、分類・基準も異るのであわないこともあり注意を要する。

③　従って、資料は全体窓口と所管省からの入手等、様々な所からの収集が好ましい。

信用できるものに、ロンドンのエコノミスト誌発行のレポートがある。日本はソフトに金を使う

べきである。

④　UNDPは、ミャンマーに対し人道的援助が主体である。

（診　FAOは、UNDP予算については規制を受けるが、その他は独自の判断であり、よりゆるやかであ

る。

⑥　林業関係の問題点については、有望プロジェクトは幾つもあるが、

・リーダーになれるような人材に乏しい。

・人工林として、木を植える丈では成功しない。木材のみでは失敗する。

・天然林の経営管理にしても、副産品を含めた開発が必要である。

・ランニングコストが政府の重荷になっている。ミャンマーは全部国有地である。

5－2－2　UNDP Yangon Office．

UNDP Dry Zone Project Chief Leader

UNDPのDry ZoneにおけるProject名は、AgriculturalDevelopmentandEnviromentRehabilitation

in Dry Zoneである。

①　このプロジェクトは農民参加、婦人（女性）の収入の確保等を目的とする事業である。予算は25

0万ドルがUNDPから出る、ミャンマー政府負担は15百万チャット（約250万ドル）である。期間は1

994年～95年の2年間である。

②　ドライゾーンと言われている地域は、ミャンマー中央部のマンダレーを中心にザガイン管区とメ

ダイソ管区にまたがり農業の盛んな地域である。年間降雨量が20～80インチ（500m～2，000mm）と

少ない。周辺山地の立木伐採が進み、水源画養効果が低くなり流出が早くなっている。

③　山地の植林が必要なことから、林業プロジェクトをUNDPの200万ドルの予算で実施している。ド

ライゾーンのプロジェクトを成功させるには困難な問題もある。しかし、イスラエルやエチオピア

でのプロジェクトより易しい。
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④　UNDPは農民を助ける事業を実施するものであって、政府を助けるものでない。

FAOと一体となって農民の向上を図ることとしている。

⑤　この農業開発プロジェクトの内容は、ピーナッツ、ひまわり、ゴマ、家畜等の導入とため池の造

成植林による水の確保を図る。畜産のための草地改良を含め地域総合開発事業である。このために

は、道路建設が必要となり建設機械の稼働が望まれるがUNDPの予算では機械購入はできない。

⑥　農業大臣は、スプリンクラーの導入に積極的であるが、これの導入は1ha当り230ドル以上必要

とし、投資コストに見合う高収入作物の選定が課題である。

⑦　NGOはドイツが入ろうとしている。現在、タイ、マレーシアから入っているが、個人の資格でこ

そこそやっている程度である。

⑧　ミャンマーの農民は良く働く。

⑨ITC（かんがい技術センター）は、ミャンマー技術者のトレーニングのためすばらしい施設であ

る。よく運営されている。大学とリンケージしてやると効果がもっと上るでしょう。

⑲　気象、水文、土壌、地質等の資料は、各部署で持っている。各局の横の連絡が不十分であり、

データ類は他の局へ持ち出せないようになっている。農民に関するデータ等は、町村（Township）

単位で持っているのが最も詳しい。

⑪　マーケットは、個人で近くのマーケットに売りに行くか、畑で仲買人に売るかの2種類である。

⑫　道路、水など基礎的インフラ施設が当面必要であり、そのうえに流通改善が必要である。

⑬　農民の収入は上っているが、しかし土地なし農民の収入は少ない。

⑲　UNDPの事業計画概要。

・ドライゾーンにおける農業開発と環境保全プロジェクト

実施期間　　　　2年

対象地城　　　　中央ドライゾーン

受入機関　　　　農業省農業公社（MAS）

実施機関　　　　FAO

スタート時期　1994．1月

投資額　　　　US＄2，500，000

概　　要

UNDPのHDI（HumanDevelopmentInitiative）計画の一貫で、ドライゾーンの14の村の農村共

同体の生活条件の改善と環境整備を目的としている。

・イラワジマングローブのコミュニティ開発プロジェクト

実施期間　　　　2年

対象地域　　　　2郡
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受入機関　　　　林業水産省

実施機関　　　　FAO

スタート時期　1994．1月

投資額　　　　US＄2，000，000

概　　要

イラワジデルタ地域の2郡にまたがる38村において、マングローブと水産の最適使用と保全事

業である。住民の保健、飲料水、衛生、教育施設及び就業機会の確保をHDI計画のもとで実施す

る。

・三つの流域の管理プロジェクト

実施期間　　　　2年

対象地域　　　　インレイ湖、イワンガン地域、バギィ一地域

受入機関　　　　林業水産省

実施機関　　　　FAO

スタート時期　1994．1月

投資額　　　　us＄3，000，000

概　　要

三つの流域に住む120，000人の居住者及び90，000人の少数民族に対する生活の質の向上と環境

整備を図る。共同体の創設と畑作物生産の強化、収入拡大、土峯保全、水、森林保護、植林、荒

廃地保全を行なう。婦人の条件の整備及びリーダーの育成を図る。

・燃料木植林地の多目的コミュニティプロジェクト

実施期間　　　　2年

対象地域　　　　マグェ、キャウパダウン、チャン

受入機関　　　　林業水産省

実施機関　　　　FAO

スタート時期　1994．1月

投資額　　　　us＄2，000，000

概　　要

中央ドライゾーンのマグェ、キャウパダウン、チャン郡の31村の燃料木の需給アンバランスと

環境危機に対する事業である。環境改善は地下水の確保、保健、農村貧困者の栄養改良になり、

収入の機会を得ることができる。燃料木は家庭の料理に用いられている。
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5－2－3JICAその他

JICA Representative to Myanmer

①　観光貿易等による経済活性化は、外国からの表面上のものと考えられ、農業農民の生活向上につ

ながるものでなければならないし、農民が取り残されないようにしなければならない。日本がどう

いう点でどこまで手伝えできるのか、ミャンマー政府がどこまで独自に出来るか、逆にどの部分の

援助を必要としているかを見極めることである。

ミャンマーは、土地制度には手をつけていない。農作物の作付けは自由化されている。当面の政

策として一次産業、すなわち農業振興と農産物加工業の近代化が現実的であると考えられる。将来

的には、工業化を希望しているもようである。

②　現在、林業とかんがい技術の2つのプロジェクトのみである。長期専門家10人である。

青年海外協力隊の予定はない。

NGOは、日本はもちろん他国も含めてはとんど入っていないし、ミャンマー政府が歓迎するかど

うかもわからない。

長期専門家として、日本側で派遣決定しているのは経済関係2人で対外経済関係局である。医療

関係も2人である。しかし、ミャンマー政府ほ、白から進めることができるという姿勢であるから、

日本に何をしてもらいたいという考え方がわからないし、明らかになっていない。

③　日本の小規模無償援助ほ、昨年から再開された。赤十字、母子福祉関係の分野であるがFindingに

苦労した。

日本を援助再会のため何とか引張りこもうという姿勢が感じられない。政府機関の下部段階では、

日本からの支援を希望する声が聞かれるが、これが上の方へは届いていない。又は、届いても上の

方は政策的なことで止めているのかわからない。SROLCに通じていない感じである。

④　中国、韓国、タイ、シンガポールの各国から物資が大量に入り、支援もある。

過去の経緯や援助実績から日本が気に入っているほどミャンマー側が日本を頼りにしているとほ

思われない。権限は大臣に集中し、ITC（かんがい技術センター）の運営に関しても所長専決はな

く、すべて大臣決裁である。日本研修の候補者の選定も同様で、従前は、センターと関係ない人を

選んだりしていたが現在ほ良くなった。教育水準は、比較的高く、職業訓練所の設置を提案したら、

ミャンマーで研修するより、日本へ労働に行った方が効率的であるという話しがあった。

JICA Expert（ITC：Irrigation Technology Center）と潅漑局長。

（∋　EnviromentalProblemとは、かんがい用水えの塩分混入のことである。

②　イラワジ河からのPump upについては、

・現状では殆ど見られない。

・将来は300，000～500，000acre程度まで増加する見込みである。
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・マンダレー西部のムー川周辺では、湧水井戸が使われる。

③　乾期のかんがい計画は

・対象作物として、ゴマ、ヒマワリ、サトウキビ、野菜を考えている。

・全面積の10～15％に達すると考えている。

④　かんがい計画実施の問題点は、

・施工機械の確保が困難である。

・機械のスペアパーツが入手困難である。

・セメント等建設資材の確保ほ問題ないが、コンサルタンツの調査設計の支援が必要である。

⑤　日本に至急やってもらいたいことは、

・ガバンガ地区（JIRCOD／F）とモン川地区（三祐D／F）のF／S調査である。

・両方共重要であるが、強いて優先順位をつければ、1位モン川、2位ガバンガである。

（6）農業開発は国家政策の最優先分野である。

米を輸出し、外貨を獲得し、農業機械及び部品を購入したい。

日本大使館、田島高志特命全権大使

私は、10年前頃、JICAの総務部長をしており、その際、ADCAの活動について、聞いていたので、

ADCAの業務についてはよく知っている。また、農水省に関しては、イギリス大使館勤務でロンドン

にいたとき、農林省から参事官でこられていた内村良彦氏の下で働いていたことがあり、大変世話に

なった。内村さんはその後農水省の事務次官までなられた方で、国際協力にも理解のある方である。

私ほ、昨年5月ミャンマーに着任した。ミャンマーの社会経済国民生活状況の変化が最近著しいも

のがある。おそらく、過去26年間のネ・ウォン時代の変化よりここ2～3年の変化の方が大きいので

ないかと思われる。

現在の軍事政府は、農業振興を最重点政策とし、農産物加工、観光開発、エネルギー対策の順で進

めている。日本が援助しているかんがい技術センター、林業センターに農業大臣、対外経済関係大臣

が視察するなどして施設は効率的に活用され充実している。野菜果樹研究センターでは、WorldFood

dayの会場に利用され、10月16日（日）にオープンセレモニーがある。

ミャンマー人は親日的である。これは、国民性が日本的であることのほか歴史的にビルマの独立を

支援したことに好感を持っているようである。ミャンマーを訪れた日本人も逆にミャンマーを好きに

なる。

日本もODAを出せるような情勢になる時期はいずれくる。アセアン、シンガポール、タイが積極的

かつ急速にミャンマーに入ってきている。経済活性化の原因にもなっている。また、ヨーロッパから

は、イギリスが今月に15～16人、ドイツが来週、フランスが11月にそれぞれ調査団を予定し、アメリ
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カは、石油のテキサコ、合弁事業を行なっているペプシ漁業等での動きも活発である。

農業は、米作が中心で、中近東・アフリカ・インドネシア（災害対策として）へ輸出しており、昨

年は全体で20～30万トンであったものが今年は60～70万トン程度まで伸びそうである。また、来年は

100万トンを目標としている。これらの目標を達成するには何と言っても水確保がカギである。乾期

に水確保できれば、二期作又は三期作も気候的に可能であり、今よりたくさんの生産が期待される。

土壌の肥沃化のための肥料の確保、機械化、品種改良等が課題とされている。中国や韓国から小型耕

転機を導入している。品種改良は、ほそぼそと進められており、今後の日本への要請になるでしょう。

肥料は、外貨準備が少なく大量輸入は難しいのでほないか。

野菜類は、種類は豊富であるが、形、品質がタイ国などに比し著しくおちる。バナナ、ザボンは良

い。品質向上が今後の課題である。

農業省は、副大臣が事務的業務を取り進めており、大臣は、農業の経験の少ない軍人であるが、行

動は精力的で仕事熱心である。土曜・日曜も休まず働いている。毎日遅くまで仕事をし、現地視察も

頻繁である。

国民に対する信頼を一日も早く回復し、政権移譲を考えているのでないかとも思われる。急いでい

る感じが見受けられる。例えば、かんがい事業のダム工事も短期に完成させようとしており、5～6

年先の水漏れなどが心配される。

日本からの供与機材のメンテナンスも良好である。病院用機材、実験用機材なども比較的きちんと

使用している。印象がよい。

内田勝巳一等書記官・増尾学二等書記官

①　South Nawin地区のOECFローンには、農民が整備する末端水路のための経費としての、いわゆ

る2ステップローンは含まれていない。

②　ミャンマーは、世銀のランク付けで、LLDC国になっているが、経済の動を見ているともっと上

のランクのように感じられる。また、今後、急速な発展が期待される。

③　農業開発は、中央の乾煉地帯（ドライゾーン）のかんがい用水確保開発とデルタ地帯の洪水対策、

それに、国境少数民族対策を含めたかんがい開発が基本になるのではないか。

④　国境民族開発省は、2～3週間前に、この地域のマスタープランを出した。道路開発が主体とな

るであろうが、少数民族政策から経済的投資だけを考えただけでは、わりきれないものがある。こ

のマスタープラン作成には、ワーキンググループを組織し、農業省、林業者が実質的中核業務を行

なった。

現在は、農業発展がミャンマー経済を押し上げている。特に米を中心として、12品目を自由化し、

農民のやる気を起させ生産の向上を図っている。
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⑤　シャン高原地帯は、地理的に標高が高く、気候的に高原野菜が有望である。ミャンマーほ、地形

的に標高Om地帯から万年雪のある標高5，000mまで変化に富んでおり、作物栽培環境は有利な条

件がある。

⑥　今年の開発事業は、すべてにわたっているが、8つの橋の建設、12プロジェクトのかんがい開発

事業の推進である。

⑦　輸出ほ、1位木材、2位豆類、3位ゴマ（日本へ）などであり、経済活性化の方針として、1位

観光開発、2位農林水産業の開発とその加工産業の振興である。

⑧　日本への要望として、経済専門家の派遣を要望している。

⑨　ミャンマー国内のダムは、全部で47ある。
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第6章　援助実績

6－1我が国援助実績

6－1－1農業部門

農業分野への協力ほ、食糧増産援助の割合が高く、1977年から87年まで毎年供与され82年以降は毎

年24億円～25億円であった。87年までの11年間の合計は236億円に達した。有償資金協力は5案件

274．5億円、無償資金協力は11案件173．56億円（食糧援助費以外の協力）に達した。プロジェクト方式

技術協力は4案件、開発調査は5案件、専門家派遣数は113人（農林水産、1990年度まで）、研修員受

入れは365人（農林水産、1990年度まで）となっている。

分野別協力実績の中での農業分野の位置づけは、件数で無償資金協力が7．9％、円借款協力で11．

9％、個別専門家派遣数で16％、研修員受入れで23．4％、調査用派遣人数で30．6％、開発調査薬件数で

20．4％となっている。

農業分野の援助案件と実蹟は次のとおりである。

（1）有償資金協力

1979年度　　　　　精米所建設

80　　　　　　南ナウインかんがい計画

82／′　　　　　　製糖工場建設

′′　　　　　　　近代的精米工場建設

／／　　　　　　　米ぬか油製造工場建設

84　′′　　　　　　南ナウインかんがい計画

85／／　　　　　　　　　　／／

小　計　　5案件

（2）無償資金協力

1977年度　　　　　食糧増産援助

78／ノ

ア9／／

80／／

81J′

82／／

／／

／／

／／

／／

ナノ
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43．5億円

2．5／／

51．0／／

43．0　ナノ

35．OJ／

81．5／／

18．0／／

274．5／／

6．0億円

19．0／／

20．Ol／

21．0／／

22．0／／

24．0／／



83／／

84／／

85／／

86J／

87／／

小　計

1980年度

／／

82／／

83／／

／／

84／／

／／

J／

85／／

86／／

87／／

／／

小　計

（3）開発調査

1977．9～1980．2

1978．11～1980．2

1979．1～1979．3

1980．10～1981．8

1981．11～1982．9

1982．3～1982．6

1983．1～1983．5

1983．8～1984．7

1984．6～1984．9

小　計

J／

J／

J／

／／

／／

南ナウイン末端かんがい施設

林業技術開発機材整備計画

中央農業開発訓練センター計画

収穫後処理技術開発センター計画

淡水エビ種苗生産センター建設計画

果樹・野菜研究開発計画

漁船修理センター建設計画

家畜衛生センター機材整備計画

漁船修理センター建設計画

かんがい技術センター建設計画

中央林業開発訓練センター建設計画

原種貯蔵センターケンセツ計画

イラワジ河流域農業総合開発計画調査

南ナウインかんがい計画調査

ライスミル建設計画調査

オカンダムかんがい計画実施調査

収穫処理技術センター建設計画

中央農業開発センター建設計画

エビ養殖センター建設計画

園芸開発センター建設計画

漁船修理センター建設計画

家畜衛生センター機械整備計画

10件
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25．0／／

25．0／／

25．0／／

25．0／／

24．0／／

236．0／／

8．73億円

6．00／／

19．10／／

15．50／／

8．54J／

21．90／／

11．50／／

5．71／／

8．91／／

24．29／／

27．25／／

16．13J／

173．56／／



（4）プロジェクト方式技術協力

1977．12～1982．3

1978．4～1983．4

1983．10～1988．9

1988．4′、ノ1995．3

1990．8へ／1995．7

アラカン山系林業開発計画

畜産開発計画

中央農業開発訓練センター計画

かんがい技術センター計画

中央林業開発訓練センター計画

6－ト2　その他吾卵弓

（1）ミャンマーは、我が国と緊密で良好な関係を有しており、旺盛な開発ニーズがあることから、

ASEAN諸国と並んで我が国援助の重点国の一つとして位置づけられてきた。

ミャンマー叩こ対する脇力は、1963年3月の経済技術協力の締結から始まる。1988年9月の軍事

クーデター以降、事実上停止され、89年2月に現政権を承認するに至り、停止を余儀なくされてい

た既存の案件で問題のないものについて徐々に実施している。また、新規案件については、緊急人

道的援助を除き停止している。

（2）我が国の対ミャンマー援助は、88年まで我が国二国間ODA（支出純額ベース）受取国の上位を占

めてきた。88年は支出純額で2．60億ドルを供与し、第7位の供与先であった。しかし、前述の事情

により89年以降は大幅に減少し、93年は0．69億ドルである。

（3）我が国のODA実績

表6－1　　　　　　　　　　（支出純額、単位：百万ドル）

暦　 年

贈　　　　　　　　 与 政　 府　 貸　 付

合　　　 計

無償 資 金 協 力 技　 術　 協　 力 計 支　 出　 総　 額 支　 出　 純 額

89 4 0 ．36 （5 7） 3 ．52 （ 5） 4 3 ．88 （6 1） 3 7 ．72 2 7 ．5 3 （39 ） 7 1 ．4 1（100 ）

90 3 0 ．18 （4 9） 3 ．16 （ 5 ） 3 3 ．34 （5 4） 2 7 ．98 27 ．9 8 （46 ） 6 1 ．3 2 （100）

9 1 3 7 ．17 （4 4） 4 ．59 （ 5 ） 4 1．7 1 （4 9） 4 2 ．8 1 42 ．8 1 （5 1） 8 4 ．5 2 （100）

92 3 1 ．58 （4 4） 4 ．9 8 （ 7 ） 3 6 ．56 （5 1） 3 5 ．5 1 35 ．5 1 （49 ） 7 2 ．06 （100）

93 3 5 ．9 8 （52 ） 5 ．7 7 （ 8 ） 4 1 ．75 （6 1） 2 6 ．86 26 ．8 6 （39 ） 68 ．6 1 （1 00）

累　 計 7 3 4 ．19 （32 ） 105 ．8 2 （ 5） 83 9 ．97 （3 6） 1 ，59 6 ．67 1 ，4 75 ．4 7 （64 ） 2 ，3 15 ，4 2 （10 0）

（注）　（）内は、ODA合計に占める各形態の割合（％）。
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（4）DAC諸国・国際機閑のODA実績（92年、支出純額、単位：百万ドル）

表6－2　DAC諸国、ODA NET

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 合　 計

9 0 日本　 6 1．3 2 フ ラ ンス　　 9 ．7 4 ス イ ス　　 2 ．5 0 ドイ ツ　　 2 ．4 0 豪 洲　　　　　 2 ．1 9 8 3 ．0 7

9 1 日本　 8 4 ．5 2 フ ラ ン ス　　 7 ．9 5 ス イ ス　　 5 ，1 4 ドイ ツ　　 4 ．0 4 フ ィ ン ラ ン ド　 3 ．2 2 10 5 ．8 8

9 2 日本　 7 2 ．0 6 フ ラ ンス　　 3 ．3 3 ドイ ツ　　 3 ．2 4 ス イ ス　　 1．8 9 ノ ル ウ ェ ー　　 0 ．6 8 8 2 ．7 2

表6－3　国際機関、ODA NET

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 そ の 他 合　 計

9 0 ID A　　 5 4 ．0 0 U N D P　　 1 3．3 0 U N IC E F　 7 ．8 7 A D B　　　 6 ．2 1 U N T A　　　　 l．7 2 1．4 0 84 ．5 0

9 1 ID A　　 3 8 ．0 0 U N D P　　 1 7．8 9 U N IC E F　 6 ．4 4 U N T A　　 3 ．3 3 E D F　　　　　　 2 ．7 2 2 ．0 3 70 ．4 1

9 2 U N D P 12 ．6 0 ID A　　　　　 9 ．7 0 U N IC E F　 6 ．6 0 U N T A　　 2 ．10 C E C　　　　　 O ．10 1 ．1 0 3 2 ．2 0
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モニワ地域資源開発協力基礎調査47．12－51・4

ブローム

●ミャナウン

幹線鉄道整備汁画60．7－61．3

（ヤンゴン＜ラングーン＞）

生物医学研究センター建設汁画基本設計調査52．9－52．12
工業高校施設整備計画調査53．9－53．10

冶金開発研究センター設立汁画謁査53．10．－54．2
ツケナ橋梁建設汁画調査54．8－55．2

製薬研究開発センター基本設定調査54．10－55．2
ミンガラドン空港拡張計画謁査54．6－54．11

ラングーン中央診療センター建設汁画55．川－56．8
中央農業開発センター建設汁画57．3－57．6

教科書印刷機械整備計画58．4

看護学校建設計画57．1卜58．3

ラングーン鉄道環状線電化計画58．7－59．】0

ライン河橋建設汁画59．7

＜広域＞

・東南アジア・デルタ謁査37．10－38．2
・鉱物資源調査37．11－37．12

・電三吉設備設置詔画調査50．1卜51．10
・南ナウインかんがい計画調査53．＝卜55，2

・ティスミル建設計画調査54．卜54．3

・収穫後処理技術センター建設計画56．11－57．9
・郡市飲料水開発汁画56．ト56．12

・テレビ放送施設拡充汁画57．3－57．6

・鉄道整備計画58．3－58．4
・評価調査57．11

・船舶修理ドックヤード建設汁画58．3－59，3

・青少年教育センター建設計画58．2－58．9

N
卜
丁
十

イラワジ河橋建設計画調査60．7－61．3

イウラン河架橋計画調査48．8－50．9

イラワジ河流域農業総合開発汁画調査52．9－55．2

天然ガス資源開発汁画調査38．2－38．4

チャンギンセメント工場拡張汁画調査53．1卜54．6

・エビ養殖センター建設計画58．1－58．5

・富芸開発センター建設計画58．8－59．7

・経済技術協力調査59．2－59．3
・漁船修理センター建設計画59．6－59．9

・郡市飲料水開発言十画59，6－60．3

・医療機材整備言十画59．7－59．8

・家畜衛生センター機材整備計画

・鉱物資源開発計画調査47．3
・製油所建設計画調査5l．2－51．10

・LPG回収計画調査56．8－57．1

・LPG総合冊発汁画59．7－60．9
・プロジェクト襲定調査59．3

図6－1開発調査
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レクト

ミ十ンマー

イ　　ン　ド

㊥Ⅶ三毛且誅の譲与及び唱話田螺刷
システム拡充

＠マンタレー総合病院地腹粁備汁画　　ノ

㊥消防装備強化汁画　　　　　　　＼

㊥噂持回鳩網システム補修汁画　　ノ

バングラデシュ

㊨二十オンジャソト多目的ダム址没

⑳鵜市政料水開発汁画

⑳排熱回収允屯汁蘭

⑳マン石油精製所

⑳工業化プロジェクト

㊨チャンキンセメント工場拡張‖）、川）

◎チャンギンセメント工場鉄道電化

㊥林基技術l講先即イ焚僻佃

〈D米めか油製迫工場

⑳ぞ．了性ソーダ・プラント汁画

㊨他方都市筍日吉交換器整備計画

㊨末端濁濃鬼没迅投打画

ミャンマー

㊥←⑳原種貯蔵センター建設計画

㊥十②冶金研究開発乍ンター
＼

・／●Ll

′′　●、■′

フ　ラオス

㊨マルタパン擾沖
石油開発汁画

㊨ラングーン国際空稽拡那十画

②縮錠技術訓鮫センター

⑳帯住関先

⑦感染症研究・対籠

⑳＋⑦製薬研究開発センター

㊥生物医学研究センター

⑳花王舌機器の濾与及び電話回線岬システム拡充

⑳ラングーン総合病院施設蔓㈲計画

㊨鳳劉朗細個

㊥電話回繊間補修計画

⑳ラングーン総合店院＋⑦消化器病プロジェクト

㊥消防装備射ヒ計画

⑬テレビ放送施設拡充計画

．㊨淡水エビ種苗生産センター

㊨看護竿佼

㊨粁少年教育センター

㊨教科廿作製施設拡充汁画

㊥飢舶催PEセノクー

⑳家市衛生センター嵐目撃備計画

①テイラワ造船所址設汁画（E／S）

（診ガスタービン先凋所計画

①国昭通†言拡充計画

⑦洞イヒ㌫懇染症

①ラングーン妃花押改善汁拘

⑳＋⑦砺卯教帯訓練計画

図6－2　プロジェクト所在国
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㊨パル一子十ン水力矢花（郡l発電所）
㊨パルーチャン罪2発電所改修汁画

㊨郡2バルブおよび製紙工場

⑳製柏工場

㊦雨ナウインⅧ既汁画

㊨陶磁宣言工射十画

㊨天然ガス光電機計画

㊥収穫後処理技術センター

⑦＋㊥中央農業開発訓鮫センタ‾

⑳果樹・野菜研究開発汁画

⑳工業及び医敷川アルコール第2工場修復計画

㊥＋⑳中央林業開先訓綾センター建設汁画

◎シリアム梢油所拡張汁画

⑦濾紙技術センター計画

㊨製鋼工場任技量1’画



6－2　諸外国及び国際機関の援助実績

ミャンマーに対する援助は二国間が多く、主な供与国は日本、旧西ドイツである。国際機関では、

世銀グループ、ADB、UNDPが多い。DAC諸国は1992年支出純額で82．7百万ドルを供与しており、我

が国が87．2％、（DAC諸国全体に占めるシェア）フランスが4．0％、ドイツが4．0％、スイスが2．3％で

ある。国際機開からのODAは1992年支出純額で39．4百万ドルである。主要援助機関はUNDP（国際機

関全体に占める割合32％）、IDA（同24．6％）、UNICEF（同16．8％）などである。

UNDPの1993－94の援助計画ほ、人民の福祉向上、草の根的活動を基本とし、15事業を予定してい

る。2事業は教育、5事業は保健、飲料水、衛生、エイズ、4事業は農林業、環境、食糧自給、収入

拡大、2事業はへき地の小規模開発、2事業は訓練などである。

6－2－1二国間

（1）旧西ドイツ

旧西ドイツは、二国間で日本に次ぐ第2の援助国である。過去の援助形態を見てみると借款が多く、

またグラントの大部分は技術協力であった。しかしミャンマーのLLDC申請が承認された1987年末よ

り援助の方針は大きく変わった。すなわち、既にコミットした87年分も含め、それ以降の援助は全額

グラントとすることになったのである。また、ミャンマーの国際収支悪化、物資不足が続くかぎり、

商品援助（ダランりを続け、農業援助を年間10～15百万DMの規模にし、工業開発・インフラ部門援

助を継続するなどの方針が決められ、88年のグラント・エレメントは100％になった。しかしながら

他の先進国同様、旧西ドイツも、88年に成立した軍事政権の承認を控え、援助を停止した。

（2）米　国

米国の対ミャンマー援助は1960年代中頃から15年間中断されていたが、80年に復活、84年にほ日本、

旧西ドイツに次ぎ、第三の援助国となった。

89年現在進行中のプロジェクトは、医療、農業生産、農業調査・研究、乳幼児死亡率引き下げのた

め高度な治療、地域開発トレーニングである。88年の支出額は13．6百万ドル、89年は援助が停止され、

コミットメントはゼロ、支出額は7百万ドルにとどまった。

（3）オーストラリア

オーストラリアの対ミャンマー援助ほ、コロンボ・プランに基づき1954年に開始され、その後継続

的に実施されてきた。オーストラリアはミャンマーと歴史的に深い関係があったわけではないが、

オーストラリア援助の基本理念がBHN充足を目指していることから、LLDCに属するミャンマーに積

極的に援助してきた。一方、ミャンマー側も、オーストラリアの政治的中立性から同国の援助を積極

的に受け入れてきた。

89年の援助額を見ると、ネットで4．2百万ドルで、その内訳は、全額贈与で、食料・災害援助と技術

協力に分かれる。
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6－2－2　国際機関等の援助

（1）アジア開発銀行（AsDB）

アジア開発銀行は、ミャンマーの外貨不足を緩和するための輸出活動の促進、作物の多品種化の促

進、将来の発展の基礎となる社会資本整備の拡充に重点を置いている。

1990年末までに承認された32件総額531百万ドルのプロジェクトのうち、27件は終了し、5件は継

続された。契約額は7．7百万ドルで累計額は実効額の78％に当たる4億12百万ドルであった。支払い

額は、89年には30百万ドルであったものが90年には11．5百万ドルとなった。累計支払い額は、実施額

の74％に当たる391百万ドルとなった。

（2）国連開発計画（UNDP）

UNDPは在ミャンマー最大の国連援助機関として、対ミャンマー援助における調整役を果たしてい

る。援助はすべて無償技術協力であり、投資前調査、及びそれ以外の技術援助（訓練、専門家派遣、

機材供与など）が行われている。第5次4ヵ年計画の開発政策に沿っては、「輸出に寄与する農業セン

ター」に絞って援助を行った。
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第7章　ADCAとしての今後の対応

ミャンマー連邦とADCAとの関係は、ADCA設立初年度の昭和52年に、三祐コンサルタント会員が

イラワジ河上流農業開発計画のプロジェクトファインディソグを実施して以来、約10社におよぶ会員

が約30件の農業開発案件を発掘して今日に及んでいる。その間、昭和63年以降の政情混乱と人権改善

等の微妙な国際政治情勢とわが国ODAの限定的停止状況等もあって、会員のプロジェクトファイン

ディソグ活動も一時低迷したが、東西冷戦終結後の民主化、市場経済化移行の世界的潮流とともに、

現地状況の好転化を期待して、再び会員のミャンマー連邦に対する関心も高まってきたかに感じられ

る。今回、その気運を捉え、現地調査団の調査結果を踏まえて、ADCAとして今後どのように対応す

べきかについて整理したい。

ADCAは、言うまでもなく法人会員により構成される民間団体（公益法人）であり、海外農業開発

協力を効果的に推進することを目的として各種事業に取組んでいるものである。従って、今回の国別

農業農村開発情報収集調査もその趣旨に沿ったものであらゎばならない。すなわち、わが国のODAが

ミャンマー連邦に対し展開される場合に、ADCA会員の負うべき役割について検討することであろう

と考える。

ADCA会員の従来の発掘案件の種類は、農業農村総合開発手法の検討、地域農村総合開発計画・米

穀流通調査等ソフト的なものから、種子普及農場計画・農村開発センター計画等プロ技協案件に撰す

るもの、そして、地下水利用潅漑計画・地区潅漑計画等伝統的なハード案件に至るまで多種多様であ

り、会員自身、その中心課題を摸索しているかの印象を受けるが、要は、ミャンマー側の期待も大で

国家計画としての位置づけも明らかであり、事業実施並に運営に関する保証も確度が高く、卑益効果

の大きなものであって、かつ、わが国政府のODA予算支出上も問題のない案件であることが重要であ

る。

ミャンマー連邦ほ、今回の調査を通じて痛感したことの1つに、観光と農業を国家経済浮揚の基礎

に据えて、鋭意努力していることがあげられる。このことは、大戦後50年を経た今日、数多の開発途

上国が、それぞれに民族の向上発展を願って様々な選択肢の中から農業を基盤として段階的な発展に

努力した国が着実に中進国としての地位を確保していることからも明らかなように、一見、迂遠に見

えて、その実、捷径であることは疑いもなく、賢明な選択であると言える。さらに付言すれは、ミャ

ンマー連邦の現況は、極端な社会基礎インフラの欠除が目につくことである。戦後のわが国は、占蘭

下にありながら経済安定本部を設置し、高度の国家経営計画のもとに憤斜生産方式等を採用して乏し

い財源の有効活用を図り、荒廃した国土の復興に努めて今日に至っているが、ミャンマー連邦の長中

期的国家経営戦略、経済計画は不透明であり、その結果として基幹動脈たるべき基礎インフラ、流通
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網等の不整備が目につくように思われる。そして基礎資料の不備、度量衡単位の特異性がそれに拍車

をかけている。また、わが国が過去において、賠償、準賠償以来実施した各事業は、見る限り、それ

ぞれに成功し、資機材ほ丁寧に管理・運転されている。これらのことからも、従来のわが国農業案件

協力の姿は当を得たものであり、その基本姿勢を推進して間違いではなく、この国の現状に照らして

無駄になるものは無いと考える。

このような基本姿勢に立って、わが国もODAを再びこの国に展開するに際し、ADCAとしてお手助

けできるものは、その緊急度から見て次のようなことではないかと考えた。

1）過去の農業協力案件のフォローアップ

わが国とミャンマー連邦との賠償協定ほ、1955年4月16日に発効し、1965年4月15日まで11年間に

わたり実施され、1963年3月29日以降1972年4月15日までの準賠償、1975年以降一般無償、1969年以

降有償協力が実施されている。

その間、農業案件としては、農機具製造工場、南ナウイン地区末端潅漑排水施設、中央農業開発訓

練センター建設計画、収穫後処理技術開発センター建設計画、果樹野菜研究開発計画、家畜衛生セン

ター機材設備計画、潅漑技術センター建設計画、原種貯蔵センター計画、精米所建設、南ナウイン准

漑事業、米ぬか油製造工場計画、アルコールプラント建設計画等々のはか、技術協力、専門家派遣の

各種案件が実施された。これらのものを再度見直し、賠償時代以来使用している資機材の補充交換を

行い、先輩派遣専門家努力の跡を継承補充することは、事業目的を達成する上からも、対人交流の上

からも重要であり、援助効果も大きいと考える。ADCAはその再点検業務をお手伝いできる。

2）マスタープランの作成

ミャンマー連邦政府の経済戦略の基盤は農業であると考えるが、農業の地域別、時期別、作目別、

形態別あるいは段階別発展過程について、個別案件を立案する戦術論的作業の前段として、農業発展

の基本戦略が構想されねばならない。それは、ミャンマー連邦政府の意図する国家経営の将来像の中

で、農業の占める位置、目的を明らかにするとともに、開放政策、市場経済導入を背景とした流通組

織、技術体系、営農類型、農民組織、農業金融、農業共済、農村保健衛生等に関する諸制度の整備

等々を含め、農業のあらゆる側面について洞察し、基本方向を明示するものでなければならない。

わが国に於いては、社会経済発展計画を上位計画とし、農業基本法に於て農政の基本が宣言立法さ

れ、関連諸法規が整備されているが、ミャンマー連邦政府に於ても、中長期にわたる戦略が明確化さ

れ、農業がその基幹部分として構想確定されなければならない。その意味でマスタープランの作成は、

緊急且つ重要な作業であるが、構想の基礎部分は政府自らの業務であると考えるので、ADCAは、そ

の技術論としての個々の部分についてお手助けできるものと考える。
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3）農業インフラの整備

地域計画手法は度々人体に例えて説明される。すなわち、基幹道路、鉄道は骨格に、流通組織は循

環器系統に、そして、農業農村活動は内蔵諸基幹にである。ミャンマー連邦が健全に発育生成するた

めには、そのいづれもが健康であらゎばならないが、順序としては、地域の背骨となる幹線道路が優

先し、引続きそれに付随する地域の農業基盤（農道、用排水路、圃場）の整備、農村生活施設（飲雑

用水、下水、エネルギー）の整備、通信、運搬施設等の整備が行われるものと考える。

もちろん、地域毎の特性、例えばドライゾーンにあっては水資源の確保とその安定供給のための諸

施設（ダム、貯水池、揚水場、用水路、集水渠等）が必要であり、低湿地帯にあっては排水機場、防

潮水門その他の諸施設が必要となる。それ等は、マスタープランに示される地域と種別の序列に従っ

て逐次実施されてゆく。

これ等は、農業総合開発計画として、飲雑用水供給による婦人・児童の水汲み労役からの開放、就

学時間の確保、小家畜類飼育、花井園芸作物栽培、手芸等による副収入増加、防風林、薪炭林造成、

農地保全、草地造成侵食防止、バイオガス用厨房近代化などを含め、農産加工、農村工業導入等をも

展望したものとして整理し、マスタープランを構成する基本単位として位置づけて置くことが好まし

い。ADCAは、そのいづれの部分にもお手助けすることが出来る。

4）基礎資料の整備

現地調査の結果として、気象、水文等、諸観測記録等は、それぞれの現地に旧来のフィルムシステ

ムで保管されており、その単位はC・G・Sではない。また、各種統計資料等も短期間に入手するこ

とが困難であった。これは、各種の企画立案、あるいはその判断に当って、度々、迅速を欠き不便を

かけることとなる。従って、これらを一元的に収集整理し、世界共通の単位にあらため、出来うれば、

コンピューターシステムの中にインプットすることが出来れば、今後の援助活動に極めて便利である。

特にミャンマー独特のバスケット単位等は、容易に理解することはできない。この業務は、一見単純

そうでありながら、かなりの努力と技術的判断を要し、ADCAはそれを担当し得ると考える。

その他、ミャンマー連邦政府として留意されることが良いと考えられる幾つかの点は、“要約’’に

於て提出した。
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第8章　面談者並びに収集資料

8－1面談者リスト

面談者リストは、単に主要面談老を羅列するのみではなく、その接触頻度をも知ることがのちのち

重要であると考えたので、第一次・第二次の調査期間を通じての面談老リストとして整理した。

1994年10月12（水）

佐々木　正　雄

樫　尾　正　和

10月13日（木）

増　尾　　　学

梶　原　親　信

秋　谷　憲　夫

10月14日（金）

田　島　高　志

小田野　展　丈

内　田　勝　巳

増　尾　　　学

吉　田　芳　夫

井　崎　　　宏

梶　原　親　后

U THEIN AUNG LWIN

U ANTT KYAW

U KHIN MAUNG HLA

Dr．KYI WIN

col．WIN MAW

：FAOアジア太平洋地域事務所畜産専門家

／′　　　　　　林業専門家

：駐緬日本大使館二等書記官

：ミャンマー連邦農業省潅漑局濯漑技術センター（ITC）派遣JICA専門家

：三菱商事㈱ヤンゴン駐在事務所長

：ミャンマー国駐割特命全権大使

：在緬日本国大使館公使

／′　　　一等書記官

J′　　　二等書記官

：在緬JICA事務所長

／／　　　　次長

′／　　　　ITCリーダー

：Director General，国家計画経済開発省対外経済関係局

：DeputyDirector General，　　　／／

：Staff Officer ll

：Director　農業省計画局

：Director of Economic Affair　農業省計画局

U AUNG NAING HTUN：Deputy Director of Foreign Relation

U KYI WIN

U THAN HTAY

U TUN TUN Oo

井　上　幸　一

：Assistant Director l／　　　／／

／／　　　　　　　　J／

：LiaisionOfficer，農業省潅漑局

：㈱三祐コンサルタンツサウスナウインプロジェクトチームリーダー
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太　田　国　夫

YUJINIIMI

U OHN MYINT

10月15日（土）

U TUN TUN Oo

THAUNG LWIN

U MAUNG MAUNG TIN

U TUN TUN NAING

U SOE TUN

U HLA MYINT

U VICTOR

U TIN MAUNG AYE

井　上　幸　一

10月16日（日）

U MYO LWIN

UMAUNGMAUNG TIN

井　上　幸　一

10月17日（月）

TOSHIRO TANAKA

CHOI SANG KYUN

TUN NAING

U MOE PAW

U THAN TUN

U KYAW THAUNG

U AUNG KYI TUN

U AUNG HTOO

NYUNT AYE

10月18日（火）

U THEIN LWIN

SHWE BTN

U KHIN MAUNG NYUNT

：㈱三祐コンサルタンツECFAミャンマー調査団団員

：ITC調整員・JICA派遣専門家

：Directorof Design Branch，農業省潅漑局

：Liaision Officer，農業省潅漑局

：B．E（Machanical）Assistant Director　　　　　　農業省潅漑局

：Deputy Director of South NawinIrrigation Project　／J

：Assistant Engineer l／　　l／

／／　　　　　　／／

／／　　　　　／／

l／　　　　　　J／

／／　　　　　　／／

／／

／／

／／

／／

／／

／／

／／

／／

J／

：㈱三祐コンサルタンツサウスナウインプロジェクトチームリーダー

：Director of North Nawin Dam

：DeputyDi［eCtOr Of South NawinITrigation Project I／

：㈱三祐コンサルタンツサウスナウインプロジェクトチームリーダー

：Asst，Resident Ropresentative of UNDP

：Chief TechnicalAdministration of Dry Zone Agriculture Project，FAO，

：Programme Officer of UNDP

：（Retd，Major）GeneralManager，貿易省農産物取引公社（MAPT）

：GeneraZ Manager l／

：Assistant GeneralManager　　　ナノ

／／　　　　／／　　　　　／／

：Assistant Manager　　　　　　（／

：GeneralManager　　　　ミャンマー輸出入公社

：Director　エネルギー省エネルギー計画局

：B．E（chemical）Deputy Directorl／

：Assistant Director，Design Branch農業省潅漑局
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U TUN TUN Oo

仰　木　文　男

舟　橋　和　男

10月19日（水）

増　尾　　　学

梶　原　親　倍

YUJI NIINO

Dr．THANE HTAY

U AYE THEIN

U AUNG PAR THEIN

U OHN MYINT

U KYAW MYINT

UMAUNG MAUNGTHAN

U ME WIN

U TUN TUN OO

：Liaision Officer

：ITCJICA専門家

／／　　　　　　／／

農業省潅漑局

：在緬日本国大使館二等書記官

：ITCリーダー，JICA専門家

：調整員JICA専門家

：HeadofPlantProtrction　野菜果樹研究開発センター（VFRDC）農業公社（MAS）

：Project Manager　　　　　　　／／

：DiretorGeneral　農業省潅漑局

：Director of Design Branch，Head ofITC Programme／／

：DeputyDirector　　／／　　　　Head ofITC l／

：Assistant Director　／／　　　Deputy Head ofITC／／

：Sub－Assistant Engineer　　／／ITC Counterpart　　／′

ニLiaision oficcr

10月20日（木）

COMMANDERAYEKO：DeputyDirector General　　　　農業省計画局

U TIN HTUT OO

U AUNG NAING TUN

U THAN HTAY

U TIN AUNG

U THEIN HAN

U SAI AUNG MYA

U AUNG THWIN

U WIN MAUNG

U AUNG SAN

U KYAW SOE TUN

10月21日（金）

小田野　展　丈

高　田　充　人

増　尾　　　学

UKHINMAUNGNYUNT

：Director

：DeputyDirector

：Assistant Director

：Managing Director

：Deputy directoT General

：Director

：Director

：Deputy Director

：DeputyDirector

：DeputyDirector

〝

／J

r′

ミャンマー　永年作物公社

農業省土地管理局

／／

農業省潅漑局

／／

農業省農業機枕局

農業公社（MAS）

：在緬日本国大使館公使

′′　　　　一等書記官

／′　　　　二等書記官

：Assistabt Derector，Design Branch
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U TUN TUN OO

U KYAW SOE TUN

10月22日（土）

増　尾　　　学

梶　原　親　信

1995年1月8日（日）

増　尾　　　学

梶　原　親　信

DAW WINN WINN

U THAUNG HTUN

1月9日（月）

DAW WINN WINN

U THAUNG HTUN

U MYINT THAN

U LWIN MOE

U OHN MYINT

U MAUNG MAUNG

UMAUNGMAUNGTHAN

1月10日（火）

U MYO NYUNT

DAW AYE AYE MAW

DAW NWE NWE WIN

U DHONE MYINT

U AUNG MYINT

U TIN WIN

1月11日（水）

U KAN NYUNT

U SOE LIN

U HLA SAN

U MYO NYUNT

：Liaision Officer

：DeputyDirectoT

：在緬日本国大使館二等書記官

：ITCリーダーJICA専門家

：在緬日本国大使館二等書記官

：ITCリーダーJICA専門家

：Assistant Director

：Assistant Engineer

農業公社（MAS）

農業省涯漑局

J／

：Assistant Director

：Assistant Engineer

：DeputyDirector of Nga Moe Yeir Dam Project

：Assistant Director l／

：Director of Design BTanCh　　　（／

：DeputyDirector ofITC　　　　†′

：Assistant Director ofITC　　　　／／

：DiputyDirector of Mandalay Division

：Assistant Enginee㍉Muin Gyan Office

：Clerk l／

：Sub Assistant Engineer，Nyaung Oo Farm

：Assistant director AMDNyaungJ′

：Assistent Manager MAS Nyaung／／

：Manager ofMAS，KyaurPan Taung Office

：Sub Assistant Engineer　　　　／／

：Assistant Manager ofMAS，Chaung Ma Farm

：DeputyDirector of Kyauk Ta Line Dam，
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J／

J／

l／

J／

†／

／／

農業省潅漑局

／／

ナノ

／／

J／

／／

／／

／／



U KHIN MAUNG SAN

U THEIN LWIN

U BA MYINT

Dr. PYAT TIN

1£12B (#)

U THAN HTAY

DAW KYU KYU THIN

U SWE MYINT

U AUNG SAN

UBO

U HLA SOE

U ZAW WIN

1月13日（金）

田　島　高　志

小田野　展　丈

内　田　勝　巳

高　橋　好　子

増　尾　　　学

吉　田　芳　夫

井　崎　　　宏

梶　原　親　信

仰　木　文　男

舟　橋　和　男

U AUNG PAR THEIN

井　上　幸　一

秋　谷　意　男

伊　東　宏　祐

崎　山　万　平

: Sub Assistant Engineer, Taung Pha Office　　　　　農業省港概局

: Sub Assistant Engineer of Kinda Dam Project

: Assistant Engineer, SHWEDAUNG RESEARCH FARM, ∫/

: Divisional (Cotton)Manager, SHWE DAUNG RESEARCH FARM ∫/

：Director of MandalayDividion 農業省潅漑局

:同上夫人･作家･歌手

: Project Director of Myanmer Sericulture Project,　　農業省締約公社

: Manager ∫/

: Foctory Manager　　　　　　　†/

:元日本人専門家(1953,田中太郎･加納新一･石角巌氏)カウンターパート

: Assistant Director at Botanical Garden,林業省

：ミャンマー国駐割特命全権大便

：在細目本国大使館公使

／′　　　　一等書記官

Jノ　　　　ー等書記官

／′　　　　二等書記官

：在緬JICA事務所長

／／　　　　次長

l／　　　ITCリーダー，JICA専門家

†′　　　ITC，JICA専門家

：Director General農業省潅漑局

：㈱三祐コンサルタンツ，ミャンマー支店長

：三菱商事㈱ヤンゴン支店長

：日商岩井㈱　　′′

：三井物産㈱　／′

外ADCA賛助会員各社支店長
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8－2　収集資料一覧

香

号
資 料 名 発行者等

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

ll

12

13

14

15

16

ミャンマー事情

ミャンマーの基礎指標

ヤンゴン案内

R eview of the F inancial′E conom ic and Social

在 ミャンマー大使館

在 ミャンマー大使館

在ミャンマー大使館

1994, M inistry of national p lanning and E conom ic
C onditions for 1993/94

S outh N aw in Irrigation project

N orth N aw in D am

U N D P A ssistance to M yanm ar 1993-1994 (G overn-

ing C ouncil D ecisions 92/26 and 93/21) D ecem ber

993

A g riculture S ector P rog ram m e R eview M ission,

D raft M ission R eport.

H um an D evelopm ent Initiative, 94一95 A griculture]

D evelopm ent an d E nvironm en t R ehabilitation in

D ry Zone.

H am an D evelopm ent Initiative,W atershed M anag-

em ent for three C ritical A reas

H am an D evelopm ent Initiativ e, Com m unity

D evelopm ent of A yeyarw ady M angroves

H am an D evelopm ent Initiativ e, Com m unity

M ultip urpose F uelw ood w oodlots

S ocio▼E conom ic M onetary and R esource T ables

A sian D evelopm ent outlook, 1994

Country H um an D evelopm ent Indicators,94

W orld tables, 94

D evelopm ent.
国家計画経済開発省

かんがい局､ プロジェクト現地

かんがい局､ プロジエクtl現地

U N D P

U N D P , 1989. 10月

F A 0 ､ ヤンゴン

F A 0 ､ ヤンゴン

F A 0 ､ ヤンゴン

F A 0 ､ ヤンゴン

1993､ U N D P

′′

U N D P

W ord B ank

ー95一
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督　料　名 発行者等

1 7 Statistical Indicators for Asia and the pacific,
m arch 1994.

UNDP

1 8 D irectory of the council of ministers (CABINET) UNDP
Heads of Departments and Enterprises of the
Goverment of the union of Myanmar.
Expert Consultation of the Asian network on
Irrigation/water management (In Myanmar).

Rainfall and Evaporation data of the different
Region in manmar

Soil and land use survy of MAGWE District.8

22 Myanma Agriculture service vegetable and fruit
Research and Development centre, HLEGU

23 Irrigation Technology centre project (ITC)

24 | ITC Computer section

25[Report onIT C

26 Status of irrigatian Development in Myanmar,
1994. 7. 15

27 Some facts on myanmaAgriculture

U khin manngnyunt Assistant Director Irrigation
Department.

d'A/ dH ^/gj

Land use Bureau

Ministry of Agriculture

ITC

ITC

ITC

d'A/dU ^jg

' 04-0
=nT l!

2 8 Anual development of crrigable area unber
a ccomplishment of ID

/5:>A//&H'>

29 | Agricultural Science and Technology in Myanmar

30 Measures for agricultural development in Myanm-
ar.

31 Concise of Master Plan Development of Border
Areas and National Races.

32 Measures Taken for Development of Booder
Areas and national Races (1989-1992)

33 Myanma Agricultural Produce Trading (MAPT)
Ministry of trade

MyanmaAgriculture Service

MyanmaAgriculture Service

Ministry for Progress of Border Areas and
National Races and Development affaires

Ministry of Border Areas and National Races
Development

MAPT



香

号
資 料 名 発行者等

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

M yanm ar w ater R esouces and its utilization .

-Mean Monthly Rainfall1981-90
▼Mean Month】ly Maxim um Tem pe【ature
Mean Month】ly Minimum Temperatu｢e

▼Mean Month】ly Relative Humidity
S elected indicators of food and A griculture

D evelopm ent in A sia-pacific R egion, 1982-92

N ational plans for A gricultural D evelopm ent in

A sia一pacific R egion: A C om pilation

N G A M O Y E IK D A M

Y A N G O N C IT Y M A P

M Y A N M A R A G R IC U T U R E SO M E H A S C

F A C T S

Irrigation w orks in m andalay

S hw edaung farm

C urrent Situation of M yanm ar S ericulture

E IU C ountry R eport 1st 3rd 4th quarter 1994

M yanm ar(B urm a)

D r. O H N M Y IN T -D esign B ranch (設計部長)

lD

R A P A , B A N G K O K 1993

R A P A , B A N G K O K 1992

P R O JE C T O F F IC E

M Y A N M A R A IR W A Y

M inistry of A griculture

港親局マンダレ一地区本部

農業省締約公社

農業省綿解放構

T he E conom ist Intelligence U nit L im ited 1994
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8－3　現地視察報告

8－3－1　ミャンマー養蚕の現況

1．経　桂

近代養蚕は、1952年日本の倍償基金で援助されたものであった。1979年頃がピークで約1，781ha

の面積を有したが、1993年は、まゆ糸で34，897kgの生産であった。

2．目　的

（1）絹糸巻工場の確立（2）絹織物産業の発展（3）まゆ、紡績糸及び製品の輸出

3．1993／94年のミャンマー轟栽培とまゆ生産

桑栽培面積886ha、まゆ生産量5，779kgであった。

桑 栽 培 面 積 まゆ生産 量 （緑） 1994桑 栽培面積計画

チ ソ州
640　 ha 5 ，253 kg 138　 ha

カヤ州 148 358 525

マ ンダ レー管 区 64 132 413

カチ ン州 28 36 28

シ ャン州 6 ー 34

合　 計　 」
886 5，779

1994／95のまゆ生産量は36，141kgを計画した。

4．短・長期計画

短期計画末の収入を2．26百万ドル、長期計画終了時の収入を22．6百万ドルと見込んでいる。

単位 短　 期　 計　 画 長　 期　 計　 画

19 9 3／ 9 4～ 9 5／ 9 6 1 9 9 6／ 9 7～ 2 0 0 0

桑　　　　　　　 h a 2 ，4 2 9 2 4 ，29 0

ま ゆ 生 産　　　　 k g 5 3 5 ，7 14 5 ，3 5 7 ，14 0

紡 績 糸　　　　　 k g 4 4 ，6 4 3 4 4 6 ，4 30

収 入　　　　　　 百 万 ドル 2 ．2 6 2 2 ．6

絹糸巻き工場

－S‖k Reeling Factory－

（1）経　緯

位　置：Dokwin村、Pyin oo Lwin郡

h98一



設　立　：1953

所　管；1993、農業省

（2）工場概要

全面積　　　20ha

工　場　　　3ha

桑面積　　11ha

（3）絹糸巻工場能力

糸巻機械

稼働時間

人　　員

まゆ（緑）

紡績糸

綿の太さ

伍）現在の状況

まゆ生産

紡績糸生産

104

1日8時間

75人

145，089kg

ll，607kg

20／22デニール、40／44デニール、60／66デニール

1993（実績）　1994（計画）

5，780kg　　　　36，140kg

195kg　　　　　　289kg

8－3－2　ヌガモエクダム

ーNGAMOYE．K DAM－

1．位　置

ヤンゴン管区レグ郡ファンギィ村、バゴー川支流ヌガモエク川。

2．目　的

主目的は、モンスーン水稲かんがい用水供給及び水稲の二期作並びにドライシーズン作物への水

供給である。この事業は、またバゴー川支流ヌガモエク川の洪水予防も兼ねている。またヤンゴン

市の飲料水にも供給する。

3．事業概要

バゴー川の支流でダム流域は、414．5kdである。かんがい栽培延面積126．000エーカー（51，012．2

ha）、実質700．000エーカー（28．340ha）がこのダムの受益面積となる。作付率を180％としている。

ヤンゴン市委員会に対する水供給も行なう。

4．ダム諸元

（1）流域面積　414．5k虚 （9）洪水量　312．3n子／s
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（2）ダム総延長　4，725．5m

（3）堤高　22．85m（最大）

匝）貯水量　222百万d

（5）死水量　44．8百万d

（6）貯水面積　44．5嘘

（1ゆ　取水規模1．8mXl．2m　3本、延長　97．5m

00　取水量　22．67Ⅰ戎／s

㈹　水路延長　389．5l皿

㈹　水路構造物数　304ヶ所

㈹　かんがい面積　28．340ha

（7）余水吐巾　45．72m、延長　85．34m㈹　栽培面積　51，012．2ha

（8）余水吐タイプ、自然越流　　　　　㈹　作付率180％

5．事業費

全体1，050百万チャット　うち100百万チャットほ外貸分。

6．工事期間

開　始1992／93

完　成1994／95

8－3－3　シウエダン農場（Shwedaung Farm）

1．経　韓

この農場は1982年に設立した。ヤンゴンーマンダレ一道路沿いのウンドゥンの北方約15マイル

（約25血）に位置する。綿及び畑作物の多様な種子生産を行なっている。農場栽培は、1994年9月

からミャンマ綿絹公社に編入され運営されている。

2．目　的

シウユダン農場の目的概要は次のとおりである。

（1）綿種子農場

（2）綿栽培管理、病気、かんがい試験栽培

（3）農民及び普及員に対する綿栽培方法促進のための短期研修

（4）綿栽培農家に対するデモンストレーション農場

（5）最適栽培パターンにおけるかんがい作物栽培

3．スタッフ

農場長　1人、次長1人、アシスタントスーパーバイザー1人、副6人、助手4人

4．農場

平垣地、土坂ほ仲積層でPH6～7．5、かんがい用水はキンダダムから取水。

利用状況　　　　　合計　1．080エーカー（437ha）

耕　作　地　　　　　　　826　　′／　、かんがい地域200エーカー

建物、農道等 254　　／／
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5．気候条件

ミャンマーの中央ドライゾーン、5月から10月が雨期、最高気温37．5℃、最低気温11．5℃、（12

月～1月）、年降雨量610m恥

6．栽培パターン

（1）夏稲－モンスーン稲qChick Pea

（2）モンスーン前綿－モンスーン稲－Chick Pea

（3）　　　′ノ　　　ー線　豆－モンスーン後綿－

（4）　　　′ノ　　　ー早期ゴマれモンスーン後綿－

7．種子生産

（1）モンスーン前　　綿、夏稲、ゴマ

（2）モンスーン　　　緑　豆、米

（3）モソスー∵／後　　綿、Chick Pea

8．機械類

ブルドーザ、トラクター、ハンドトラクター、ポンプ、パワースプレーヤー、播種器ほか

8－3－4　かんがい技術センター（ITC）

一Irrigation Technology Center Project－

1．経　緯

1984年10月　ミャンマー連邦政府から日本政府へITC建設計画の要請、プロ技方式

1986年8月　交換公文締結、2，982百万円、コンピューター、試験施設、機械、建物・農場等建設

場所はバゴーとする。

1988年3月ITC施設建設完成

1991年5月　第二次交換公文締結

1997年3月　協力終了予定（1994．9月2年間のフォローアップ決定）

2．組　織

かんがい局設計部長が直接責任者、設計部次長がITC所長。6　技術部門

（1）水理実験（2）建設資材試験（3）コンピューター（4）かんがい技術

（5）研修（6）設計基準

3．プロ技の達成目標

ミャンマー連邦の水資源の有効活用を図り、農業生産の安定向上を目標としている。
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4．プロ技の目的

1991．5月の交換公文によると、ミャンマー連邦のかんがい技術水準の向上を目的としている。次

の分野とする。

（1）技術データ資料の収集解析

（2）かんがい施設の設計標準及び基準の準備

（3）土壌、建設費材、水質のテスト及び解析

（4）水理模型実験

（5）かんがい技術者及びスタッフの研修計画の策定

5．計画内容

（1）長期専門家5人

（2）短期専門家

（3）資機材の供与

（4）カウンターパートの日本研修

6．活動実績

（1）研修61コース、参加者1，249人終了した。

（2）2つのダムの施工管理の向上に貢献。

（3）農業省のかんがい事業にアドバイス。

（4）ITC農場で、小規模かんがいシステムの試験を実施。

8－3－5　ミャンマー野菜・果樹研究開発センター（V．F．R．D．C）

LMyanma Agriculture Service Vegetable and Fruit Research and Development Centre－

1．経　緯

設　立　1986．3

場　所　　ヤンゴン北西約60k恥　ヤンゴンーマンダレー一国道沿い

施設・機械・建物は、日本のJICAからの無償協力による。

2．目　的

野菜・果樹の研究開発を行なうこと。

野菜・果樹の国内、国外の収集を行なうこと。

野菜・果樹の良質品種の生産供給を行なうこと。

野菜・果樹の技術移転を行なうこと。

3．面　積

全体面積　101ha
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研究圃場　　63ha

建物、農道、かんがい水路、沈砂池等　　38ha

4．組織

総務会計、野菜研究課、果樹研究課、植物防疫課、土壌科学課、組織研究課、種子生産課、

作物生産課、農業機械課

5．気象条件

標　高　　　　　　15m

年平均降水量　　　2，070．7mm

年平均最高気温　　31．3℃

年平均最低気温　　16．0℃

6．研究対象作物

野　菜：クリ科、なす科、まめ科、ハイビス科

果　樹：マンゴー、レモン、ブドウ、バナナ、パパイア、カシューナッツ、ジャックフルーツ

7．職鼻数

43人

8－3－6　南ナウィンかんがい事業

NSouth Nawinlrrigation Project－

1．位　置

バゴー管区、パウカン郡、Bago Division Paukkqung Township

2．事業開始

1985／86

3．完了予定

1994／95

4．概　要

（a）主ダム　　　アースフィルダム、堤高42．98m、堤長5，082．2m、貯水量354百方d

（b）取水ダム　　アースフィルダム、堤高20．91m、堤長　944．9m、用水路延長3361皿

かんがい面積25，292．5ha、3郡

5．背　景

ミャンマー連邦政府は、農業生産の増大、雇月一機会の拡大、農村生活環境整備のため、かんがい

事業を始めた。パウカウン郡、ペイ郡、およびテオン郡はイラワジ川の上流に位置し、首都ヤンゴ

ンの北西362kmに存在する。
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この事業には、主ダムと取水ダムの2つのダムがある。主ダムは南ナウンを流れるディンギィ川

で流域面積は63，973haで取水ダムは主ダムの下流6．4加地点にある。主ダムは発電も予定している。

取水ダムは主ダムからの放水を受けるとともに、南ナウンを流れるグアチョ川の流域面積24，087ha

からの流入水を貯水し、かんがい取水口から幹線水路へ注水する。

6．事業の目的

この事業の目的は、パウカウン郡、ペィ郡およびテオン郡の39，699haの農業開発を行ない、ドラ

イシーズンへの水供給によって、二期作を実現するとともに、モンスーン期の安定的かんがいを図

ることを目的としている。

この目的達成のため、2つのダムを建設するものである。主ダムの洪水吐はゲートなしの自然越

流方式で幅員は76．2mである。取入ロはドロップインレット方式で最大放流量は27．2Id／sである。

取水ダムの堤長は945m、堤高最大20．9mである。取入口は4門のゲートからなる。かんがい施設は

336血の幹線、支線、配水水路及び付帯構造物からなっている。

7．諸　元

Ⅰ　主ダム　　位置：パウカウソ郡、ネア・ヤチ村

a．流域面積　　　　　　　639．5kd

b．年平均流出量　　　　　248百万d

c．総貯水量

d．有効貯水量

e．死水（土砂推積）

f．貯水面積

g．ダムタイプ

h．ダム堤長

i．堤高

（2）洪水吐

a．タイプ

b．洪水量

c．延　長

（3）取入口

a．構　造

b．サイズ

c．延　長

d．最大取水量

354　／／

320　／／

33　／／

4，451ha

中心進水、ゾーンタイプアースダム

5，090m

43m（最大）

自然越流方式（ゲートなし）

330Ⅰ戒／s（最大）

76m

ドロップインタイプ

直径8m

210m

27．2Ⅰ戒／s
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e．ペンストック

f．かんがい用取水口

（取水ダム用）

サイズ

容　量

2．5m～1．8m

直径1，800mm

27．2d／s

（パウカン地域かんがい用）

サイズ　　　　　　　　直径1，000m皿

容　量　　　　　　　1．45Id／s

Ⅱ　取水ダム　　位置：パウカン郡、ネア・チャ（西部）村

a．流域面横

b．年平均流出量

c．総貯水量

d．有効貯水量

e．死水（土砂推積）

f．貯水面積

g．ダムタイプ

b．ダム堤長

i．堤高

（2）洪水吐

a．タイプ

b．洪水量

c．延　長

（3）取入口

a．構　造

b．サイズ

c．幅

d．最大取水量

Ⅲ　かんがい排水

（1）水路

241kd

93．5百万d

26　／／

13　／／

13　／／

850ha

中心遮水ゾーン及びブランケット型アースダム

945m

20．9m（最大）

自然越流方式（ゲートなし）

830汀至／s（最大）

60m

ローラーゲート

3．5mX3．5mX4門

14．3m

32．9Ⅰ戎／s

a．幹線水路　1路線　　51．5l皿

b．支線水路　6／′

c．配水路　　89／′

41km

243．51皿
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（2）構造物

（3）排水路

Ⅳ　受益地

（1）かんがい面積

（2）作物栽培面積

Ⅴ　事業費

Ⅵ　日本・OECF借款

980ヶ所

62路線　201．71皿

25，293ha

39，6991／　二期作及び二毛作含む。

876．3百万チャット

エンジニアリングサービス：三祐コンサルタンツ

8－3－7　北ナウィンかんがい事業

－North Nawinlrrigation Project．

1．位　置

2．ダムタイプ

3．流域面積

4．堤　長

5．堤　高

6．貯水池最大水深

7．堤頂幅

8．貯水量

9．貯水面積

10．取水直径

11．最大取水量

12．余水吐幅

13．幹線水路延長

14．幹線右岸水路

15．幹線左岸水路

16．配水路

17．ライニング水路

18．かんがい面積

19．作物栽培面積

20．事業費

ペグ管区、フロローム郡、ネア・セゾンゴン村

アースフィルダム

592．1kd

l，616m

35．1m

31．6m

6．1m

358．9百万d

3，158ha

2．4m

22．9Ⅰ戎／sec

136．6　m

6．44k皿

20．931皿

45．08km

447．58km、123路線

193．2km　レンガ工

39．178ha、農家数　約18，000戸

73．793ha、二期作及び二毛作含む。

250百万チャット
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気象観測データ 月平均降水量（1981～1990）m

地 域 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 計

M Y IT K Y IN A 0 10 0 17 02 8 06 6 16 5 5 89 482 387 293 163 029 012 2 ′24 1

L A S H IO 002 00 7 0 12 068 144 22 9 204 258 18 8 143 07 1 012 1 ,338

T A U N G G Y 001 007 00 8 05 3 134 2 16 2 23 283 288 194 110 007 1 ′524

H A K H A 0 07 016 026 09 9 164 27 9 23 9 383 267 173 083 00 6 1 ,742

S H W E B O 000 015 00 5 0 08 15 1 14 4 011 13 1 143 087 044 000 739

M O N Y W A 000 000 01 1 00 5 086 0 11 0 17 04 1 240 083 107 0 00 60 1

M A N D A L A Y 0 00 000 002 0 11 163 09 2 05 9 035 2D9 079 056 00 6 713

M Y IN G Y A N 0 00 003 004 00 0 07 1 05 9 010 050 114 069 070 0 00 450

P Y IN M A N A 0 00 002 00 0 00 0 186 28 2 43 8 214 3 17 036 034 00 0 1 ,509

M A G W A Y 0 00 003 000 00 7 2 8 1 066 05 9 209 203 04 6 029 003 9 06

S IT T W E 000 009 068 03 6 354 1 一83 3 1 ,716 848 528 2 73 228 02 4 5 ,917

P Y A Y 0 00 000 00 0 00 2 2 13 16 0 23 3 230 159 15 3 072 00 0 1 ,23 2

B A G O 0 00 000 023 052 3 55 6 11 82 5 929 554 30 3 082 000 3 ,73 5

Y A N G O N 000 025 00 0 03 7 298 70 3 52 4 62 1 38 1 14 9 054 00 0 2 ,7 93

H O M A L IN 0 08 014 024 05 4 132 543 53 4 388 355 17 9 036 014 2 ,282

P A T H E IN 0 00 000 000 003 22 8 46 1 40 8 5 17 333 27 7 000 000 2 ,227

L O IK A W 0 D1 ODD D03 0 14 088 11 0 16 2 266 150 07 4 010 000 87 8

K E N G T U N G 0 12 008 013 04 2 157 165 2 18 203 162 12 5 108 010 1 ′223

M A W L A M Y IN E 0 00 0 04 003 09 0 4 13 1 ,205 1 ,04 3 1 ′013 767 248 190 005 4 ,98 1

D A W E I 0 00 0 00 012 2Z9 53 3 1 ,065 1 ,02 1 1 ′500 685 46 5 0 58 000 5 ,568



月平均最高気温（1981～1990）度

地 域 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 1 1月 1 2 月 年 平 均

M Y IT K Y IN A 2 4 .5 2 6 .6 2 9 .1 3 1 . 1 3 2 . 5 3 0 . 8 3 0 .0 3 1 . 3 3 0 .9 3 0 ー5 2 7 .6 2 5 .0 2 9 .2

L A S H IO 2 5 . 1 2 7 .7 3 0 .7 3 2 .4 3 1 .8 3 0 . 2 2 9 .3 2 9 . 6 2 9 .8 2 9 . 0 2 6 .3 2 4 .4 2 8 .9

T A U N G G Y I 2 2 .2 2 4 .2 2 6 .8 2 8 .8 2 7 . 0 2 4 . 3 2 3 ◆7 2 3 .8 2 4 .3 2 4 . 2 2 2 .7 2 1 .5 2 4 ◆5

H A K H A 1 7 . 7 1 9 . 1 2 1 .8 2 3 .6 2 3 . 4 2 2 . 2 2 1 .9 2 1 .6 2 1 .7 2 1 .2 1 8 .7 17 .2 2 0 .9

S 汀 W E B O 2 8 . 3 3 1 ◆0 3 4 .9 3 7 ▼2 3 7 .5 3 4 . 1 3 4 . 1 3 3 . 1 3 3 .4 3 2 . 5 2 9 .8 2 8 ◆2 3 2 .8

M O N Y W A 2 8 .3 3 1 .8 3 5 .8 3 8 .4 3 7 .8 3 5 . 1 3 5 . 1 3 4 . 1 3 3 .8 3 2 . 8 2 9 .8 2 8 . 0 3 3 .4

M A N D A L A Y 2 9 .2 3 2 .0 3 6 .1 3 8 .4 3 7 .4 3 4 . 8 3 5 .1 3 4 .2 3 3 ◆7 3 3 . 0 3 0 .3 2 8 .9 3 3 .6

M Y IN G Y A N 2 8 . 9 3 2 .4 3 7 .2 3 9 .6 3 8 . 6 3 5 . 9 3 5 .8 3 5 . 1 3 4 .2 3 3 . 6 3 0 .3 2 8 . 3 3 4 .2

P Y IN M A N A 3 1 . 1 3 3 .7 3 6 .8 3 8 .4 3 6 .5 3 1 . 9 3 1 .2 3 1 . 0 3 2 .5 3 2 . 8 3 1 . 1 3 0 . 1 3 3 .1

M A G W A Y 3 1 .3 3 4 . 1 3 8 .6 4 0 .4 3 9 . 0 3 3 . 9 3 4 .2 3 3 .3 3 3 .7 3 4 . 4 3 1 .8 3 0 .7 3 4 .6

S IT T W E 2 8 . 3 2 9 .4 3 1 .6 3 2 .8 3 2 .7 2 9 .2 2 8 .6 2 8 .9 3 0 .2 3 1 . 3 3 0 ◆4 2 8 .9 3 0 .2

P Y A Y 3 1 .1 3 4 .2 3 7 .5 3 8 .2 3 6 . 1 3 0 . 5 3 0 .4 3 0 .4 3 1 .9 3 2 . 7 3 1 .3 3 0 .4 3 2 .9

B A G O 3 1 .6 3 3 .9 3 6 .3 3 7 .6 3 4 .5 2 9 . 2 2 8 .9 2 9 . 0 3 0 .4 3 2 . 0 3 2 .0 3 0 .8 3 2 .2

Y A N G O N 3 3 . 0 3 5 .1 3 6 .5 3 7 .3 3 3 .8 3 0 .2 3 0 .1 3 0 . 0 3 0 .7 3 1 . 6 3 2 .0 3 1 .7 3 2 .7

H O M A L IN 2 0 . 0 2 2 .9 2 6 .2 2 8 .3 3 0 .0 2 8 .9 2 8 .3 2 8 .6 2 7 .9 2 6 . 8 2 3 .3 2 0 .0 2 5 .9

P A T H E IN 3 1 . 3 3 3 .4 3 4 . 8 3 6 .6 3 4 .5 3 0 .5 3 0 .1 3 0 .0 3 0 . 9 3 1 . 6 3 1 .0 3 0 .4 3 2 .1

L O IK A W 2 6 .6 2 9 .4 3 2 .0 3 3 .2 3 0 .9 2 7 . 8 2 7 .3 2 7 .3 2 8 .5 2 8 . 0 2 6 .2 2 5 . 0 2 8 .5

K E N G T U N G 12 .9 1 3 .9 1 6 . 0 19 .5 2 2 .0 2 3 .2 2 3 .1 2 3 . 1 2 2 .5 2 1 . 3 1 7 .8 1 3 .5 1 9 .1

M A W L A M Y IN E 3 3 .1 3 4 .9 3 5 . 4 3 5 .8 3 2 .5 2 8 .8 2 8 .6 2 8 .2 3 0 . 1 3 2 . 1 3 2 .6 3 1 .9 3 2 .0

D A W E 3 2 .9 3 3 .3 3 3 .9 3 4 .3 3 1 .9 2 8 .8 2 8 .8 2 8 .0 2 9 . 7 3 1 . 1 3 1 .8 3 0 . 1 3 1 .4



年平均最低気温（1981～1990）度

地 域 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 1 1月 1 2 月 年 平 均

M Y IT K Y IN A 1 0 一6 12 .9 1 6 .2 1 9 . 5 2 2 .2 2 4 .4 2 4 . 1 2 4 .4 2 3 .7 2 1 . 4 1 6 .0 l l .9 18 .9

L A S H IO 5 ●0 6 ■0 9 ■3 1 4 .8 19 .0 2 1 .7 2 1 . 8 2 1 .6 2 0 .6 18 .4 1 3 .2 7 ●6 14 .9

T A U N G G Y I 7 ■6 9 ●7 1 2 .8 1 5 . 8 1 7 . 1 1 7 .3 17 . 1 1 7 .2 1 6 . 7 15 .4 1 2 .6 8 ■6 1 4 .0

H A K H A 3 ■2 5 ●9 9 ●1 1 2 . 3 13 .8 1 5 .7 15 .8 1 5 .7 1 5 . 0 12 .4 7 ●5 3 ●8 1 0 .9

S 汀 W E B O 1 2 . 5 1 4 .9 1 8 .9 2 3 . 5 2 5 .8 2 5 .7 2 5 . 6 2 5 .5 2 5 .4 2 3 .6 1 9 .7 1 5 .2 2 1 .3

M O N Y W A 1 3 .6 1 5 .4 18 .9 2 3 . 1 2 6 . 1 2 6 .0 2 6 . 1 2 5 .8 2 5 . 1 2 3 .9 1 9 .8 1 4 .8 2 1 .6

M A N D A L A Y 1 3 . 9 15 .6 1 9 .8 2 4 .2 2 6 .0 2 6 .3 2 6 . 2 2 5 .5 2 5 . 3 2 3 .7 1 9 .7 1 5 .3 2 1 .8

M Y IN G Y A N 1 2 . 0 1 4 .9 1 9 .3 2 4 .6 2 7 .0 2 6 .7 2 6 . 8 2 6 .5 2 5 . 8 2 4 .5 2 0 .0 1 3 .9 2 1 .8

P Y IN M A N A 1 4 .4 1 6 .6 2 0 . 1 2 4 .2 2 5 .2 2 4 . 1 2 3 . 3 2 3 .5 2 3 .6 2 2 .9 1 9 .9 1 5 .9 2 1 .1

M A G W A Y 1 2 .3 1 4 .3 18 .5 2 2 .8 2 4 . 8 2 3 .9 2 3 . 8 2 3 .5 2 3 . 1 2 2 . 3 1 8 .8 1 4 .0 2 0 .2

S IT T W E 1 5 . 2 16 .7 2 0 .2 2 4 . 0 2 5 .5 2 5 .0 2 4 . 8 2 5 .0 2 4 . 9 2 4 ー2 2 1 .4 1 7 .2 2 2 .0

P Y A Y 1 6 .2 1 8 .0 2 0 .8 2 4 .6 2 5 .7 2 4 .5 2 4 . 7 2 4 .9 2 4 . 8 2 3 .9 2 1 .8 1 7 .9 2 2 .3

B A G O 1 6 .5 1 7 .1 2 0 .4 2 3 .7 2 4 .8 2 3 .8 2 3 . 4 2 3 .2 2 3 .5 2 3 .4 2 1 .9 1 7 .4 2 1 .6

Y A N G O N 1 7 .6 1 9 .1 2 1 .5 2 4 .4 2 5 . 2 2 4 .5 2 4 .3 2 4 .3 2 4 .3 2 4 . 3 2 2 .4 1 8 .4 2 2 .5

H O M A L IN l o 一l l l .8 1 5 .0 1 8 .9 2 2 .4 2 4 .4 2 4 . 5 2 4 .6 2 3 .9 2 2 .3 1 6 .4 l l .8 1 8 .8

P A T H E N 1 7 . 1 1 9 ー0 2 1 .3 2 4 . 0 2 5 .5 2 4 .9 2 4 . 3 2 4 .6 2 4 .2 2 4 .3 2 2 .3 1 8 .5 2 2 .5

L O IK A W 8 ◆3 1 0 .8 13 .8 1 8 .2 2 0 . 4 2 0 .6 2 0 . 4 2 0 .3 2 0 . 0 18 .6 1 5 ◆3 1 0 .0 1 6 .4

K E N G T U N G 1 0 .2 l l .5 14 .7 1 8 .7 2 1 . 1 2 2 .4 2 1 .9 2 1 .8 2 1 . 0 19 . 0 1 5 .6 1 0 .9 1 7 .4

M A W L A M Y IN E 1 8 .2 1 9 . 9 2 2 .0 2 4 .4 2 4 . 0 2 3 .5 2 3 ､ 7 2 3 .6 2 3 .3 2 3 . 2 2 1 .5 1 8 .2 2 2 . 1

D A W E 1 8 一3 2 0 .2 2 1 .4 2 3 .7 2 4 .0 2 3 .5 2 3 . 3 2 3 .3 2 3 . 4 2 3 .4 2 1 .9 1 7 .6 2 2 . 0



月平均湿度（1981－1990）％

地 域 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 年 平均

M Y IT K Y IN A 83 75 6 8 67 72 89 9 1 89 8 8 82 78 82 80 .3

L A S H IO 85 73 6 0 58 68 78 7 9 83 8 2 84 86 86 76 .8

T A U N G G Y I 52 44 4 2 50 6 8 84 86 87 8 4 78 76 62 67 .8

H A K H A 5 4 50 49 54 6 6 88 86 9 1 8 9 85 83 66 7 1 .8

S H W E B O 6 7 59 4 9 5 1 5 9 74 71 77 7 9 78 75 72 67 .6

M O N Y W A 72 62 49 5 1 6 4 73 73 77 7 7 76 7 7 76 68 .9

M A N D A L A Y 66 56 48 52 63 72 73 77 77 76 75 7 3 67 .3

M Y IN G Y A N 74 64 58 52 61 70 67 73 76 80 8 0 7 8 64 .8

P Y IN M A N A 69 60 58 62 72 84 86 88 86 84 8 1 7 7 75 .6

M A G W A Y 63 50 40 44 56 75 75 78 77 75 7 3 6 8 64 .5

S IT T W E 70 65 66 67 71 87 89 89 85 80 7 5 7 3 76 .4

P Y A Y 68 60 57 56 66 83 84 85 83 79 7 6 7 1 72 .3

B A G O 70 77 74 70 78 92 92 93 90 84 8 3 7 9 8 1 .8

Y A N G O N 63 6 1 61 63 73 85 88 88 86 8 0 7 4 6 7 7 4 .1

H O M A L IN 92 87 78 74 76 89 92 83 91 87 8 6 8 9 85 .3

P A T H E IN 72 7 1 67 65 72 9 1 91 93 87 85 7 8 72 78 .7

L O IK A W 76 6 1 46 5 0 67 80 80 83 80 82 81 81 72 .3

K E N G T U N G 80 68 59 58 73 76 84 8 4 85 85 77 84 76 .1

M A W L A M Y IN E 66 65 63 6 6 79 9 1 9 1 9 1 86 8 1 72 64 76 .3

D A W E I 7 1 74 70 7 1 81 9 1 9 1 9 3 88 8 4 72 9 1 81 .4



観測点一覧

観測点名称 州又は管区

北 緯

(度 ‥分)

東 経

(度 ‥分)

標高

( m )

備 考

M Y IT K Y IN A K A C H IN 25 : 22 97 ‥2 1 134 .37

ヤ ンゴンの山手

L A S H IO S H A N 22 : 56 97 : 45 85 6 .00

T A U N G G Y I ′′ 20 : 47 97 ‥0 3 1 ,4 36 .00

H A K H A (H A K A C H IN 2 2 : 38 93 : 36 1 ,8 66 .00

S H W E B O S A G A IN G 2 2 ‥35 95 : 43 106 .00

M O N Y W A ′′ 2 2 I 06 95 : 08 73 .34

M A N D A L A Y M A N D A L A Y 2 1 : 5 9 9 6 : 06 78 .0 0

M Y N G Y A N ′′ 2 1 ‥2 8 9 5 : 23 6 0 .0 0

P Y IN M A N A ′′ 19 : 4 3 9 6 : 13 95 .00

M A G W A Y M A G W A Y 2 0 : 0 8 9 4 ‥5 5 5 2 .0 0

S IT T W E R A K H IN E 2 0 : 0 9 9 2 ‥5 4 5 4 .4 9

P Y A Y (P R O M E ) B A G O 18 : 4 8 9 5 ‥1 3 3 1 .2 7

B A G O (P E G U ) ′′ 17 ‥2 0 9 6 : 3 0 11◆3 0

Y A N G O N <K A B A A Y E > Y A N G O N 16 ‥5 2 9 6 ‥11 17◆00

H O M A L IN S A G A IN G 24 ‥5 2 9 4 : 5 4 13 1 .00

P A T H E IN (B A S S E IN ) A Y E Y A R W A D Y 16 ‥4 5 9 4 : 4 6 9 .00

L O IK A W K A Y A H 19 ‥4 1 9 7 ‥13 8 95 .00

K E N G T U N G S H A N 2 1 ‥18 99 : 3 7 8 27 .00

M A W L A M Y IN E (M O U L M E IN ) M 0 N 16 : 30 9 7 : 3 7 24 .00

D A W E I (T A V O Y ) T A N IN T H A R Y I 1 4 ‥0 4 98 ‥1 1 34 .00

（）書きは旧表記

－118－



RECOMMENDED LAND USE MAP

Of
MYANMAR

1966
SCALE I NCH:84 3M»

COMMLED BY-U HLA AYE

DHm/H BY-MG PO CHO

KEY TO MAPPING UNITS OF LAND USE
6H0UP I CUflURABLE LANDS IN PRESCHT

CONDITIONS

TYHtj PAOOYL AWOS(RiCE a WETCULTIVATION ' **
ON LOWLANOS) ^v

C LASSES R -IMPERVIOUS HI6H FERTILITY -1 It
P£ - II MEDIUM ii

P3 - ii LOW ii

P4 -PERVIOUS ii u

TYPE. UPLANDS (GENERAL CROPPING ON UPLAND) w

CLASSES.- Y, -HIGH FERTILITY

Y^- LOW ii

Y4-VERYLOW n

TYPE.TJI GAROEN LAN03 (HORTICULTURE ON SLOPES)

G. -HIGH FERTILITY

TYPE JV KAING LANDS(SEASONAL CULTIVATION ALONG STBEAMS IN OffY SEASON)

K, - Al IUVIAL SOUS-HIGH FERTILITY
K,-NE'.\LY OEPOarED ALLUVIUM-LOW FERTILITY

TYPE V GRAZING LANOS

'J«,-»1IGH CAPACITY

Gr^-lUW it

TYPE Vl.-FOREST LANOS

Ft-HIGH F^ODUCIWITY

F^-lCw ii

GROUP. J CULTURABLE LANOS AFTER MELIORATION

TYPE jjj. SWAMPY LANDS

Swi- FRESH WATER SWAMPS Pt -AFTER MELIORATION

S*»2" SAL'r u y Pg i I

TYPE iX. OUNE ft MANGROVE LANOS TYPEJZM.SALINE SAiKALJ

F-3O-COASTAL DUNES-F2 G2 Sa-SALINE
F ^ M-MANGROVE FOREST. FOPO ALK-ALKALINE2r2

TYPEX EROOED LANDS

Ej-SIHONGLY EROOtl>- F2

t2-SOIL COVEN NtMOVtD- F^

OROO*» 111. UNCULTURABLE LANDS

!J, -HOCK OUTCHUPf-

U^-iCE CAPS

u -MARINE FLATStUNSTABLE.FXPOSED AI MICil WAIER)

MAPPING UNIT Of (AND USE
gYMBQL

*lK2

P Sw.
P2*3

ALK
So
Pi

Y1 G2F2
Gj Y2F2

'F3 DG,;
F2M

/2 ^2
F2
Fl

.Y, G3t FVt FtGf,
Fj Gji Y4iP,-(Ofj

ui

t - TERftJCE



主要作物の作付面積、単位収土、生産圭

Unlこn〔－fl、Ir虻エコエ

Uniohfigure F▲Or．Sown a8Z＞ea6eIY享eldPer acre and PごCduct⊥On

O　皿aln・UrOp8　　0r　　　　－　　●
－－－　　＝　　　　　■▼　　　＿＿‾＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．「－

Sta七emenモ　ー1

Ser3

a1
Ⅳ0

Crops M easurement Sown aereage
〔thousand]

Yield

acre

-

Production

(■ヒhou se d)

1 2 ラ 4 ラ 6

1

e

Paddy

Other Cereals

Wheat

b asket

b asket

1268斗

う74

う6 .9-1

ll,31

71110う

0-2斗2

ラ Mai乙e (seeds) basket う8う 24 .6う 8う5○

4

ラ

Milie七

Oil Seeds

Groundn ut

Sesa皿um

basket

b asket

basket

518

1220

9 .71

う2 .86

4-881

う81,ラ

6 うう79 う○9う 9680

7 Surf lower basket 58 5 18 .59 6614

8 Mustard basket うう 7 .06 ｣28

9 Niger basket 92 ⊥ト●2う う7う

10 0土1 王〉a1m tons 18 0 .10 1

ll

12

Beans and Pulses basket

Culinary Crops

Chillies(dry) Viss

う700

22○

8●2う 29112

127.う2 2斗821

1う Onion ViisE 6う 171う●62 109408

1年 Garliつ Viss うう 887.うう 28う20

15 Patatoes Ⅴ土SS う9 2う○う▲0? 87ううう

16 Ginger Viss ラ 2411.46 1181斗

17

18

19

Tu皿eric I vi日S 9

In dus七rial Crops

iJU Cu VlSS う7

7斗7.9ら

202 .うう

6987

2う61う

cotton(七i,七al) Viss 416 1つrl/○28 41800

C○七七enîio ユC 3ヤaple) Visa 9う 2○う●17 17178

2○ CO七七on(Sh○r七 S七叩1(: 喜 V iss う21 76.70 24622

21 Sugarcan s V iss 187 18▲21 う229

22 Virginia Tobacco Viss 121う●○2 81○う

2う Rubbeエー Ibs ウう うう4.70 う42う9

2斗 )OごJ.GG Viss 19 0○1う 1

2う Mulberry Viss 1 う斗8.79 41う

26 vegetables Viss 589 う●5 1ヲ70

27 Fruit trees Vis3 - 8" 2.;?汁 17う7

28 others 183?
一 -

I
T0七EIl 272く),J - ー

ー121－



Union of mya甲争r

Union壬i脚fo＝・‖Sown ae工・eage，Yield・Peracre and Pr∪d・uCti（）n

Of main Orop8for　199うー9斗

St8七emenモ　ー　　2

Seriー

a1
N O

Grop e Measuremon七 Sown acreage
(th ousand)

Yield
Per 乙icre

Production

(thou sand )

1 2 ラ 4 ラ 6

1

2

Paddy

0七her Cereals

Wheat

basket

basket

1斗020

う09

う9●2斗

ll.75

80う2う2

うう2う

ラ Maize(Seeds) basket う70 24.89 8201

4

5

Millet

Oil Seeds

Groundnu.七

basket

oaske七

525

12O4

1○●11

うう.01

う126

う80う9

6 Sesomum "basket う211 う●9○ 91 18

7 Sunflower basket 298 20 .84 5727

8 0MB七ard basket う5 7■うう 254

9 Nig'ーr basket 108 斗●07 0 0

10 Oilpalm tons 18 0.21 ラ

ll

12

Bean + pulses

Cu止nary 0エ?ops

Chillieaくdry)

basket

Viss

うフラう

0 0

8.07

1う6.76

2855○

2う0-62

1う On ion Visa ラフ 1714 .15 98080

1斗 GarliO Viss う0 910.う9 27111

1う Pato七○e8 Viss 4-0 26う8.うL[ 106056

16 Ginger Visa ラ 2う○0.00 12う○0

17

18

19

Tu皿eric

Induβ七rial Crops

Jute

Viss

Viss

9

82

1○00.00

220.17

9○○0

16う80

Cottom 七otal) Viss うう6 87.19 26268

C0七七on(Lo:ユC S七apla) Viss 76 17う●07 1′ーう斗7

20 CO七ton (∈血Or七stopニCンvtss 28○ 6う●22 14921

21 ､¢an○ ton s 1う斗 17 .88 267ら

22 Virginia/七ob aoユ0 すi8B 1う 1○う斗●86 13780

<o Rubber lbS 20う う4-0.1う 35748

20- Coffee Viss 18 0.15 1●2

25 Mulberry V iss ラ 524 .26 うう7

26 Vegetables Viss う91 う●6 1う9●7

27 Fruit trees Ⅴ土S$ 880 2■う 220○

28 Other s 18年El I ー

Total 281う斗 - I
・－－・－・＿・J一・－・－－・－一－－－－・－

－122－
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Vnion of H anmar

Plan℡aL gg．t．，軍？r Sown・aereage，YieldPeracre nnd ♪rod．uc七10n

Or王kincヱOpS，for199耳－9チ

S七a七emenモーう

S ar i
Cr op s n eas u r om en 七

I

S own ーae re ag e Y i亡∋1d P ごJ､ciac t i on

al

N O
(七h ou s andj p e工' a ero (七h ○u a an d j

1 2 5 斗 ラ l⊃

1

2

…P ad dy

O ^ IGご C e=､ea l s

W h ea t

b a sk t∋七

b a sk et

16○00

う6○

う9●2う

1 ち●う2

つ-1e⊂)○0

47 9 5

ラ m ai 昆う (se ed s) b ask e t 斗OO 2 7 .1う 10 86 0

4

ラ

M i ll et

O il S eed s

G エ'oun dn u 七

b a sk e t

b ask e t

う1○

1 う21

10 .80

う■う●0 1

ラララ0

斗うう79

6 S e sa皿un b a sk et うう0 0 う●2斗 11 うう7

7 S un f low er oa sk e七 LL2う 21 .1 う 8 9う9

8 M u st ar d b a sk et うう 6 .83 22 8

9 ぷi占左右
b a sk et 92 斗■04 う7 う

10 O i lp la皿 t o n s 19 ○■う斗 ラ

ll

1 2

B e an an d P u l se s

つこ1二i!E｣T丁 Cr こ1-�"**

C h ill五as (d ry )

b a S丑e七

V i ss

う○0 0

210

8 ●う2

1 1う6 .2 う

斗2 60 ○

286 1 2

1 う O n ioーl V i ss 6 う 2 ○8 ∈.09 13 559 6

14 G ar l ic V i se うう 1 0 う○●7斗 う60 76

1 5 P ot at oe s V i ss 0 2 う7 7 .4-2 10 69 8斗

1 6 G in ger V i ss ラ 2 う00 ●〇0 1 2 う0 0

1 7

18

19

T um en c

工ニーd-しs tri al C ro ps

Ju t e

Ⅴi S∈∋

V i ss

1○

108

1 ○00 .0 0

228 .6 2

100 00

2斗76 0

■C 0七七○n (七○七a1 ) V i ss .7B 1うう●○0 9 斗う10

C 0七七on Cl ong st ap l e ) V i : 2○() 2-17 .0 ⊂､ 上トう斗う0

20 C ○七七on (sh or 七 9七ap le ) Vi s s ラ0 0 1亡､ .'.00 う106 0

2 1 S u g ar C '1Ⅰ治 七○n S "0 0, 17 ●う1 2う0 斗

2 2 V irg in ia/ 七o b& cc o V is s 1○ 1○8○●○() 1○800

2 う R ub be r Ib s 227 うう2 .80 う8 7 2う

20- C of fe e Ⅴ土SS 19 0 .1 7 1 .5

2 う M u lbe rry V i sa ラ I 一

2 6 Veg et ab le s Ⅴ土S∈; 4 00 う●7う 146 2

2 7 F ru it t re es V i es 90 ○ 2 .7 5 227 0

2 8 O th er s 18 18
I 一

T o ta l

～

う2う6 0
■ I
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Union of m a▲脚ar

Plan℡arp：e七　for．Sown aereaEZ：e．Yield Per acre and Prodt氾七ion

Of mai．n¢rO for199う“詭

8ta七emenト斗

S en

al C工'op s M ea cju r Gmen t
S○wn ae工､eag e i i-.ナlこ lT■､⊥､odu c tio n

1

N o (七h 0uこ一つnd ) p er acr e I( bh ou s and )

1 2 う 4 う 6

1 �"Pad dy b a sk o七(4川 ) 160○0

う60

6 2●う○

14 .0 0

1 0○0 0 0○

う0斗0

-～
0七h er C ereals

ーb a s'k c∋七●(ワ1Ⅰ♭)

b asket (sゞ 工b )

2 Wh eat

M a ize (s eed s )ラ 斗■10 2 7 .8 0 11斗0○

4

s-

氾 l 1e七 b a sk c七

O il S eed s

G roun d n ut b a sk e七しユ;エb )

う10

13^ 5

12 .0○

う0-.& 0

6 02 0

46 66 5

6 fa es amum b ask e七C54 ib ) うう20 う●76 1う26 0

7● S un f l owe r b a sk e t (31エt,) 4 ,ラ 2 1 .4 S 9 71 6

8 Mu st ar d b ask e t 斗2 7.00 294

9 N ig er b ask et 1○う 上ト●うう 叫 9

10 O i l p a lm t on s うう 0 .4-5 7

l l

12

B e an an d P u l se s b ask e七 (`1 xkO

C u lim ary C工､0p 8

C h ill i¢s (dry ) V i ss

うう0 0

21う

8 .8 5

15う●うう

斗86 6 9

う29 66

1う O ni on vi ss 70 2 11*しう0 1斗8○う6

1斗 G ar li c V i ss 40 10 57 .4 0 4 22 96

1う P C七at;○e s V i ss うう 2う2 1 .Qう 1う8 70 6

●J ^ in geご " i ss 7 2500 .0〇 1 7う○0

17

18

19

Tu n eri c V i ss

In du str ia l C r op s

Ju te V iコて

12

1 20

10 0○●0 0

2う○○○?

1 20 0○

2 760 0

C 0七七0n (七○t al ) 100 0 18 4 .9 0 184-90 0

C o tt on (l on g st ap le ) v is s 斗○0 282 .2 5 112 90 0

20 C o tt on (sh or t s tapl e ) Vi s s 600 120○()0 720 0 0

2 1 S ug ar C an e 七0n S 200 2 0 .1 2 0-0 0 5

2 2 V ir gin ! a/ tob ac co V i ss 12 119う●7う 1斗う2う

2う R u bb er Ib s う00 うう9●6斗 斗02 80

24 C off ee V i ss 2う o /ie

3 .9

1●8

2う M u lb er ry V i ss

26 *eg o-tab l e B V i ss 40 0 15^ 0

2 7 F m i七 tr e es Vis s 100 0 2 ●9 2う8 1

28 O th e e s 181 8
- -

1､l* ℡o ta l

l

うう5 56
- -

, J

※Ⅰviss＝1．6kg、1Ib＝0．4536kg
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S en a] - s t at e / N ､e t Sow n M ul 七i -ol e ユニd m ix e d T ○七al S ovすn

Ⅳ0 D ivi si on
ar e a

(Ac r e )

c r op p in g r-r s a C血 r e ) ar e a (A cr e )

1 2 ラ 4 ラ
I

1 S a goi n g う2 う111 う 7う7 0 斗 う98 8 5 う9

2 M an da l ay 29 ううう07 1 2 70 6 7う
-
4-20 4 1 8○

ラ PJ王a gw ay 2 2 う21 う7 1 1 1 2 ち̂-ラ うう6叫 5 2

4 Ba g o 27 う1 う斗う 1○○うeう9 う7 うう2 0 2

ラ Y an g-つ.i1 1 う7 6 26 0 2 う2 うう5 15 2S う96

6 A y ey aごw a dy 斗○う6 9 うう 8ラフう斗う 4 91 4-2 96

7 T ニュiユヒr.rjr-vi 斗9 1 28 ? 59 76 斗9 7 25 う

8 K ach m う1 う2 21 11 24 7 う2叫 68

9 C hi n 17 6 3 う斗 6 7 6 1 斗 2叫斗68

1 0 Sb こn 1 う0 う8 う7 1 8 07 8 0 1 68 6 6 17

l l E a沖 1 ラ 17 2 2 1 11 7 5 6 4

1 2 E=ay in う1 0 7 99 2 う9 0 0 5 弊 6 9 9

1 う M om 9 26 4 0 6 7 2S & 4- 9 9 9 07 0

1斗 R 出血ユn e 9 26 8 , 8 34 07 う 9 60 91 1

T ot al 2 1 うう290 0 う6 67 年2, ー 27 2 00 う2 5

7

ー125一

Union of Myar^ar
Statistics for net sownarea, ,-ultiple cropping area .mixed cropping

area ar.c. total sown area during the year 1992-93
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Union of Myanrar

Statistics for net Sown area multiple cropping area, mixed cropping

area and total sown ar-ea during the year 1993-94-.
S七a七ement－7

Serial

I{○

S七a七e/

⊃1V1S1○n

.Net sow n

こ=､eこ

(Acre)

工触l七iple ユn且

<5i3Jce丘Cr○pping

aエ､ea

(Acre)

. TC七al so､m

area

(iゝC=､e)

1 つ
｣ ラ 0 ラ

1 Sagaing う260651 6う96う2 う9○0ううう

2 nondalay 2972うう斗 11177うう 斗○9○○87

ラ M三釘jay 2う○7う16 11^016う う斗斗7斗81

4. Bag○ 2′格5087 10うCう97 う79548斗

5 lang○n 1う94うう9 う○斗ラ19

1う77○○○

�"1.6988う8
i う72958う

6 Ayeyarwady 41う255う

7 Taiiir.七h己ry1 斗97724 L÷8○斗

7ラフ4

うC2う28

うう○91斗8 Kachin う2うう斗8

9 Chin 18斗816 6う2斗7 25006,

1○ Shan 1517190 2○1962 1719152

ll Kayah 10斗979 1うぅ6 1○6う7う

12 Kayin 526553 ヲ8798 56,,66

1う Mon. 9う2斗10 72斗91 1024907

1斗 Rakhina 9,斗662 17869 3723*1

Total 21914029

-

6219627 281うう6う6
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Union of Myarupar
Statistics for net sown area multiple CrOpplng area

mixed cropping area and total sown area

during the year 1994-95JL2ar6et)

Statiment-8

s e r i a l

!了○
S 七a七〇/ ⊃土Ⅴ土s i o n

N e 七 S ○l一-.a

a r e j

M ill 七r o l e a n d 卜 T c t a l s 〇W n

d i x eま c ro p p in g

こr e ま a r e 己

( A c r e ) (A c r e ) (A c i､e )

y. 2 ラ 斗 5

1 s a g a m g うう1 7 6 1 6 1○1斗う8 斗 4 うう2○0 0

2 M a皿d a l ay う0 7ううう8 1 4 8 う4 6 2 斗うう9○0 〇

ラ n a g w a y 2う1 9 う9斗 1う8 2 8々 6 うワ○2 ○○○

iL B a⊆○ 2 7 8 8 7 0 う 1 7 6 6 2 9う 斗ラララ○○0

ラ Y a n s o n 1 斗1 1 1 9 8 7 5 9 8 0 2 2 1 7 1○○0

6 A y eこ7 ｣ r v;a d y 斗2 0 8 5う0 2 6 6 8 斗7○ 6 8 7 7○0 0

7 T a n i n t h r y i 7 0 う0 2 4 10 9 7 6 う1 斗0 0 0

8 K a c h 土n 3 2 4 3 4 0 4 0 1 6 C う6 う○0 0

, 9 C h in 1 8 うう1 6 8 う6 8 斗 2ら9 0 0○

1 0 S h an 1 うう2 1 2 う 2 7 1 8 7 7 1 8 ○斗○○0

l l 止ユy a皿 1 0 うう○1 う叫 9 9 1 4 -0 0 0 0

.1 2 工s v i_n ううう1 1 1 1 1 2 8 8 9 6 上略 〇○0

1 う m om 9 6 7 5 8 9 う9 9斗1 1 1う6 7 0 0 0

1 4- R 出 li n e 9 7 6 う1 6 6 8斗8 斗

I

1 0 斗5 o o o

T o t aユ ? 2 2 4 ? 2○1 1 0 0 9 8 7 9 9

l

う2 う斗6 0 0 0
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Union of Myanar
Statistics for net -own area multiple cropping ares

nixed croppis-r: area and total sown area
during the year 1995-96(Target)

Stat enent-9

S e ri a l

110

,

S t a t e / D i v i s i o n

w e t s ○W n

ar e s

(A c r e )

伽 l 十i o l e a n d

=止x e d c r o p p i n g

a r e a

( A c r e )
)

-T 〇七a l S ○V√n

ユr e o.

(A c r e )

1 2 ラ 斗 ラ

1 S a g まi n 岩 うう7 8 0 1 1 1 2 7 1 9 8 9 斗6 ラ0 0 0 0

2 M an d a l ユy う1 ○うう2 9 1 6 2 0 年7 1 4 -7 2 4 0 0 ○

ラ H a g w 三y 2 うう9 9 う7 ｢ う8 う0 斗う うぅ2 う0○○

4 B a g 〇 2 8 う1 7 ○う 1 8 う7 2 9 5 上+る8 9 0 ○○

ち
一′

T an g o エ 1 斗う0 1 9 8 8 斗う8 ○2 2 2 7 4 0 ○○

6 A y e y a r w a d y 4 2 2 ううl7 1 2 6 8 8 4 2 9 6 9 1 2 0 ○○

7 ℡an i n 七h a r y i ヲ2 年7 7 う 1 う2 2 7 ララS C O

8 K a c h i n うう4 5 9 0 ヰ7 4 1 0 う7 9 ○0 0

9 C h i n 1 8 6 ○6 6 9 9 9 5 4 2 8 6 0 0 0

1 0 S h a n 1 う斗7 1 2 う う7 0 8 7 7 1 9 1 8 0 0 ○

l l K a y a h 1 ○6 1 う7 う8 8 6 う 1 斗う0 0 0

1 2 K a y i n 5 4 6 1 1 1 1 1 8 8 8 9 6 6 う0 0 0

1 う W o n 9 8 う三沖 9 4 0 7 4 5 1 1 う9 う0 0 0

1 年 R a k h i n e 9 9 6 う1 6 う9 斗8 斗 1 0 56 0 0 0

℡o t a l 2 2 5 5 0 8 う6 1 1 0 0 1 1 6 4 ううう5 2 0 0 0

出典：農業省計画局
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家畜の生産

I992／り1　　19り3ノq4

Particulars AノU　19q（〕／q11ウ91／（）2（Provisiona］（Provisional）

actual）

つ　　　　　　　　　　3　　　　　1　　　　　ヽ　　　　　　6　　　　　　　　7

】　Draughtcattlc

つ　　　Fresh milk

3　　　Hide＆skin

4　　Skin（goat＆sheep）

5　　Tota】meatproduction

l Beer

2　Mutton

3l）0rk

4　FowllⅥeat

5　DuckmeaI

6Turkey，geeSe＆othe「s

6　　Totaleggproduction

一
　
　
つ
ユ
　
へ
J

Fo“・】egg

DしICkegg

Guinifbwlandquaileggs

7　　　Feather

8　　Silkcoc（）nn

9　　Honey（Brecding）

Thousand

Nos．

Viss

i111akh

Thousand

Nos．
1I

Nos．

inlakh
ll

ll

（1二田　　　（11（1（）

うIb4　　　う188

4（）5　　　　4（）り
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．
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イ
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・
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▲
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172　　　　　　端2

R　　　　　　　85

ココ（）　　　　　コ40

Note－　Draし）gh†cattleincludestrainedvoungbunbloesandぐOWSrePreSentingclosln主ミStOCk

Viss＝1．6短

inlakh＝100，000

出典：国家計画経済開発省資料1994
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作物別農業ローン

（K岬innli11Ⅶ11）
1りり2ノウ3　　　　　1りり3ノウ4

Crops J99O／9J lり91／り2　　（Provisioll；ll　（Pmyisioni11）

aclual）

2　　　　　　　　　　　　　．1　　　　　　　4　　　　　　　　）　　　　　　　　　G

1　　　　Paddv

I SpccirLlllighyield

ヱ　　HigIり’ield（Ord血叩）

3　　0rdiIl叩‘Paddy

4　　Doめ1ccr叩plngpildd〉・■

2　　　　　Whea1

3　　　　　Maize

4　　　　Sorgllllm

5　　　　Mn【pe

6　　　　　Pedisein

7　　　　　BltItcrbe；ll1

8　　　　　Boc；lle

9　　　　　Sl】11こ】11i

l（）　　　Su’llap〉●；1

11　　　　SoYabeal1

12　　　　　Gran1

1二；　　　　PeI1日l

14　　　　PesillgOn

15　　　　Pc）’ill

16　　　　Pcp叩gnle

17　　　　Pcg）・i

18　　　　Pc訃．a

lり　　　　Sadal叩e

2（）　　　　Pel′aZa

21　　　　　PellalIk

22　　　　　Gro＝1ぼm11

ココ　　　　　Scs；llnull1

2J MllSl；lrd

25　　　　　SLlnnOll・Cr

2（～　　　　　CoI10t1

27　　　　JしItC

28　　　　SugilrCa－－C

2り　　　　　Ml′annlilrtObこICC（）

3O Virginin10b；lCCO

ll Clliltics

コヱ　　　　　OmollS

33　　　　　Gこ1rlic

31　　　　　Pol；ltOCS

Tot；11

1⊥58．リ　　　　1142．j

16リ．（）　　　　1ぷ2．4

6Jd．8　　　　　558．7

34：し1　　　　4り1．2

ボ

　

5

　

2

－

、

ト

　

▲

リ

ー

4

　

」

　

リ

　

J

T

　

ハ

六

　

7
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へ

∠
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∴
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∵
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．
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▲
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．
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⊥
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＋
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．
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出典：国家計画経済開発省資料1994
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役牛及び農器具購入のための貸付

Pa爪iculrs L8anS Repayments Oulslanding

（Kyatinmi＝ion）

鞘rcentage
or

Rとpaylれenl

て　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　3　　　　　　　4　　　　　　　5　　　　　　　　6

】　　Drau帥＼J主ttle

l　1978／79－1dq9S7／88

2　19gg／＄9

コ　1989／′90

4　1990／9】

5　1991／92

6　1992／9ユ

（Provistona】actuaI）

199；／94

（Proヽ・i如舶l）

2　　　　Cans

l　19g2／8才（†d11987／88

2　Ⅰ988／g9

3　1989／90

4　1990／91

5　　t99t／92

る　1992ノ93

（Proヽ′isわぬ】actual）

I993，ノウ4：

（Provis込ぬl）

J WaterPumps

l　】97ウノSOto1987／銅

2　19＄8／89

3　1989／90

4　】990／9】

5　】991／92

6　19り2／95

（ProvisIOnalactuaJ1

7　199；／射

（Provision扇）

4　　　　PowerTl11ers

I979／8（J【O t9g8／帥

コ　Iq89／90

5　199け92

4　Ⅰ992ノ9j

（Pro＞■S・0naIac【uaり

5　1993ノ9JI

（ProvIS10na】）

く　　　01herA3r】CU】turaj

lmplements

l　】q89／90

2　】990／引

、）　】991／92

4　1992／93

（Provjstona】ac【uaり

5　199ユノ94

（Prov1510naり

出典：国家計画経済開発省資料1994
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農業畜産業への貸付

（K）′atinmillion）

Sr

ParticuJars LoanS Repayments Outstanding of

No，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Repayment
1　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　3　　　　　　　　4　　　　　　　　　5　　　　　　　　　6

PerennialCropミ

11990／91

2　1991／92

3　1992ノウ3

（Provisionalactual）

4　1993／94

（Provisional）

Orchards

11991／92

2　1992／93

（Provisionalactual）

3　1993／り4

（Provisionaり

LivestockBreeding

11991／92

2　1992／93

（Provisionalactual）

3　1993／94

（Provisional）

Paddy－and－nSh

htegratedねm叫gm

deepwater石dds

l　1991ノウ2

2　1992ノウ3

（Provisionalactual）

3　1993／94

（Provisional）

SunDriedsaltproduction

11992／93

（Provisionalacttlal）

2　1993／94

（PfOVi5ional）

8．4

8．9

15．4

12．0

0．2

195．3　　　　　120．0

436．4　　　　　　　52．3

34（）．0

10．2　　　　　　　川．1

1（）．0

8．0　　　　　　　4，8

8．O　　　　　　10、1

Ⅰ5．4

12．0

3．1

75．3　　　　　　61．4

12．∩

9り．（）

出典：国家計画経済開発省1994
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n．4

n．9

6．5

0．5

4．（）

6．3

0．5

4．（）

384．1

340．（）

14．1

30．5

40、（）

0．4

1．3

13．7

29．2

4（）イ）

0，1

10．0

2．8

4．3



栽培カレンダー

（ヤンゴン管区）

作物 名

月

4 5 8 丁 8 9 10 1 1 12 1 2 3

水祁 （キ ンス ー ン）

水 稲 （乾季 作）

ひ まわ り

ジ ーー ト

〆 リー ング ラム

l
I

収 穫

播♯

収穫

収 ヰ

’播 丑

揮 札

挿橿

収 穫

柿櫨

収ず

l

（バゴー管区、ベイ地方）

作物名

月

4 5 8 丁 8 8 10 11 12 1 2 3

水稲

小麦

メイズ （モンスーン）

ゴマ （モンスーン）

ひまわ り

柵

ジーー ト

さとうきび

チ リトウガラシ

タマネギ

エンJi ク
〆ヲ▲

（ナ■サクベア）

揮 ■1攫

艶

ー

首眞 ．．

茸曜‥＿

静枝

移概
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産業別国内総生産比率（実勢価格による）

（単位：％）

部　　　　 門 1 9 8 1 ／ 8 2 1 9 8 9 ／ 9 0 1 9 9 0 ／9 1 1 9 9 1 ／ 9 2 1 9 9 2 ／ 9 3 ＊ 1 9 9 3 ／ 9 4

農　　　　　　　　 業 3 9 ．1 4 7 ．2 4 6 ．2 4 8 ．3 5 0 ．9 5 3 ．8

畜　　 水　　 産　　 業 6 ．8 8 ．1 9 ．2 8 ．8 8 ．6 7 ．9

林　　　　　　　　 業 1 ．5 1 ．7 1 ．8 1 ．6 1 ．4 1 ．3

鉱　　　　　　　　 業 1 ．0 0 ．8 0 ．7 0 ．6 0 ．5 0 ．5

工　　　　　　　　 業 9 ．3 8 ．6 7 ．8 7 ．0 6 ．8 1 ．5

電　　　　　　　　 力 0 ．4 0 ．3 0 ．3 0 ．2 0 ．1 0 ．1

建　　　　　　　　 設 1 ．6 1 ．2 1 ．8 2 ．1 1 ．8 1 ．3

運　　　　　　　　 輸 3 ．5 2 ．4 2 ．4 2 ．3 1 ．9 1 ．4

通　　　　　　　　 信 0 ．3 0 ．3 0 ．2 0 ．4 0 ．3 0 ．3

交　　　　　　　　 易 2 5 ．0 2 1 ．8 2 2 ．7 2 2 ．3 2 2 ．4 2 2 ．2

金　　　　　　　　 融 2 ．4 0 ．2 0 ．2 0 ．2 0 ．2 0 ．1

政　 府　 サ　 ー　 ビ　 ス 4 ．7 4 ．6 4 ．0 3 ．4 2 ．7 2 ．4

そ の 他 サ　 ー　 ビ ス 4 ．3 2 ．8 2 ．7 2 ．8 2 ．4 2 ．0

出典：国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊暫定値

産業別国内総生産比率（85年基準価格による）

（単位：％）

部　　　　 門 1 9 8 1 ／ 8 2 1 9 8 9 ／ 9 0 1 9 9 0 ／ 9 1 1 9 9 1 ／ 9 2 1 9 9 2 ／9 3 事 1 9 9 3 ／ 9 4

農　　　　　　　　 業 3 g ．1 3 9 ．0 3 8 ．7 3 7 ．5 3 8 ．5 3 8 ．3

畜　　 水　　 産　　 業 6 ．8 7 ．4 7 ．2 7 ．6 7 ．3 7 ．2

林　　　　　　　　 業 1 ．5 1 ．8 1 ．9 1 ．9 1 ．6 1 ．6

鉱　　　　　　　　 業 1 ．0 0 ．9 0 ．9 1 ．0 1 ．0 1 ．2

工　　　　　　　　　 業 9 ．3 9 ．3 9 ．1 8 ．8 8 ．9 9 ．2

電　　　　　　　　 力 0 ．4 0 ．7 0 ．7 0 ．7 0 ．8 0 ．8

建　　　　　　　　 設 1 ．6 1 ．9 2 ．4 2 ．9 3 ．0 3 ．0

運　　　　　　　　 輸 3 ．5 3 ．7 3 ．8 4 ．0 4 ．0 3 ．9

通　　　　　　　　 信 0 ．3 0 ．7 0 ．7 0 ．8 0 ．9 0 ．8

交　　　　　　　　 易 2 5 ．0 2 2 ．8 2 2 ．6 2 2 ．2 2 2 ．1 2 2 ．1

金　　　　　　　　 融 2 ．4 0 ．5 0 ．6 0 ．6 0 ．7 0 ．8

政　 府　 サ　 ー　 ビ　 ス 4 ．7 6 ．7 6 ．8 7 ．2 6 ．7 6 ．7

そ　 の 他 サ　 ー　 ビ ス 4 ．3 4 ．6 4 ．6 4 ．8 4 ．5 4 ．4

出典：国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊暫定値
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よ林水産業部門の総労働人口に占める割合

（単位：％）

部　　　　 門 1 9 8 1 ／ 8 2 1 9 8 9 ／ 9 0 1 9 9 0 ／ 9 1 1 9 9 1 ／ 9 2 1 9 9 2 ／ 9 3 ＊ 1 9 9 3 ／ 9 4

農　　　　　　　　 業 6 4 ．2 6 6 ．2 6 5 ．6 6 5 ．7 6 5 ．5 6 5 ．3

畜　　 水　　 産　　 業 1 ．3 2 ．4 2 ．3 2 ．3 2 ．3 2 ．3

林　　　　　　　　 業 1 ．3 1 ．2 1 ．2 1 ．1 1 ．1 1 ．1

鉱　　　　　　　　 業 0 ．5 0 ．5 0 ．5 0 ．5 0 ．5 0 ．5

工　　　　　　　　 業 7 ．8 7 ．5 7 ．2 7 ．0 7 ．3 7 ．4

電　　　　　　　　　 力 0 ．1 0 ．1 0 ．1 0 ．1 0 ．1 0 ．1

建　　　　　　　　 設 1 ．5 1 ．1 1 ．2 1 ．8 1 ．8 1 ．7

運　 輸　 ・　 通　 信 3 ．3 2 ．5 2 ．5 2 ．5 2 ．5 2 ．5

商　　　　　　　　 業 9 ．5 9 ．2 8 ．9 8 ．5 8 ．5 8 ．6

そ　　　 の　　　 他 1 0 ．5 9 ．3 1 0 ．5 1 0 ．5 1 0 ．4 1 0 ．5

労 働 人 口 （ 千 人 ） 1 3 ，5 1 5 1 5 ，2 2 1 1 5 ，7 3 7 1 6 ，0 0 7 1 6 ，4 6 9 1 6 ，8 1 7

出典国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊暫定値

農林水産物の総輸出額に占める割合

（単位：百万チャヅり

部　 門 1 9 8 1／8 2 1 9 8 8／8 9 1 9 8 9／9 0 19 9 0／9 1 1 9 9 1／9 2 1 9 9 2／9 3 ＊1 9 9 3／9 4

総 輸 出 額 3 ，4 3 2 ．3 2 ，1 6 8 ．9 2 ，8 3 4 ．1 2 ，9 5 2 ．6 2 ，9 2 5 ．9 3 ，5 9 0 ．0 4 ，0 7 1 ．0

内 、 農 産 物

水 産 物

畜 産 物

林 産 物

農林 畜水 産物 計

1 ，9 5 1 ．7 1 2 7 ．6 4 3 2 ．3 9 4 2 ．4 1 ，0 1 0 ．7 1 ，2 9 9 ．2 1 ，5 1 6 ．0

（5 6 ．9 ） （5 ．8） （1 5 ．3） （3 1 ．9） （3 4 ．5） （3 6 ．2） （3 7 ．2）

‡1 2 4 ．6 6 1 ．3 1 3 4 ．3 1 6 4 ．8 1 5 6 ．1 2 5 9 ．3 ♯3 9 5 ．0

（3 ．6 ）

7 7 6 ．3

（2 ．8） （4 ．7） （5 ．6） （5 ．3） （7 ．2） （9 ．7）

1 ，3 2 8 ．0

5 ．2 2 ．5 4 ．6 4 ．4 1 ．9

（0 ．2） （0 ．0） （0 ．2） （0 ．2） （0 ．1）

7 0 1 ．5 1 ，0 1 3 ．8 1，1 3 1 ．4 9 4 3 ．3 1 ，1 2 0 ．4

（2 2 ．6 ） （3 2 ．0） （3 5 ．8） （3 8 ．3） （3 2 ．2） （3 1 ．2） （3 2 ．6）

2 ，8 5 2 ．6 8 9 5 ．6 1 ，5 8 2 ．9 2 ，2 4 3 ．2 2 ，1 1 4 ．5 2 ，6 8 0 ．8 3 ，2 3 9 ．0

（8 3 ．1） （4 1 ．3） （5 5 ．9） （7 6 ．0） （7 2 ．3 ） （7 4 ．7） （7 9 ．5）

出典：国家計画経済開発省報告（1994）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊暫定値
（）内はシェア。♯：畜産物輸出額含む。
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よ産物貿易

（単位：百万チャット　千トン、％）

部　　　　 門 198 0／8 1 198 9／90 19 9 0／9 1 19 91／92 199 2／93 可 99 3／94

総 国 産 品 輸 出 額 3，176 （100） 2 ，8 34 （100） 3 ，05 7 （100） 2，92 6（100） 3 ，5 90 （100） 3 ，0 7 1（100）

農 産 物 輸　 出 額 1，7 6 1（5 5） 4 32 （1 5） 9 42 （30） 1 ，01 1（3 5） 1，2 99 （36） 1，5 16 （49）

米　　　 （金額） 1，33 8（4 2） 2 66 （ 9） 172 （ 6） 25 1（ 9） 2 49 （ 7） 2 67 （ 9）

♯　 （量） ［67 3］ ［16 9］ ［134］ ［18 3］ ［199］ ［2 63］

豆類　　 （金額） 15 2（ 5） 12 3（ 4） 5 15 （17） 42 9（ 15） 6 67 （19） 7 4 3（24）

♯　 （量） ［7 1］ ［5 6］ ［19 5］ ［19 5］ ［449］ ［53 6］

メイズ　 （金額） 一（ －） 1 2（ －） 13 （ －） 2 8（ 1） 30 （ 1） 2 8（ 1）

（量） 10 ［ 14］ ［2 0］ ［4 1］ ［ 4 4］ ［4 0］

胡麻　　 （金額） 0（ －） 0（ －） 19 8（ 7） 22 1（ 8） 15 5（ 4） 14 7（ 5）

（量） ［ 0］ ［ 0］ ［3 4］ ［ 49］ ［4 8］ ［6 2］

＊暫定値　（）はシェアー、［］は輸出量　　　　　　　　　出典：国家計画経済開発省報告（1994）
♯：米輸出量は精米重量、豆も同様に純食料重量

主要穀物需給バランス（1993／94推計）

（単位：トン、％）

作　　 物 生　　　 産 国　 内　 需　 要 輸　　　 出 輸　　　 入

米 （粗 ベ ー ス ）

小 麦

メ イ ズ

豆 類

落 花 生

胡 麻

17 ，4 3 7 ，0 2 7 1 7 ，0 0 9 ，8 7 3 4 2 7 ，1 5 4 0

（1 4 ，8 3 7 ，3 4 2） （1 4 ，5 1 6 ，2 3 2） （　 3 2 1 ，1 1 0） （　　　　 0）

1 5 5 ，3 8 2 15 5 ，3 8 2 0 0

（ 1 3 8 ，5 4 2） （ 1 3 8 ，5 4 2） （　　　　 0） （　　　　 0）

2 0 5 ，0 7 0 1 5 0 ，9 8 9 5 4 ，0 8 1 0

（　 2 0 8 ，6 8 6） （ 1 6 4 ，2 6 1） （　 4 4 ，4 2 5） （　　　　 0）

9 9 1 ，0 8 9 2 2 6 ，0 1 8 7 6 5 ，0 7 1 0

（　 8 8 8 ，4 9 9） （　 3 6 9 ，4 2 5） （　 5 1 9 ，0 7 4） （　　　　 0）

4 4 7 ，8 9 4 4 4 7 ，8 9 4 0 0

（　 4 3 2 ，6 4 5） （　 4 3 2 ，6 4 5） （　　　　 0） （　　　　 0）

18 9 ，1 9 9 1 3 3 ，8 7 6 5 3 ，3 1 3 0

（　 2 3 7 ，1 0 8） （ 1 8 9 ，1 9 0） （　 4 7 ，9 1 8） （　　　　 0）

注：（）は1992／93の数値　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：国家計画経済開発省報告（1994）

－136一



ー137－



主要かんがい事業一覧

I　1988年国家法秩序回復評議会（SLORC）設置後に完成したかんがい事業

事 業 名 管 区又 は州 郡 名 開 始 年 完 成 年 受 益 面 横 事 業 費
lac re 当

り事業費

工事

期 間

1 . N w e gw e R e serv oir S ag a m g C h au n g - U 199 1 - 9 2 1992 - 9 3

ac re

1 ,2 50

百 万ナi l l

25 .0

t * 7 1 年

2

2 . L e tye tm a R ese rv oir ′′ M y au n g 9 0 - 9 1 9 1ー9 2 7 50 3 ■7 2

3 . S e d i W eir ′′ T a m u 9 1 - 9 2 9 1ー92 84 5 0 ●6 1

4 . W ets h u W e ir ′′ ′′ 9 1 - 9 2 9 1ー92 7 02 1●4 1

5 . T o n ek y aw W eir ′′ ′′ 9 1 - 9 2 9 1 - 92 46 2 1ー4 1

6 ▲G ran d W a te r Irrig ation

P roje ct (p h ase I

7 . Y e -U R e h ab ilita tion a n d

M o d ern ization P rojec t

8 . S h w ed a u n g R ese rv o ir

′′

′′

B ag o

M on yw a/ C h a u n g -U

B utalin

Y e- U / A y a rta w /

D e p ey in

S h w e d a un g

8 3 - 84

86 ー8 7

3- 89

9 1 - 92

93 - 94

9 1 - 92

2 2 ′93 5

12 1 ,00 0

1 ,20 0

15 1 .4

2 25 .0

17 .7

9

8

4

9 . P u m p Irrig ation P roje ct (N au m aw ) ′′ ′′ 8 1 - 82 90 - 9 1 8 ′00 0 2 27 .3 1 0

10 . S in g u C h a u ng ga u n g R e servo ir ′′ O k k p o 8 9 - 9 0 90 - 9 1 1 ,50 0 4▲9 3

l l . T au n g m a uk R ese rv o ir 〟 P ad a u n g 89 ー90 92 - 93 W a te r S u p ply 18 .0 4

12 . M in y e R eserv oir ′′ O k tw in 93 - 94 94 - 95 2 ′00 0 35 .0 3

13ーK y ee p in R e servo ir ′′ P a d a un g 93 ー94 9 4ー9 5 W a te r S u p ply 4 2 .4 2

14 . K in m u n d au n g R e servo ir M ag w ay T au n g dw m g y i 82 - 83 90 - 91 5 ,00 0 7 5 .1 9

15 . T a u n g k h m y a n R e serv oir ′′ G an g a w 90 ー9 1 93 - 94 5 ,00 0 5 6 .2 3

16 . M y au n g C h a u n g R ese rv o ir ′′ M y ain g 90 - 9 1 92 - 93 1 ,00 0 2 8 .1 2

17 . P u m p Irrig ation P rojec t

(S a lay P ak h a n n g e )

18 . P u m p Irrig ation P rojec t (D ay in g a b o)

′′

′′

C h a u k

M y e de

8 1 - 82

8 1 - 82

90 - 91

90 - 91

5 ,40 0

10 ,40 0

2●0

9

9

19 . W u n C h au n g (K a zu n m a ) R e serv oir ′′ S eik P h y u 92 - 93 9 2ー 93 675 2

出典：かんがい局



事 業 名 管区又ほ州 郡 名 開 始 年 完 成 年 受 益 面 積 事 業 費
lac re 当

ウ事業費

工事

期間

2 0▲B o k e C ha u n g R e serv o ir M a g w ay M yo th it 199 0 - 9 1 199 1 - 9 2

a cre

50 0

■百万チ" I

4 ●0

t v7 >

5 ,10 0

午

2

2 1 . P w e th a R ese rv o ir ′′ M ye d e 9 0 - 9 1 9 1 - 9 2 1′00 0 5 ●6 2

22 . T h ich a u k W e ir ′′ P a u k 9 0 - 9 1 9 1 - 9 2 1 ,25 0 5 ●6 2

23 . H sin C h a u n g D am ′′ Y ese g yo 9 3 - 9 4 9 3 - 9 4 1′00 0 18 .4 1

2 4 . K in d a M u ltip u rp o se R e serv o ir

2 5 . T h ap h a n ch a m g R ese rv oir

M a n d alay

′′

K y au k se/ T a da oo /

M yith a′W u n d w in

P y aw b w e

8 0 - 8 1

3- 8 9

9 0ー9 1

9 0ー9 1

2 01′5 00

1 ,20 0

1 ,3 6 1 .7

22 .8

1 0

3

2 6 . S am on R e te n sion D a m ′′ T h a z 9 0 - 9 1 9 3 - 9 4 12′00 0 75 .5 3

2 7 . K y a uk talon e R ese rv o ir ′′ T a u ng th a 9 1【9 2 9 2 - 9 3 1 ,50 0 35 .0 2

2 8 . S u n lu n R e se rv o ir ′′ M y in g ya n 9 1 - 9 2 9 3 - 9 4 2 ,50 0 5 1 .0 2

2 9 . K in th a R ese rv o ir ′′ T a tk o n 9 3 - 9 4 9 3 - 9 4 2 ,00 0 3 1 .0 1

3 0 . T au n g P in le R e se rv oir ′′ M ym g ya n 9 3ー9 4 9 4 - 9 5 2′30 0 4 5 .0 2

3 1 . A zin D am M o n S tate M u d o n 8 2ー8 3 9 0ー9 1 3 ,00 0 8 6 .1 9

3 2 . W a b a D a m ′′ T h a to n 9 1】9 2 9 3ー9 4 2 ,40 0 36 .6 3

33 . T a u n g L on e M ya u n g R e se rv o ir Y an g o n H ie g u 9 2 - 9 3 9 2 - 9 3 3 00 4 .2 5 1

34 . K o k ok y u n R ese rv oir ′′ K o k ok y u n 9 1ー9 2 9 3 - 9 4 W a te r S u p p ly 8 .7 1 3

3 5 . B a n b w e g o n R e serv oir ′′ K y au k tan 9 3 - 9 4 9 4 - 9 5 ′′ 19 .9 2

3 6 . L o w e r M y a n m a r P a d dy la n d

D e v elop m e n t P ro jec t (p h ase E l

3 7◆L a iv a D am

A ye ya rw ad y

C h in S ta te

B og a le/ L e tp u rta/

M a u bin/ K ya ik la ft/

T ha n ly in /T h o n eg w a/

K hay a n

P h ala m

7 8ー7 9

9 0ー9 1

9 0一9 1

9 3 - 9 4

18 3′42 1

50 0

3 04 .1

5 4 .0

13

4

3 8 . G yo gy a k w in R ese rv o ir R ak h in e S ta te T a u n g g ok e 9 3 - 9 4 9 3 - 9 4
W a te r S u p p ly

5 0
7 ●5 1

小 計 3 8事 業 7 管 区 3 州 60 4 ,54 0 3 ,0 9 1 .9 6

ー
ー
∽
¢
－



‡　現在建設中のかんがい事業（1994年7月現在）

事　　　 業　　　 名 管 区又 は州 郡　　　　　 名 開 始 年 完 成 年 受　 益　 面　 積 事 業 費
la cre 当

り事 業 費

工 事

期 間

1 ． Z a u n g to Irrig a tio n P ro jec t B a g o B ag o 199 3 － 9 4 9 4 － 95

a Cre

3 6 ，25 0

百 万 チャット

3 60 ．0

チャット

9 ，9 30

年

2

2 ． S o u th N awi n R e se rv o ir P roje ct

3 ．K h a b a u n g D am P rojec t

／／

l／

P a u k k a u n g ／P y ay ／

T h e g on

T a u n g oo

8 5 － 8 6

9 3 － 9 4

9 4 － 95

9 8 － 99

6 2 ，50 0

135 ，00 0

8 76 ．3

1 ，9 60 ．0

14 ，0 20

14 ，5 20

9

5

4 ． K a n n i W e ir P roje ct ／／ ナノ 9 3 － 9 4 9 4 － 9 5 2 ，0 00 18 ．6 9 ，3 00 2

5 ． P ath i C h au ng R ese rv o ir P ro jec t ／／ ／／ 9 3 － 9 4 9 4 － 95 2 ，50 0 45 ．0 18 ，0 00 2

6 ． P a b e C h au n g R e se rv oir P ro jec t l／ ／／ 9 3 － 9 4 9 4 － 95 4 ，00 0 70 ．0 17 ．50 0 2

7 ． T a u n g n yo R ese rv o ir P roje ct ′／ N attal in 9 3 － 9 4 9 6 － 97 5 0 ，00 0 7 50 ．0 15 ，00 0 3

8 ． N a tm au k （Y m ）D am P ro jec t M ag w ay N atm au k 9 3 － 9 4 9 6 － 97 3 6 ，00 0 6 00 ．0 16 ，67 0 3

9 ． M on C ha u n g R e serv o ir P roje ct l／ P w in b y u 9 3 － 9 4 98 － 99 10 8 ，00 0 1 ．6 40 ．0 15 ，18 0 5

10 ． C h au n g K au k R ese rv oir P ro jec t M an d a lay P y aw b w e 9 3 － 9 4 95 － 96 9 ，00 0 12 0 ．0 13 ，33 0 2

11 ． T h e tta w R e serv o ir P roje ct ／／ T h aze 9 3 － 9 4 94 － 95 2 ，50 0 4 4 ．0 17 ，60 0 2

12 ． L e b y u R ese rv o ir P rojec t ／／ Y em e th in 9 3 － 9 4 95 － 96 6 ，50 0 12 6 ．0 19 ．38 0 3

13 ． N o rth P in le R e se rv oir P ro jec t ／／ M y in g y an 94 － 95 95 － 96 1 ，5 00 26 ．0 17 ，33 0 2

14 ． T a u n g th e R ese rv oir P rojec t ナノ T au ng th a 9 4 － 9 5 95 － 96 2 ，00 0 3 0 ．0 15 ，00 0 2

15 ． W e ila u n g R ese rv o ir P roje ct ／／ ／／ 9 4 － 9 5 95 － 96 1 ，500 3 0 ．0 2 0 ，00 0 2

16 ． T h a m e k k u R e serv o ir P roje ct ／／ ／／ 9 4 － 9 5 95 － 96 3 ，000 4 5 ．0 15 ，00 0 2

17 ． M on C h a u n g R e se rv o ir P roje ct J／ T atk on 9 4 － 9 5 95 － 96 4 ，000 5 0 ．0 12 ，50 0 2

18 ． S h w e n atha u n g R e serv oir P ro jec t M on S tate M aw la m ya in g 9 3 － 9 4 94 － 95 20 0 2 2 ．0 11 ，00 0 2

19 ． N g a m o ey eik R ese rv o ir P roje ct Y an g o n H le g u 9 2 － 93 94 － 95 7 0 ，000 1 ，05 0 ．0 15 ，00 0 3

20 ． T a b u h la （O k k a n ）R e serv oir P ro jec t J／ T aik ky i 9 3 － 94 95 － 96 52 ，000 88 5 ．0 17 ，02 0 3

21 ． T h a zi R ese rv o ir P rojec t S ag ai n g M on yw a 9 4 － 95 95 － 96 1 ，000 3 1 ．2 3 1 ，2 0 0 2

2 2 ． 9 9－P on d P rojec t a t Y w a th ay ar ／／ Y in m ab in 94 － 95 95 － 9 6 9 ，9 00 55 ．4 5 ．6 00 2

小　　　　 計　　 22 事 業 5 管 区 1 州 5 99 ，3 50 8 ，8 34 ．5 14 ，7 40 65



Ⅲ　ミャンマー中部9地区の緑化事業

事 業 名 管区又ほ州 郡 名 開 始 年 完 成 年 受 益 面 積 事 業 費
lacre 当
り事業費

工事
期甲

合 計

M andalay

Sagaing

M agw ay

M yingyan

M eik tila

Y em eth in

Sagaing

M onyw a

P akokku

M agw ay

M inbu

T yayet

1993 - 94

93 - 94

93 - 94

93 ー94

93 - 94

93 - 94

93- 94

93 - 94

93 - 94

1997- 98

97- 98

97- 98

97- 98

97】98

97- 98

97- 98

97 - 98

97- 98

acre

78′100

12,402

20,268

42,630

48,990

31′955

34 ,805

33′531

13 ,660

316′341

~0 00ナ十小

1′452 .0

30 .1

297 .1

711.1

860.2

702 .0

360 .2

290▲0

60.0

4 ,793 ◆3

Ⅳ　ミャンマー下部の農地開発事業

事 業 名 管区又は州 郡 名 開 始 年 完 成 年 受 益 面 積 事 業 費
lacre 当

り事業費

工事
期間

合 計

Y angon

B ago

A yeyarw ady

1993 - 94

93 ー94

93 - 94

1998ー99

98- 99

98- 99

acre

62 ′000

10,000

325,000

397 ,000

百万チャット

－
－
良
一
－



Ⅴ　将来計画かんがい事業

事 業 名 管 区又 は州 郡 名 開 始 年 完 成 年 受 益 面 積 事 業 費
la cre 当

り事 業 費

工 事

期 間

1 . A S e ries o f D a u n g th e W eirs

P roje ct

2 . Y a w C h a u n g D a m P roje ct

M ag w a y

′′

Y in a ng y a u ng

P au k

19 94 - 95

9 4 - 9 5

199 5 - 9 6

9 5 - 9 6

ac re

1 ′8 5 0

2 ,0 00

百 万チ" I

3 1 .2

124 .8

チ" I

7 ,9 0 0

午

2

2

3 . M in d o n W eir P ro jec t ′′ K a n m a 9 4 - 9 5 9 5 - 9 6 4 ,5 00 13 0 .0 2

4 . Z e ed a w D a m P roje ct M an d a lay N ag a tog y i 9 4 - 9 5 9 5 - 9 6 4 ,0 00 6 0 .0 2

5 . F in n C h a u n g D a m P roje ct ′′ K y a u k p ad a u n g 9 4 - 9 5 9 5 - 9 6 10 ,0 00 442 .0 2

6 . S in th e D am P rojec t ′′ F atk on e 9 4 - 9 5 9 6 - 9 7 12 ,4 00 56 0 ◆0 3

7 ▲ P a u n g la u ng M u ltip u rpo se

R ese rv o ir P roje ct

8 . Z a m an i R e serv oir P ro jec t

′′

Y an g o n

P yin m an a

T ha n ly in

9 4 】 9 5

9 4 - 9 5

9 8 - 9 9

9 5 - 9 6

53 ,180

W a te r S u p p ly

135 .0

13 .2

5

2

9 . Z a w g y i R e se rv o ir P roje ct S h an S ta te Y a tsa n k 9 4 ー 9 5 9 6 - 9 7 110 ′0 00 2 00 .0 3

10 . N a n k a th u R e se rv o ir P roje ct A y ey a rw ad y In g ap u 9 4 - 9 5 9 6 - 9 7 2 5 ,00 0 4 39 .8 3

l l . M u V a lle y P roje ct S ag a in g K y u n h la 9 4 - 9 5 9 7 】 9 8 5 00 ,0 00 2 ,5 99 .0 4

小 計 1 1事 業 5 管 区 1 州 7 22 ,93 0 5 ,7 35 .8

蔓

－

鼻

N

－



Ⅵ1988年以前の主要なかんがい事業

事 業 名 芦 管区又は州
郡 名 開 始 年

完 成 年 ! 受 益 面 積
事 業 費 lacre 当

り事業費

工事
期間

1 . S edaw gyi R eservoir M andalay M adaya, P atheingyi

M andalay

K yaukpdaung

1976- 77

acre

1986 - 87 127 ,000

▲百万チャット

12

2 . K yetm auktau ng R eservoir ′′ 61- 62 67 ー68 29 ,786

3 ◆M ondaing R eservoir ′′ M eiktila 62- 63 66- 67 6 ,880

4 ◆M eiktila L ake ′′

5 . C haung m agyi R eservoir ′′

M eiktila, W undw m

T nazi

P yaw bw e

M yanm er

K ing

69 - 70

45 ,776

81- 82 9 ,276

6 ◆T hitson R eservoir ′′ T hazi, Y am ethin 59- 60 61- 62 20 ,708 3

7 . Y ezin R eservoir 】 ′′ P yaw bw e, P yinm ana 66- 67 75ー76 15 ,850 10

8 . N galaik R eservoir ′′ P yinm ana, L aw e 79- 80 86 - 87 21,100 8

9 . P yaung pya R eservoir M yingyan, N atogyi 65ー66 69 - 70 5 .8.10 5

6

10. Zaw g ri R iver Irrigation System ′′ K yaukse M yanm ar K ing 93 ,468

ll. K hetlan R eservoir ′′ N atogri 67- 68 72 - 73 7 ,025

12. H eho R eservoir S han S tate K alaw 62- 63 64- 65 5 ,000 3

13 . N gw edaung R eservoir K ayah State L oikaw , D em oso 64 ー65 64 ー65 6 ,291 1

14. N orth N aw in D am B ago P aya/P aukkaung/

T heg on

D a k-U

67 - 68

86- 87

81ー82 26 ′769 4

215. P yinboーーgvi R eserv∩ir ′′ 87 - 88 4 ,000

16. W ashaung W eir K achm S tate W aingm aw 62ー63 66 - 67 17 ,450 5

17. K ab o W eir S againg K anbatu 61 - 62 66 ー67 35 ,871 6

10

18. A inm a W eir M agw ay S ag u/P w inbyu M yanm ar K ing 25 ∫500

19. M ezali W eir ′′ P w inbyu/S alin/Sagu M yanm ar K ing 96 ,777

20. L inzin W eir n P w inbyu/S alin M yanm ar K ing 28 ,431

21. L ow er M yanm ar P addyland A yeyarw ady P yapon/B agale/′ 76ー77 85- 86 192 ,601

D evelopm ent P roject (phase I )

小 計 21事業

N gaputaw ′W akem a



ADCAプロファイ案件一覧

プロジ ェク ト名 年　 度 期　 間 関係 コンサル

イラ ワジ河上流農業開発計画 52 9 ．20′－10．30 三祐 コンサル

ロー ワビルマ米生産 プ ロジ ェク ト 52 11．5～11．30 三祐 コンサル

シ ッタン河流域米穀流通調査 52 12 ．20～ 1．28 三祐 コンサル

ローア ビルマ米生産 プ ロジ ェク ト （］） 53 5．8～　 5．22 三祐 コ ンサ ル

ビル マ農業総合開発計 画 53 11．1～11．18 三祐 コンサ ル

ロー ワビルマ稲作増産計画 53 12．21′－12．27 三祐 コンサル

農業開発 計画 54 4．23′～　4．26 三祐 コンサル

かんがい ・排水施工技術 セ ンター設立計画 57 8．26～　 9．19 中央開発

種子普及 農場計 画 59 7．12～　 7．21 三祐 コンサル

かんがい技術 セ ンター計画 59 7．12ヘノ　7 ．21 三祐 コンサル

ペグ一地 区地 下水利用 かんがい開発及び営農飲雑用水供給計画 60 5．15～　 5 ．25 日水 コン

クンニ コーダ ムかんがい計画 60 5．5～　 5 ．30 三祐 コンサル

農村総合整備 計画 60 5 ．5～　 5 ．30 三 祐 コンサル

米収穫後 処理 施設改善計画 61 7 ．30～　 8 ．7 三祐 コンサル

農村開発セ ンター建設計画 61 12 ．6～12 ．14 日本技 開

種子普及農場計画 62 5 ．31～　 6 ．12 三祐 コンサル

マンダ レ一地区地下水利用小規模潅漑及 び農村水道供給計画 62 11．26′－12 ．8 日水 コン

マンダ レ一地区農村総合開発計画 62 3 ．4′－　3 ．18 三祐 ・日水 コ

種子増産農場建設計画 62 3 ．4′～　3 ．18 三祐 ・日水 コ

下部 ビル マ地域地方給水計画 62 11．28～12 ．13 三祐 コンサル

中北部農村給水計画 2 4 ．18～　 5 ．1 日本技開

ミャンマー国農業省農産物通商公社精米所 改善計画 4 6 ．4～　6 ．30 建設企画

シック ソ川流域 カバ ウン地 区及 びス ワ地区潅漑 開発 計画 5 10．10′、10 ．23 JIRC O

地域別農業 ・農村総合開発戦略策定計画 5 2 ．26′、J 3 ．5 技開

ウニジーダム濯漑計 画 6 5．29～　 6．11 三祐 コンサ ル

ミンブ地 区農業総 合開発 計画 6 5．29～　 6．11 三祐 コンサ ル

トンゼダ ム潅漑計 画 6 5．29～　 6．11 三祐 コンサル

シックソ河流 域 カバ ウン潅漑 開発計画 6 4．19～　 5．3 J IRC O／EPDC

シュエボ地域潅漑 改良計画 6 10．16ヘノ10．28 P ．C ．Ⅰ

シャン洲 農業環境近代化計 画 6 10．16′－10，28 P ．C ．Ⅰ

農地 管理 技術 セ ンター設立 計画 6 10．16′、10．28 P ．C ．Ⅰ

農業 省潅漑局機械 部強化計 画 6 10．16′）10．28 P ．C ．1

乾燥地帯農業農村 改良計画フ ェーズ Ⅰ、 ミィソヂ ャン地区 6 7．16～　 3．1 日本技開

イン レ湖周辺 農業農村環境 整備 計画 6 7 ．16～　 3．1 日本技 開

シャン州 東北 部少数民族地 区農村総合開発計画 6 2．20～　 3．11 工営／建企

ミャンマ ー中部半乾燥地域 小規模畑地潅漑計画 6 2．20～　 3．11 工営／建企

農業情報セ ンター計画 6 2 ．20′～　3．11 工営／建企

－144－
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